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第１章 序論 
 
第１節 本研究の問題意識 
 
第１項 第１項 はじめに 
 2004年 6月、ミャンマー国内の米を中心とした農業政策を調べるため、当時ヤンゴ
ンにあった農業省を訪問した1。ミャンマーは軍事独裁政権で海外からの経済制裁を受
け、自力更生が求められていた。政権の幹部によると、同国は、2000年頃から主力農
産物である米生産と流通の規制緩和を進め、2003年には基本的に米の国内流通を自由
化した。価格の統制もはずした。市場原理を導入して農業経営の自主的な努力を促す
ことで経済の主力の農業の建て直しを図るのが目的だった。 
 しかし、政権が期待したほど、農業生産に大きな変化が出てこなかった。農家は同
じような米を、同じように栽培し続けた。 
 「何を作ったらいいのか分からない」 
 現場で話を聞いた農家の多くが口にしていたのは情報の不足だった。長年にわたっ
て政府の指導で米を栽培し、政府が全量を買い上げる仕組みになれた農家にとって、
新しい作物栽培への転換はむずかしい。 
 民主化を恐れた政権は国内で厳しい情報統制を敷いていた。農家のための集会場に
は、稲の葉色を見分けるためのカラーチャートや，病気の際の農薬の散布を説明する
掲示板が掲げられていた。しかし、経済の統制下では農産物の市況や海外の情報など
は提供されなかったし、必要もなかった。 
 農家に農地、労働力、資本があったとしても、どのような作物がもうかるのか、ど
のような技術で栽培できるのか、どこに販売するのかという正確な情報を必要な時期
に入手する手段がなければ、農家が自主的な判断を下すことは困難だ。 
 自動車会社にとって、顧客がどのような車を求めているのか、政府の環境規制がど
のように変わるのか、または競合他社の販売戦略を正しく知らなければ経営が成り立
たないのと同じように、近代的な農業経営にも豊富で正しい農業情報が欠かせない。 
 日本を含む先進国の農業経営にとっても情報は大切だ。八木(2004)はこれからの農業
経営者の資質として、4つの「力」を挙げているが、そのうちの一つは情報力である2。
情報を収集するのと同時に、必要な情報を取捨選択して分析し、具体的な事業に生か
していく能力だ。 
 30年間に及ぶ日本農業新聞記者経験の中で農業と情報とのかかわりを最前線で取材
する機会に恵まれた。1993 年に出版した「はじめての農業パソコン」(富民協会)は、
前年に日本農業新聞で長期連載した「むらと情報化」を下敷きに、農家が情報をどの
ようにして経営に役立てているのかを紹介した。「農業経営にとっては、たんに情報
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を集めるのが目的ではなく、実際にどう活用しているのかが大切」という視点を貫い
た。 
 当時の取材の中で、最新の情報機器を導入しながら、活用できずに宝の持ち腐れと
なっている事例を多く目の当たりにした。機器類の整備と同時に農家の情報処理能力
の向上が必要なことを痛感した。 
IT 機器の普及は農家の情報入手を容易にし、農業経営の改善に結びつく可能性があ
る。ただし、実際に IT 機器導入と IT 活用の効果を得ることは同義語ではないことに
注意すべきである。NTT データ経営研究所などの調査によると、IT の投資に見合う効
果を実感しているのは企業の半数に過ぎない。総務省による「企業経営における IT 活
用調査」によっても、IT 導入が進むのと IT 活用の効果は別ということが分かっている
3。情報機器の導入による農業経営への活用については、一つひとつの具体的な分野で
分析を進めることが必要だ。 
 本研究では農業経営に必要なさまざまな農業情報の中で、(1)オンラインによって公
開されている行政情報の公開の度合い(2)メディアを通じた農政情報の報道の特徴(3)
農産物マーケティング情報の 3つの分野の課題を取り上げて分析する。 
 農業にかかわる情報には次の 4種類がある。 
 1 つは社会科学的な外部情報。政治、経済、社会、環境などに関連し、各種の規制
や支援措置、市場の動向、試験研究の情報がある。以上に関連した報道も含まれる。 
 2 つには社会科学的な内部情報。経営の収益、資産・負債、労働力、農地、顧客な
どの情報。 
 3つには自然科学的な外部情報。天候や病害虫の発生状況などが挙げられる。 
 4 つには自然科学的な内部情報。実際の圃場の気象データや生育状況、収穫量、牛
乳の生産量などだ。 
 本研究は、主に行政、報道、マーケティングの社会科学的な外部情報が経営や農業
にどのような影響を及ぼすかに焦点を当てており、第 1 のカテゴリーに限定したもの
である。 
 行政情報を最初に取り上げるのは、国際農業交渉の進展を背景にして農業政策の役
割は低下しているものの、農業と行政のかかわりが深いからである。多くの国々で農
業が保護されているのは、農林業資源という公共財の保全と合理的で適正な利用のた
めであり4、農業政策にかかわる行政情報をどう取り込んで、農業経営に役立てていく
のかは農家にとって引き続き大切なテーマである。 
 1990年代以降日本でも急速に普及してきたインターネットは、農業経営の中に定着
しつつある。外部情報を積極的に経営に取り入れて活用しようとする専業経営の 85％
以上がインターネット情報収集やパソコンによる経営管理をすでに利用しているか、
利用しようとしている5。この傾向はさらに強まることが確実だが、現実の農業経営に
役立てていくための課題は多い。 
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 土田(2003)は専業経営に対するアンケートを元にして「制度・政策に関する情報」に
ついて「わかりにくい」と回答した率の高さが他の農業情報と比べて高く、「難解」
であると指摘している。いわゆるお役所言葉の弊害であるが、分かりにくさには表現
のむずかしさだけではなく、情報公開に対する行政機関側の熱意が十分ではないこと
も関係しているだろう。行政機関が外部に情報を伝えることに不熱心なことは、1977
年以来、日本農業新聞に身を置いて身近に取材を重ねる中で感じてきたことである。 
 行政機関の情報公開のあり方を考えるとき、常に鮮明に頭に浮かぶのが、1994 年 7
月、ワシントンにある米農務省の海外農業局(FAS)での体験だ。1年近い米国留学生活
を終えて日本に帰る直前に訪問した。1993 年末に決着したウルグアイ・ラウンド農業
交渉にかかわる米政府の行政文書の公開を、米の情報公開法に基づいて入手を試みた。
趣旨を告げると、情報公開を担当する係官の部屋に招き入れられた。 
 「ウルグアイ・ラウンド農業交渉の経過を記録した米国政府側の資料を手に入れた
い」 
 もちろん、米国市民ではないし、法律的な知識も英語も不十分。筆者は、その日は
手続きに必要な情報、書類を仕入れ、翌日以降に文書を作成して持参するか、帰国後
に手続きをしようと考えていたが、帰ってきたのは思わぬ返事だった。 
 「それでは私の言うとおりにタイプリライターをたたいて」という係官の実務的な
言葉。渡されたタイプライターと白紙を前にして、係官が手続きの決まり文句をゆっ
くりと話し始めた。 
 「私は、ここに米農務省に対して次の情報の公開を請求する」 
 言われたとおりにキーボードをたたくと、最後に自筆でサインをして手続きが終了
した。入室から 30分もかからなかった。 
 帰国後、半年ほどして「あなたの請求は否定された。農務省で長官直属の内部の法
的審査機関に申し立てるか」という手紙がワシントンから届いた。「申し立てる」と
返事を出すと、それからさらに半年ほどして分厚い資料類が千葉市の自宅に送られて
きた。審査機関は筆者の申し立てを認めたのだ。中身は一般的な資料が多く、期待し
たような内容はなかったが、たしかに交渉の際の米政府の内部文書の一部だった。 
 請求に関連し、筆者は一切の費用を負担していない。なぜ、米政府はここまでして
自らの情報を公開しようとしているのか。交渉の秘密にかかわるような内容の文書類
は得られなかったが、一連の請求プロセスを体験し、気持ちの中で少なくても当時は
行政情報の公開には熱心でない日本政府とのギャップの大きさを痛感した。仮に外国
の市民が日本の農水省を訪れて同様の請求を行ったらどうなるのだろうか。日本の行
政組織の情報公開はどの程度進んでいるのかを調べる必要があると強く印象に残っ
た。 
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第２項 本論文の課題と構成 
本論文はまず、農業に関係が深い行政機関がどのように、情報を公開しているのか
に焦点を当てて分析する。行政は広報を通じて、さまざまな情報を国民に提供してい
るが、「行政広報」とは，情報の収集・処理・蓄積・伝達を通じて，行政が行う施策
の目的を効果的・効率的に達成するための仕組みであり方法である6。広報はいわば行
政側の視点で情報を選択し、提供するものであり、必ずしも都合の悪い情報が公開さ
れる保証はない。都合が悪くても、国民からの請求に基づいて公開することを義務づ
けた情報公開制度が補完することが必要である。 
行政情報の透明性にこだわるのは、農業経営にとって非常に大切な意味を持つから
だ。石田と稲本(2003)は農業分野では、行政や農協組織などの「環境」が、農業政策の
決定や販売の手法の変更などを通じて「主体」である農家のあり方を一方的に決める
ことがあるとした上で、農家自身の努力を越えた部分、すなわち行政や農協組織の判
断で採択される政策が、経営主体の成長と発展を阻害要因になりかねない以上、「国
家や農協は，経営者にとって都合の良い情報も、そうでない情報も、それをめいりょ
うに伝えるメッセージを発信する責任がある」と指摘する7。 
例えば政府や生産者団体が協議して決める水田の転作面積の数字や補助金の仕組み
の変更は、米需給の変化を通じて転作に参加しているかいないかにかかわらず、あら
ゆる作目の農家経営に大きな影響を与える。農産物の市場開放の行方は、米、畜産、
園芸など幅広い分野の作物のマーケットの姿を一変させてしまう可能性がある。地方
自治体などが開設者になっている卸売市場の統廃合や手数料率の変更は、市場経由で
農畜産物を販売している農業経営の戦略に打撃を与える可能性もある。 
「経営行動の決定は、環境変化の方向が例え自らに不利なものであっても、起こり
うる将来の状況が高い確率で見通せるのであれば、そのなかで最良の結果を生むよう
な経営行動を採択する」8ことが可能になるが、その条件として優れた情報公開制度と、
行政の決定プロセスをフォローする報道が欠かせない。農業政策の決定に当たっては、
納税者も含めてすべての利害関係者に透明性が確保されるべきだが、現実には決定の
直前まで内容が伝えられなかったり、決定のプロセスが開示されなかったりすること
もある。 
 第 2 章では行政情報の公開がオンライン上でどのように行われているのかを、電子
メールを通じた匿名の問い合わせに対する回答の内容を比較して検討した。1999 年 5
月 14日、政府は「国民主権の理念にのっとり、行政文書・法人文書の開示を請求する
権利につき定めること等により、行政機関・独立行政法人等の保有する情報の一層の
公開を図り、もって政府・独立行政法人等の有するその諸活動を国民に説明する責務
が全うされるようにすること」を目的とした情報公開法を交付した。こうした情報公
開に対する新しい流れの中で、本当に行政機関の姿勢が変わりつつあるのかを電子メ
ールによる質問への回答内容を具体的に分析することによって検証した。 
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 第 3章では、1990年代以降の主要な農政課題について、メディアがどのように報道
してきたのかを、農政ジャーナリストの会が発行する季刊誌「日本農業の動き」の掲
載記事を中心に分析した。この時期は、1991年 4月に牛肉とオレンジの輸入が自由化
され、1993 年には関税および貿易に関する一般協定(GATT)ウルグアイ・ラウンド交渉
が妥結、1995年に新食糧法が施行されたことに代表されるように、この間に市場開放
と国内の規制緩和が急速に進んだ。また、食品表示の偽装やダイオキシン報道、牛海
綿状脳症(BSE)の発生など、食の安全をめぐる国民の関心が高まった。急速に変化した
農政課題をメディアがどう報道できたのかを検証した。 
 第 4 章では農業マーケティングの分野にとって大切な役割を果たすようになってき
たブランド戦略の中で情報共有の仕組みを、米国のリンゴ産業から検討する。米国の
リンゴ産業は国内消費の減退、輸出市場の伸び悩みの中で、従来の品種に固執したマ
ーケティングが限界に達しつつある。多様な品種への転換、中でも国際的な情報共有
を通じたブランド戦略として注目される「ピンクレディー」販売の採用は、わが国の
農産物販売戦略にとって十分に参考になる。 
第 5 章では、農産物のマーケティングのためにさまざまなメディアを効果的に利用
した山形県寒河江市の取り組みを分析する。メディアへの頻繁な露出を通じて寒河江
ブランドを全国区に広げたことで有名だ。きめ細かいメディア側への情報提供の手法
は、住民全体で情報をメディアに売り込むという姿勢に支えられている。 
第 6章では日本農業の姿が海外にどのように伝えられたのかを 2007年 9月に日本で
開催された国際農業ジャーナリスト連盟(IFAJ)世界大会後の海外での報道に焦点を当
てて分析した。日本の農業情報を海外に向けて正しく発信することは、国際農業交渉
で大切な役割を果たすが、これまでは言葉の障害もあって、十分に行われてこなかっ
た。IFAJ の 50年の歴史上初めてアジアで世界大会が開かれ、184人の参加者を通じて
30 以上の海外メディアで短期間に日本農業が報道された点は注目すべきである。行政
機関ではなく、報道関係者で組織する民間の農政ジャーナリストの会が、独自に日本
農業の情報発信を行った点もユニークである。報道の中で日本がどのように描かれた
のかを分析した。 
 
第２章 農業の公的情報はどこまで公開されているか 
 
第１節 行政のオンライン化と公的な農業情報の進展 
 
第１項 はじめに 
 キャプテンシステムに代表される 1980年代の「ニューメディア」ブームなどの試行
錯誤をへて、中央官庁や都道府県は 1990 年代後半からインターネットを新たな IT の
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中心に据えて情報化を進めた。なお、情報化とは，量的に見れば，情報の発生・流通
・蓄積量が増大することであり、質的に見れば、情報の個人・組織・社会への影響力
が増すことを指す9。 
 行政情報の公開という点では、1994年に閣議で決まった行政情報化推進基本計画が
始まりで、1997 年の改定計画では、より発達した IT 化を受けて、ネットワークを意
識したものとなった。さらに「ミレニアム・プロジェクト」iは情報化を背景にして、
「電子政府の実現」を打ち出した。さらに 2001 年に制定した e-Japan戦略の中で、政
府は「2005 年に世界最先端の IT 国家となる」ことを目標に据えた。2003 年(平成 15
年)7 月 17 日には政府の各府省情報課統括責任者(CIO)連絡会議が決めた電子政府構築
計画で、基本的な考えとして電子政府の構築は、行政分野への IT(情報通信技術)の活
用とこれに併せた業務や制度の見直しにより、国民の利便性の向上と行政運営の簡素
化、効率化、信頼性および透明性の向上を図ることを目的とするものであるという点
を明らかにしているii。 
 食料・農業・農村分野においても、IT の導入は、生産性の向上、流通の合理化、農
村地域の活性化等様々な効果が期待されているiii。平成 18年度農業白書(食料・農業・
農村の動向)の中に含まれる 19 年度の食料・農業・農村施策の「食料、農業及び農村
に関する施策を総合的かつ計画的に推進するための取組」で、「農林水産分野の情報
化と電子行政の実現」という項目を立て、「IT 新改革戦略や「食料・農業・農村基本
計画」などに基づいて、農林水産分野における IT 利活用の促進を図るため、ユビキタ
ス・コンピューティング技術や地理情報システムの活用、農山漁村地域における情報
通信基盤の整備等を一体的に推進する。また、利用者本位の行政サービスの提供によ
る国民の利便性の向上、行政運営の効率化等を図るため、オンライン利用促進に向け
た環境整備、業務・システムの最適化等を推進する」と位置づけている。 
 農水省が 2005年 10月に全国の農家 6000 戸を対象に行った調査によると、農業分野
でインターネットの普及は進んでいるiv。農家におけるパソコンなど IT 機器の保有状
況ではパソコンを保有する割合は 61.2％、携帯電話は 70.9％だった。パソコン所有農
家の 7 割はインターネット接続している。4 割を超す農家がインターネット接続した
パソコンを所有していることが読み取れる。認定農業者のいる農家において、農業経
営にパソコン、携帯電話等いずれかの IT 機器を利用して経営に役立てている農家は
43.3％に達している。農業経営に IT 機器を利用したことによるメリットとして、「様
々な情報収集が可能になった」が 51.6％と最も高くなっており、次に「効率的な経営
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                       
i首相官邸(1999）ミレニアム・プロジェクト
<http://www.kantei.go.jp/jp/mille/991222millpro.pdf>，2008 年 1 月 25 日参照 
ii首相官邸(2003)電子政府構築計画，<www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/cio/dai9/9siryou2.pdf>，2008
年 1 月 25 日参照 
iii農林水産省(2007)「平成 18 年度食料・農業・農村の動向」 
iv農林水産省(2006)「平成 17 年度農林漁家におけるパソコン等の利用状況調査結果」 
10 
 
が可能となった」32.7％となっている。 
 同省が 2002年 11-12月に行った同種の調査によると、インターネット接続したパソ
コンの所有比率は 3割に満たなかったv。農村部におけるインターネット接続は、着実
に拡大していることがうかがえる。 
第２項 行政の情報公開 
 政府や自治体の裁量により行われる情報提供制度は、情報公開法や情報公開条例が
用いている情報公開の概念の一部である10。私人の開示請求権の行使を前提とせずに情
報提供が義務づけられている情報公表義務制度、開示請求権の行使に応じて行われる
情報開示請求制度が含まれる。松井(2003)11は行政機関の裁量にゆだねておくだけの制
度は、「情報公開とは言えない」として、(1)法的に義務づけられる(2)国民に情報公開
を求める権利を保障する(3)公開の拒否に対して実効的な救済の途を確保する--ことを
情報公開制度に必要なものとしている。 
 たんに政府や自治体の側からの一方的な情報提供だけでは情報公開法、情報公開条
例がめざす国民主権の理念が達成できない。国民の側からの情報開示行使に対して政
府や自治体が、どのようなかたちで公開をしていくのかが問われている。情報公開法
の趣旨からすると、情報公開の開示を求める側が、より便利なかたちで請求手続きを
行われるような姿勢が行政の側に求められている。 
 政府や自治体に対して情報公開を求めるための条件は次のようなものである。 
 わが国の情報公開法は行政文書の開示を請求する権利について第 3 条で「何人」に
対しても与えている。情報に対して直接のかかわりない人でも請求が可能で、あるい
は日本人である必要もない。ただし、第 4条で手続きとしては請求者の「氏名、住所」
と、行政文書の名称など「特定するに足りる事項」を書面で提出することを求めてい
る12。開示請求は書面で行われることが条件であるため、書面に基づかない請求に対し
ては、政府や自治体が情報公開に応じる義務は生じない。面談や電話などで「氏名、
住所」を名乗っても情報公開法の手続きにはならない。新たな情報通信手段として急
速に普及しつつあった電子メールも、一部では書面として認められるべきだという議
論はあったものの、情報公開法制定の段階では正式な書面としての位置づけはなされ
ていなかった。 
 農林水産省が 2001年 8月に定めた「農林水産省における行政情報の電子的提供の推
進に関する実施方針」(行政情報化推進委員会決定)も、電子メールによる問い合わせを
情報公開請求の文書請求という位置づけをしていなかった。第 6 項の「国民各層との
間における双方向の情報流通の確保」の中では、「ホームページには、国民各層から
の声を受け付ける窓口を設け、所管行政に関する意見・要望等の収集を行う。なお、
国民各層から寄せられた意見・要望等を踏まえ、返答が必要なものについては、確実
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                       
v農林水産省(2003)「平成 14 年度食料・農林水産業・農山漁村に関する意向調査 農林漁家
のパソコン・インターネットの利用等に関する意向調査結果」 
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かつ責任ある返答ができる体制を整備・強化する」と、一般的な努力目標にとどめて
いた。 
 電子政府・電子自治体の推進のための行政手続オンライン化法が 2003年 2月に施行
され、行政手続のオンライン化に弾みがついた。法令に根拠を有する国民等と行政機
関との間の申請・届出等の行政手続(約 52000 手続)について、書面によることに加え、
オンラインでも可能とするための法を新たに整備(いわゆる通則法という形式)が加わ
ったvi。つまり、同法によって、原則としてすべての行政手続について、各手続の根拠
法令において書面で行うこととなっている場合に、書面によることに加えオンライン
で行うことも可能とするための特例規定を整備したもので、手続の性質によりオンラ
イン化になじまないものを法別表に列記し、例外的にオンライン化可能規定の適用を
除外した。 
 総務省によると、ホームページの掲載内容について、「メール・電子掲示板等によ
る住民との意見交換を行っている」都道府県は、44 団体(93．6％)」に達しているvii。
多くの行政機関が電子メールを住民との手段として活用し始めた。 
 
第２節 電子メールによる問い合わせへの対応 
 
第１項 情報公開内容の分類 
 インターネットに接続した機器を駆使する IT 化の 1つの側面は、デジタル化によっ
て、既存の情報記録が紙などのアナログ媒体から電子データに置き換わり、次にデジ
タル化した情報がネットワーク化によって時間と空間を超えて素早く移動、さらにモ
バイル化によってユーザーが自由にどこでも情報にアクセスできるようになることと
言える13。情報機器の発達と普及によってたんに情報がデジタル化されるだけではな
く、ネットワーク化されてユーザーにコミュニケーションツールとして利用されるこ
とによって、IT 化は「工学的分野から人文および社会科学的分野に至るまでの関心事
となってしまった」のである14。 
 IT 化はパソコンを利用したものというイメージでは語りきれなくなっている。名古
屋女子大学が 2001年 7月に実施した調査によると、「携帯電話のメール機能を利用し
ていない学生は 244 名中たったの 3名であった。この 3名も携帯電話を持っていない
のではなく、メール機能を使っていないだけであり、回答を寄せた学生全員が携帯電
話を持っている。今や、ほぼ全員と言ってよいほど、電話機能そのものの利用の他に
携帯電話でインターネットメールを使っていることが分かった15。情報通信技術の発展
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                       
vi総務省(2004)「情報通信白書平成 15 年版 PDF 版」，
http://www.johotsusintokei.soumu.go.jp/whitepaper/ja/h15/pdf/F3050000.pdf，257 
vii総務省(2001)「地方自治情報管理概要(地方公共団体における行政情報化の推進状況調査結
果)」，<http://www.soumu.go.jp/kokusai/2001/011023.html>，2008 年 1 月 25 日参照 
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がコミュニケーションのメディアの姿やイメージを変えつつある。 
 情報機器の整備や普及に押されるかたちで、大塚(2001)が指摘するように、法制度や
行政の側のオンラインへの対応が進んだ16。情報公開の手段として電子メールを活用す
る動きも広がり始めた。しかし、実際に行政情報を生み出し、蓄積し、公開するのは
人間の判断である。情報公開が実際に機能しているかどうかを確かめるためには、オ
ンライン画面の向こう側に座る行政関係者が、どのようにして実際の情報公開の作業
をこなすかについての実践的な調査が必要である。 
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表 1 行政機関における情報公開の範囲  
 義務的 任意的 
 
 
請求によるもの 
 
 
A 
･法令等に基づく証明書等の交付 
・他の法令等に基づく関係文書の
閲覧および写しの交付 
 
C 
・施設および窓□における情報提供 
・行政資料の頒布 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
請求によらないもの 
 
 
 
B 
・法令等に基づく義務的な公表 
・条例･規則の公布 
 
 
 
D 
・自主的な公表 
・オンライン情報公開 
・広報紙誌等の発行 
・行政資料の刊行・配布 
・報道機関への情報提供 
出典:「行政の情報公開は促進できるか」，島田(2000)，「IT2001なにが問題か」(岩波書店)P435
を一部加筆・変更した 
 
 島田(2000)は、行政にかかわる情報公開の範囲を 4つに分類し。たんに情報公開法や
条例などによって義務的に公開されるものだけではなく、行政が自ら任意に公開する
情報を積極的に増やすべきだとして、行政側の意識改革の必要性を説いた17。今回の研
究は島田が分類した情報の範囲として「請求によるもの」かつ「任意的」のカテゴリ
ーとなる部分 C に注目し、情報公開の対応の違いを比較するものである(表 1)。 
 情報公開の中で義務的なものに関しては、A にしろ B にしろ、当該の行政機関の意
志とはかかわりなく公開の是非や情報の内容が決まるため、行政機関そのものの情報
公開の姿勢を比較することはむずかしい。 
 したがって、任意的な情報について比較検討することによって、情報公開に対する
姿勢の違いを評価することができる。任意的で、請求によらないもの D に注目してオ
ンライン情報公開の内容を比較して評価することは可能だ。例えば、都道府県のウェ
ブサイトを対象にして独自のチェックリストによってアクセシビリティを比較した調
査がある18。ただし、アクセシビリティを比較する場合、高齢者や障害者など社会的な
弱者に対する「デジタル格差の解消」に対する対応が主目的であり、行政組織のオン
ライン情報の公開の姿勢と直接結びつくものではないことに注意する必要がある。 
第２項 先行研究 
 情報機器の普及によって行政情報の公開がどのように進んだのかについては、イン
ターネットがわが国で一般的に普及し始めた 1990 年代後半からいくつかの研究が行
われ、2000年代に入ると、行政サイドの公開体制が整い始めたこともあって、この分
野の研究は増えてくる。鈴木(2002)は D に注目し、行政情報が省庁の Webサイトから
14 
 
入手できるのかを点検を試みた19。かつて行政情報の入手やその発生、存在を把握する
ことがむずかしかったが、白書、統計情報、報道発表資料、審議会の議事録などが各
省庁の Webサイトから入手できるようになったとして、電子的に提供される情報の現
況について、各省庁の収録状況を比較した。例えば法令情報提供状況について「トッ
プページに法令データ提供システムへのリンクがある」かどうかでは、14省庁府の中
でわずか 3つ(文部科学省、経済産業省、国土交通省)の省しか対応していないことを示
し、省庁府間による公開の程度の違いを明らかにしている。各種審議会の情報につい
てもその公開状況に差があることを調べた。2002年 6月に新聞に報道された情報が各
省庁のサイトに掲載されるまでの期間についてモニタリングを試み、公表日、もしく
は翌日(新聞報道された日)に掲載を確認できたかどうかでスピーディーな情報公開に
対する取り組みの姿勢を比較している。 
 これらの研究では、情報化の進展によって、行政側が徐々にではあるが、公開内容
の充実を進めているということを示している。 
 しかし、こうした先行研究はいずれも、行政組織が義務的ではなく公開している情
報の整備状況について受動的に調査したものであり、情報を求める国民側からオンラ
インで能動的に情報公開を求めた場合の対応を調べたものはない。 
そこで本研究では調査者が同じ内容で任意的な情報に関する質問項目を設定し、複数
の行政機関に対して同じ条件で能動的に情報の公開を請求することによって、対応の
違いを詳しく分析、比較することとした。ただし、筆者が請求して入手したオンライ
ン情報そのものは、その多くが請求によらず、任意的に行政機関のウェブサイトなど
に掲載されているもの(D)が多く含まれている。行政機関の側がすでにオンラインなど
で公開されている D に、どの程度新たに情報を付け加えたのかという視点でも検討を
する。 
第３項 電子メールによる情報公開請求への対応 
 電子メールによる情報公開の請求に対して、政府や地方自治体がどのような対応を
するのかを調べるため、1999 年、2000年、2005年に複数の官庁、都道府県(2000 年か
ら)を対象にした電子メールの質問に対する回答状況の調査を行った。 
 本研究では、農業にかかわりの深い中央省庁と、農業地帯の道府県を対象にして匿
名でオンラインによる質問を送り、その反応の内容を分析することで情報公開の進行
の程度を把握することを目的として実施した。匿名にしたのは、筆者の職業(新聞記者)
を明らかにすることによって生じることが容易に想定されるバイアスを避け、広く一
般の国民を対象にした情報公開の現状の姿を調べることが理由である。 
 最初の調査は 1999年 5月 5日に、自宅の PC から 8つの中央省庁のウェブサイト問
い合わせ窓口に電子メールを送付して、その対応を比較した。「行政機関の保有する
情報の公開に関する法律」(行政公開法)が成立したのは同年 5月 7日で、わが国で初め
ての情報公開法の成立と同時期に各省庁が、どの程度電子メールの問い合わせに対応
15 
 
しているのか調べるのを目的とした。 
 山田(1999)は「難産の末、情報公開法が今国会で成立した。電子ネットワーク時代を
迎えて、国民に広く情報を公開する上で、使いやすい検索エンジンの提供がますます
重要になってきた。コンピューターによる自動的な検索エンジンと同時に、その裏側
にいるスタッフたちがどこまで情報公開の姿勢を保てるかどうかが問われることにな
る」と調査のねらいを説明している20。 
第４項 調査の手法 
 行政機関の情報公開の程度を調べるという調査の目的を説明せず、個人名、所在地
(2、3 回目のみ)を記述した上で、質問をテキストにして送信した。送信先は原則とし
て行政機関のウェブサイトのトップページか、「質問」のコーナーにあるウェブサイ
トの管理者を対象にした。中央官庁向けの 1 回目は「白書」、2 回目と 3 回目は「補
正予算」を質問項目に選んだ。いずれの官庁にも共通するテーマである。 
 第 1 回の調査の質問内容は、きわめて初歩的なものを選んだ。ウェブサイトを管理
する部局の担当者でも容易に質問を理解することができ、回答の準備に手間や時間が
かからないような内容にするよう考慮した。 
 第 2回、第 3回の調査は、メール返答の日時を厳密に記録し、同時に質問内容もそ
ろえて比較することを可能なように設計したが、第 1回の調査は初めてのものであり、
単純な構成となった。 
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2 0 0 5 年 2 0 0 0 年 1 9 9 9 年
中 央 官 庁
財 務 省 0 .0 9 4 4 4 4 0 . 4 2 7 0 8 3 5 .5 (大 蔵 省 )
農 水 省 回 答 な し * 0 . 5 1 1 1 1 1 回 答 な し
厚 生 労 働 省 0 .4 7 5 6 9 4 1 . 4 3 1 9 4 4 回 答 な し (厚 生 省 )
経 済 産 業 省 回 答 な し * 0 . 4 2 8 4 7 2 回 答 な し (通 産 省 )
総 務 省 0 .1 2 7 0 8 3 0 . 7 1 6 6 6 7 - (郵 政 省 )
環 境 省 回 答 な し * 0 . 8 1 8 7 5 - (環 境 庁 )
国 土 交 通 省 - (不 明 ) 0 . 4 0 5 5 5 6 5 .5 (国 土 庁 )
労 働 省 - 回 答 な し 1 .5
建 設 省 - 回 答 な し -
運 輸 省 - 回 答 な し 5 .5
自 治 省 - 回 答 な し -
総 理 府 - 回 答 な し -
外 務 省 回 答 な し 回 答 な し 回 答 な し
回 答 数 3 7 4
調 査 数 7 1 3 8
回 答 率 4 2 .9 0 % 5 3 .4 0 % 5 0 %
回 答 時 間 0 .2 3 0 . 6 8 4 .5
0 日 5 :3 4 0 日 1 6 :1 5 4 日 1 2 :0 0
道 府 県
北 海 道 3 .0 2 6 3 8 9 7 . 4 7 1 5 2 8
青 森 県 回 答 な し * 7 . 5 6 9 4 4 4
宮 城 県 0 .0 9 1 6 6 7 0 . 6 8 4 0 2 8
新 潟 県 1 .5 8 4 7 2 2 1 . 3 8 4 0 2 8
千 葉 県 0 .2 7 8 4 7 2 回 答 な し *
静 岡 県 回 答 な し * 4 . 6 7 4 3 0 6
愛 知 県 2 .1 7 8 4 7 2 回 答 な し
三 重 県 3 .1 5 4 1 6 7 1 . 4 6 5 2 7 8
和 歌 山 県 回 答 な し * 0 . 4 1 3 1 9 4
京 都 府 0 .3 3 7 5 1 . 5 5 9 0 2 8
兵 庫 県 0 .0 9 0 9 7 2 回 答 な し
広 島 県 0 .1 8 1 2 5 4 . 3 7 5 6 9 4
愛 媛 県 1 .2 3 4 7 2 2 0 . 5 5 1 3 8 9
高 知 県 4 .1 0 7 6 3 9 1 . 4 5 9 7 2 2
福 岡 県 1 .1 1 2 5 回 答 な し *
熊 本 県 0 .1 9 4 4 4 4 0 . 4 0 2 0 8 3
宮 崎 県 回 答 な し 7 . 5 7 4 3 0 6
回 答 数 1 3 1 3
調 査 数 1 7 1 7
回 答 率 6 6 .6 6 % 7 6 .4 7 %
平 均 値 1 .3 5 3 . 0 4
1 日 8 :2 6 3 日 1 : 0 4
合 計
回 答 数 1 6 2 0 4
調 査 数 2 4 3 0 8
回 答 率 6 6 .6 6 % 6 6 .6 6 % 5 0 ％
平 均 値 1 .1 4 2 . 2 2 4 .5
1 日 3 ： 2 1 2 日 5： 1 6 4 日 1 2 ： 0 0
表 2 　 　 　 3 回 の 調 査 の 回 答 状 況
* は 、 2 0 0 5 年 の 調 査 で 督 促 を 送 っ た 後 に 回 答 を し た 行 政 機 関 ， デ ー タ 集
計 に は 回 答 と 見 な し て い な い 。  
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■第 1回調査 
 質問項目は (1)最新の白書(年次報告書)のタイトル(2)発表日時(3)インターネット上
の情報の有無(4)入手の方法--の 4つとした。いずれも任意的な情報である。 
 アンケートを送付する省庁は、農業と縁が深いと考えられた主要な経済官庁を中心
に 8つを選んだ。農林水産省は農業の主務官庁、大蔵省(当時＝以下同じ)は財政面で農
業政策とのかかわりが深く、国土庁は国土政策を通じて農村行政にかかわり、通産省
は農業機械、化学肥料、農薬などの生産資材の製造面の監督を担当、厚生省は農村の
福祉、と畜場の衛生管理、食品安全などを担当、外務省は農業を含む通商交渉にかか
わりが深く、運輸省は農産物輸送、労働省は農村の雇用などに関係すると判断した。 
 アンケートは山田の個人メールアドレス(yamadamasaru@hotmail.com)から送信した。
山田の個人名、山田優のみ記述し、住所、所属は明らかにしなかった。 
 送付した 8つの中で、労働省、大蔵省、国土庁、運輸省の 4省庁から返答が寄せら
れた。1999年 5月 5日(水)は休日で、実質的には 6日(木)以降に担当部局が山田からの
電子メール質問を開封したものとみられる。労働省は 7日(金)に返答を寄せ、残りの 3
省庁は翌週 11日(火)に返答を寄せた。残りの 4省は最終的に返答を寄せなかった。回
答率は 50％だった。 
 回答を受け取ったと思われる日(この場合 6 日)から返答に要した日数(土曜、日曜、
休日および、回答日を除く)は、労働省の 1日が最も少なく、3省庁が 3日。平均する
と 2・5日だった。5月の連休シーズンの最中だったことを考慮すると、返答した省庁
の対応は素早いものだったと言えるだろう。 
 各省庁の回答内容は下記の通り。質問に含まれた調査項目に応じて検討した。 
▽労働省 
ウェブサイト上に「白書情報」を収録してあると説明。白書の入手方法については
具体的な書店名などを挙げている。担当者の役職名と電子メールアドレスを表示し
た。 
▽大蔵省 
大蔵省には白書がない。したがって 4 つの質問項目いずれも答えられないのは当然
である。情報によっては提供できるものがあるとして、相談窓口を明示したのは、
積極的な情報提供の姿勢を感じさせる。 
▽国土庁 
同庁が発行する白書には 5 つあると回答。タイトルを列挙した上で、予定を含めて
公表時期を説明している。ただし、質問に含まれるインターネット上で情報を公開
しているかどうかには触れていない。入手が可能な書店名を挙げている。 
▽運輸省 
自らの氏名、役職を名乗った上でタイトル、公表時期、インターネット上の公開情
報について入手方法について詳しく回答している。すべての質問にていねいに回答
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した。 
 以上の官庁に対する調査は、民間の検索エンジンがどの程度農業関連の語句から情
報を拾い集められるかという調査の一環として実施したもので、電子メールによる行
政機関の情報公開の度合いを調べるのが主な目的ではなかった。しかし、情報公開法
の成立直後にもかかわらず、簡単な質問にもかかわらず半数が返答をしなかった点は、
国民に対する情報提供意識が十分に高まっていなかったことを示した21。 
■第 2、3回調査 
 第 2、3 回調査は、第 1 回と同様と思われる内容の質問を 7 つの中央省庁、17 の道
府県を対象に選び、電子メールで送信し、その回答状況を調べることで行政機関の情
報公開、提供の姿勢の変化をより正確に読み取ろうとしたものである。回答書を発送
した時間を調べ、その変化も探った。 
 第 2回は 2000 年 12月 10日(日)に 12の中央省庁と 17の道府県にそれぞれ質問状を
電子メールで送りつけ、回答を求めた。第 3回は 2005年 1月 30日(日)に 8省庁と同じ
17 道府県を対象に、同様の方法で質問状を送りつけた。第 2回の調査のうち、総理府、
労働、建設、自治の 4省分は 2001年 1月 6日の省庁再編の対象となったため、統合先
を対象にした。海外農業省の調査は行わなかった。どちらも日曜日の夕方に電子メー
ルを発送したため、翌日月曜日の勤務開始と同時にメールを読める状態にあったもの
とみなした。 
第 2回、第 3回で調査対象とした省庁の選定の基準は、第 1回と同じく農業、農村と
比較的かかわりの深いとみられるものを対象にした。道府県は、農業生産が比較的大
きいと思われるところを中心に、著者の判断で地域的なバランスを取って選定した。 
 省庁や道府県のホームページ(HP)で問い合わせ先としたのは、ウェブサイト管理担
当である広報課、情報課などのメールアドレスとした。いずれもホームページもしく
はそれに準じるサイト上に「問い合わせ」「意見募集」を明示してあり、すべて「mailto:」
によって自動的にメールソフトが起動するか、ウェブ上で文字を入力することによっ
て問い合わせや情報を送信できるものを対象にした。 
 こうしたアドレスは省庁、地方自治体が外部に向かって情報の問い合わせ窓口とし
てＨＰに公開しているものであり、明らかないやがらせや迷惑メールでない限り、返
答の必要があるものと考えられた。 
 道府県の問い合わせ先については、農政部局のウェブサイトではなく、道府県全体
のＨＰを運営している部局(以下情報担当部局)を対象にした。情報担当部局が農政にか
かわる質問をきちんと理解し、ウェブサイト上に情報があるかどうかをチェックし、
電話での詳しい質問に応対できる担当者を紹介することを求めた。 
第５項 第 2 回、第 3 回の質問の構成 
質問の基本的な構成はいずれも共通している。 
最初に自分が求めている情報の内容を説明。その上で、当該のウェブサイト上に目
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的とする情報があるのかどうか、あるとすればどこにあるのか、最後に詳しい情報を
電話で得るための情報を求めた。 
1)求める情報の概要を説明 
2)ウェブサイト上の情報のありか(望ましい答えは当該の情報のサイトアドレス) 
3)電話でつながる詳しい担当者の連絡先 (望ましい答えは当該部署の電話番号) 
 つまり、電子メール調査は 2 つの異なった回答を求めたものである。いずれも特別
な農政上の知識がなくても答えられる初歩的な質問で、きわめて簡易な内容である。
電子メールによる質問を受けた担当者による知識の差が回答に必要な時間に影響を与
えないように配慮した。それぞれに対する回答具合を評価した。ただし、電子メール
は、その構造上、確実に相手側に到着するという保証がされていないため、省庁、道
府県側が質問を受け取らなかった可能性がわずかにあることは注意する必要がある。
実際、国土交通省の担当窓口は、2005 年調査に関連し、電話での聞き取りに対して、
「受け取ったことが確認できなかった」と回答した。 
 質問内容は中央省庁に対しては、当該年度の補正予算にかかわる情報を求めるもの
で、道府県に対しては、2000 年が、新しい農業基本法(食料・農業・農村基本法)に連
動した道府県の検討状況、2005 年が農業の担い手の育成に関する検討状況を尋ねた。 
 
▽2000年の中央官庁への質問 
貴省に関連した平成 12年度補正予算の内容を調べたいと思っています。インターネ
ットサイトでどこを探せばよいのでしょうか。また、全体の特徴点など内容につい
て電話で相談するとしたら、どなたに連絡を取ればよいでしょうか。お忙しい中申
し訳ありませんが、お知らせ願います。山田優(千葉市在住) 
 
▽2000年の道府県への質問 
前略。新しい農業基本法が施行されましたが、貴県(道府県ごとに固有名に変更)ではど
のような対応をしているのかを調べたいと思います。インターネットのサイトでこ
の情報は探せるでしょうか。また、電話で相談するとしたら、どなたに連絡を取れ
ばよいでしょうか。お忙しい中申し訳ありませんが、お知らせ願います。山田優(千
葉市在住) 
 
▽2005年の中央省庁への質問 
前略。貴省に関連した平成 16年度補正予算の内容を調べたいと思っています。インタ
ーネットサイトでどこを探せばよいでしょうか。また、全体の特徴点など内容につ
いて電話で相談するとしたら、どなたに連絡を取ればよいのでしょうか。お忙しい
中、申し訳ありませんがお知らせ願います。 山田優(千葉市在住) 
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▽2005年の都道府県への質問 
前略。政府は食料・農業・農村基本計画の見直しを行っており、その中で農業の担い
手をどのように定義するのかが議論になっています。貴県(道府県ごとに固有名に変
更)ではこうした農業の担い手のあり方についてどのような議論をされているのか
を調べたいと思います。インターネットのサイトでこの情報は探せるでしょうか。
また、電話で相談するとしたら、どなたに連絡を取ればよいでしょうか。お忙しい
中、申し訳ありませんがお知らせ願います。 山田優(千葉市在住) 
第６項 回答状況 
2005 年調査は回答のないところを対象に督促した。2000 年調査との比較をするた
め、集計の際には、督促後に回答を寄せたものも回答無しと同様の扱いとした。また、
電話で回答を寄せたものも回答無しとした。 
2005 年調査の国土交通省は、「調査したが、当該の質問状を受け取っていない」と
の返事が寄せられたため、集計からはずした。 
 表 2に回答状況を示す。表中の値は回答に要した時間である。 
中央省庁の回答状況は、2001 年に統合再編があったため、同一の省庁が対象ではな
いが、99 年が 50％、2000 年が 53.4％、2005 年が 42.9%で、中央省庁が電子メールに
よる問い合わせに対して、回答を行う体制があまり整備されていないことをうかがわ
せる。外務省が 3回の問い合わせに対して 1度も回答を寄せなかったことも特徴的で
ある。 
2005 年の返信は 3省庁、13道府県だった。2000年の 7省庁、13道府県よりも 4減
った。主に中央省庁再編の影響が大きい。回答率は同じだが、前者の回答までの時間
は 1日 3時間 21分、後者は 2日 5時間 16分で、1日以上短くなった。 
2005 年は回答を 1週間以上寄せないところを対象に、督促のメールを送付した。外務
省、国土交通省と宮崎県のみが督促にもかかわらず返答を寄せなかった。 
回答率は 1999年(中央官庁のみ)が 50％で、2000 年、2005年は共に 66.66％だった。
一介の国民からの電子メールによる質問に対して「3 分の 2 が回答を寄せている」と
肯定的に評価するか、「3 分の 1 が答えていない」と見るか、意見がわかれるところ
だろう。 
しかし、日本の多くの官庁では政策策定の際に政策の透明化と国民の声を反映させ
るために、政府はパブリックコメント(国民からの意見聴取)を行っており、届けられた
意見は、整理され政策審議会へ提出される仕組みがある22。より多くの国民の声や疑問
に応じる政府の義務を重く見れば、66％の回答率は不十分と判断せざるを得ない。 
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第３節 回答の分析 
第１項 電子メールによる質問への回答の分析 
 2000 年と 2005 年の調査を対象にして、年ごと、行政機関ごとの比較を数値で行う
ため、回答内容を下記の項目ごとに点数化した、合計で最高が 100 点になるようにし
た、 
1)回答に要した時間(20点) 
回答に必要とした日時を最高で 20ポイントで計算した。短い時間で回答するほど点
数は高く、7日目で 0になるように調整した。マイクロソフトエクセルの TIMEVALU
関数を利用し、回答発生日の午前 0時を 0として午後 23時 59分を 0．999305556 とし
た。この値に回答までに要した日数を足して回答時間値(t)を求めた。 
回答時間値(t) 
t<7------20*(7-t)/7 
t>7---------0 
2)分量点 
回答は、連絡先、あいさつなど明らかにテンプレートで入力された文字と見られる
部分を削除し新たに記述したと見られる字数(n)を計算し、最高で 20ポイントとした。 
(最高字数である 2000年の広島県の回答 884文字を最高の 20ポイントとし、字数に応
じてポイントを計算した。これはすでに公開されている情報 Dを転記するだけよりも、
請求者に対して新たに情報を付け加えるという作業をしたことを評価したものだ) 
n=884--------20 
0<n<884-----20*n/884 
n=0----------0 
3)常識点(20点) 
電子メールであっても、一般の手紙と同じような最低限の丁寧さ、内容が求められ
る。下記の基準で採点した。 
相手先の名前(山田)を記入してある=5点 
メールを書いた担当の部署名または名前を記入してある＝5点 
同連絡先を記入(電話またはメールまたは住所)してある＝5点 
文章の丁寧さ＝5点 
4)内容点 1(20点) 
質問内容は、前記の通り、2 つの部分から成り立つ。最初の質問は情報がネット上
のどこにあるのかを尋ねたもので、質問を理解した上でそのサイト上の場所を説明し
ている場合は 10点、さらにサイトのアドレスを記述してある場合は 10点を加算した。 
5)内容点 2(20点) 
後半の質問は電話、メール手紙で情報を聞く場合の窓口を尋ねたもの。窓口のみを
記入した場合は 10点、電話番号、メールアドレス、直通電話、内線番号のいずれかを
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書いたものはさらに 10点を加えた。 
内容については下記の 3 つの指標で回答を格付けした。ポイントの配分は、電子メ
ールの質問内容にきちんと回答しているかを最重点(60 ポイント)とした。回答のスピ
ードと回答の分量はそれぞれ最高の回答を 20ポイントとし、合計で 100ポイントとな
るように設定した。 
なお、回答を寄せたメールアドレスと回答内容から、当該の返事が行政機関のウェ
ブサイト管理担当者(A)か、質問内容にかかわる現局の担当者(B)かを判断した。採点
とは全くかかわらない。  
23 
 
 
表 3 行政機関への電子メールによる質問への回答状況 
 2005 年(督促分を 0と換算)    2000 年       
行政機関 時間 窓口  分量 常識 内容 1 内容 2 総合 時間 
窓
口  分量 常識 内容 1 内容 2 総合 
財務省(大蔵省) 19.73 A 9.16 15 20 20 83.89 18.78 A 5.41 10 20 0 54.19 
農水省 0  0 0 0 0 0 18.54 A 3.87 20 10 0 52.41 
厚生労働省(厚生
省) 18.64 B 4.41 15 20 20 78.05 15.91 A 6.63 5 0 0 27.54 
経済産業省(通産
省) 0  0 0 0 0 0 18.78 A 5.29 10 20 20 74.07 
総務省(郵政省) 19.64 B 6.22 20 20 20 85.86 17.95 A 8.64 10 20 20 76.59 
環境省(環境庁) 0  0 0 0 0 0 17.66 A 3.14 5 10 20 55.8 
国土交通省(国土
庁) - - - - - - - 18.84 A 5.07 15 0 10 48.91 
外務省 0 0 0 0 0 0 0 0 - 0 0 0 0 0 
労働省 - - - - - - - 0 - 0 0 0 0 0 
建設省 - - - - - - - 0 - 0 0 0 0 0 
運輸省 - - - - - - - 0 - 0 0 0 0 0 
自治省 - - - - - - - 0 - 0 0 0 0 0 
総理府 - - - - - - - 0 - 0 0 0 0 0 
                  
北海道 11.35 B 14.64 20 0 20 65.99 0 A 0 10 10 20 40 
青森県 0  0 0 0 0 0 0 A 13.73 15 10 20 58.73 
宮城県 19.74 B 5.05 20 0 20 64.79 18.05 B 4.41 0 0 20 42.46 
新潟県 15.47 B 10.88 20 0 20 66.35 16.05 B 12.1 20 20 20 88.15 
千葉県 19.2 A 2.96 20 0 20 62.16 0  0 0 0 0 0 
静岡県 0  0 0 0 0 0 6.64 B 12.83 15 20 20 74.47 
愛知県 13.78 B 8.91 10 10 20 62.69 0  0 0 0 0 0 
三重県 10.99 B 6.97 20 0 20 57.96 15.81 B 2.08 10 0 20 47.89 
和歌山県 0  0 0 0 0 0 18.82 B 4.03 15 0 20 57.85 
京都府 19.04 A 7.35 20 20 20 86.39 15.55 A 7.96 20 20 20 83.51 
兵庫県 19.74 A 8.57 20 20 10 78.31 0  0 0 0 0 0 
広島県 19.48 B 3.35 20 0 20 62.83 7.5 B 20 20 10 20 77.5 
愛媛県 16.47 B 10.07 20 0 20 66.54 18.42 A 2.99 20 0 20 61.41 
高知県 8.26 B 3.6 20 0 20 51.86 15.83 B 9.23 20 20 20 85.06 
福岡県 16.82 B 13.21 15 10 20 75.03 0  0 0 0 0 0 
熊本県 19.44 A 6.06 10 20 20 75.5 18.85 A 4.77 15 0 20 58.62 
宮崎県 0  0 0 0 0 0 0 B 7.35 15 0 20 42.35 
中央官庁 8.29   2.83 7.14 8.57 8.57 35.4 9.03   2.72 5.36 5.71 5 27.82 
府県 12.34  5.98 13.82 4.71 14.71 51.55 8.91  5.97 11.47 6.47 15.29 48.12 
総合 11.16   5.06 11.88 5.83 12.92 46.84 9.27   4.65 9 6.33 11 40.25 
                              
督促後に回答があったものはすべて点数をゼロとして換算。2005 年の国土交通省の場合はカウントしなかった 
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第２項 2005 年と 2000 年の比較検討 
 中央官庁、道府県の双方とも、総合点が増加した。項目別には、質問した情報のあ
りかを尋ねた「内容点 1」を除いてすべての項目で点数が向上した。電子メールによ
る情報の問い合わせに対して、5年間の間に明らかに進歩が見られたと言えるだろう。 
 また、回答を寄せた窓口のうち、当該回答窓口 Aと B の比率を調べると、B(質問内
容にかかわる現局)からの割合が 2000年の 40％から、2005年の 69％にアップしている。
電子メールによる質問を、ウェブサイト管理窓口ではなくいったん、現局に回付した
上で回答をする傾向が強まってきたことをうかがわせる(表 3)。 
 今回の調査の中で、最大の特徴は中央官庁の電子メールへの対応の遅れである。 
 回答を寄せた割合(回答率)では、2000年、2005 年とも都府県を 20ポイント以上下回
った。 
内容の面でも中央官庁は総合点では 2000 年で 20 ポイント、2005 年では 15 ポイン
ト以上、道府県の点数を下回っている。国民に対してより身近な場所にいる都道府県
の方が、回答に熱心だったと考えられるが、ミレニアム・プロジェクトを掲げて情報
化社会に対応した電子政府を目指す日本政府のかけ声は、実際の対応面では浸透が遅
れていることが分かった。 
 
第４節 小括 
 
第１項 農水省への聞き取り調査 
 農林水産業にかかわる行政機関が電子メールに対してどのように対応しているのか
を、農林水産省の官房情報課の担当者 K、M氏に 2005年 5月、聞き取り調査した。以
下に概要を示す。要約すると、農水省のウェブサイト運営担当部局は、5 人で構成さ
れている。電子メールによる問い合わせ件数は毎日約 20。電子メールによる問い合わ
せについて、自ら回答するのではなく、問い合わせ内容に応じた部署に情報を渡し、
質問者に回答することを促す。たんに言葉の上で促すのではなくて、システム上、回
答したかどうかを情報課がチェックすることができる仕組みだ。回答が遅れた場合、
督促をする。月、部署ごとの回答率も調べている。2005年 1月の山田の質問に対して
農水省からは 1 週間以内に回答がなされなかったが、以上のチェックシステムの存在
から、その後の定期的な状況調査によって回答を督促できた可能性が高いと農水省の
情報課では説明した。 
 回答する内容については、担当部署名を明らかにしないと、回答を送れないような
仕組みになっている。また、文章についての特段のマニュアルはないが、聞き取り調
査実施直前に『ずばり伝わる政策情報の手引き』を 1 万部作成して同省内で配布する
など、分かりやすい文章の作成ができるように努力していると説明した。 
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インタビューの回答内容の概要を紹介する。 
 農水省のウェブは官房の全体を担当する部分と，各局の部分があり，2 本立てにな
っている。体制は情報課の交流班 5人が担当し，係長が担当責任者。 
交流班の仕事は▽政府公報▽農水省ウェブ・ホームページの窓口管理▽メールマガジ
ンの 3つ。 
平均で 1日当たり 20件の問い合わせ，ウェブ全体では年間に 5000 件程度の問い合わ
せがウェブを通じてくる。ただし，これは農水省のウェブ直接の分で，それ以外に政
府全体の問い合わせ窓口の分が同じぐらいある。 
月によって変動は大きい。例えば，BSE や鳥インフルエンザ，捕鯨，花粉の時期の
杉林の件などがメディアで報道されると一時的に異常なほどにメールが集中すること
がある。例えば，捕鯨の問題で同じような内容の英文メールが一度期に大量に寄せら
れることがあった。 
農林水産省は国民生活と密着しているため，他省庁に比べて多くの問い合わせがあ
ると思う。 
農水省は情報公開に積極的に取り組んでいる。ウェブの運営についてはプレスリリ
ースなどの報道資料を即日公表するなど透明性を出すように努力している。 
①返答のマニュアル 
ウェブに寄せられた質問の中で，明らかな意見や個人に対する誹謗をのぞいたもの
は，すべて質問者に返事を出す。ただし，情報課交流班は回答を出さない。すべて当
該の担当窓口に質問を回す。質問を回付したと同時にデータが記録され，回付先がい
つ回答を送ったのかをチェックできる。回答を送らなかった際には，1週間ごとに「督
促」が送られる仕組みで，毎月，交流班で部局ごとの返答率をチェックし，部局に提
示し，改善を求めている。原則すべての回答が送られている。 
②返答のテンプレート 
回答者の「役職名」は必ず入れる。入れないと回答を遅れないようなテンプレート
の仕組みになっている。 
しかし，「氏名」および「連絡先」は任意。農水省は個人ではなく役職で仕事を行っ
ており，個人名を出すことは強制しない。役職がはっきりすれば責任の在処も分かる
し，代表電話で呼び出してもらうことも可能だ。 
相手の名前を書くとか，ですます調にしろと言うようなマニュアルはない。 
③電子メールによる問い合わせに関する基本的な考え方 
速やかに返答を出す。当該の部署が対応する。 
情報課は窓口としてメールによる返答を出したかどうかをチェックする。 
④問題点 
国民の関心のある事項に，当然のことながらメールが多く来る。例えば BSE であり，
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花粉症であり，鳥インフルエンザ。しかし，関心があるときには当該の部署は忙しい。
そんなときに電子メールに個別に答えてくれと言うのは，厳しいかもしれない。しか
し，窓口としては「とにかく早く返答してくれ」と言うしかない。負担はあるだろう。
国会議員が個人名でメールしてきたりすることもある。 
⑤背景 
農水省は 2001 年 9 月の BSE 発見直後に国民からたいへんな批判をもらった。ファ
クシミリがうまく届かなかったり，情報がさくそうしたりした。そうした批判を受け
て，農水省はほかの官庁よりも機敏にならざるを得なかったところがある。 
⑥作業 
1日 1回ということではなく継続的にメールをチェックして作業する。 
⑦読みやすい工夫 
『ずばり伝わる政策情報の手引き』を 1万部作成した。農水省全体の職員 3万人の
3 人に 1人の割合。新人職員に対しては研修会を開いた。 
⑧情報公開窓口 
文書で情報公開を求めるときには農水省 1 階にある文書課の「情報公開」窓口が受
付を行い，当該課に連絡して情報を得て，請求者に応対する。電子メールの場合窓口
は情報課だが，その後は基本的に当該課の担当者が応対を行う。繰り返しのメール応
答が続く場合もあり，負担となる。なお，苦情処理は官房総務課の広報担当が行う。 
第２項 小括 
 本稿は、行政機関が電子メールによる一般国民の情報問い合わせに対してどのよう
に対応するかを 3回にわたって実施した覆面調査の結果を分析したものである。 
回答率については向上している。また、回答に要する時間も確実に短くなった。質
問に対して回答までの時間や回答内容などを独自に計算し比較した結果、2005 年は
2000 年よりも点数が高くなった。3 回の調査を通じて、行政機関が外部からの問い合
わせに対して情報公開の姿勢が少しずつ高まっていると判断できる。ただし、問い合
わせに対して何の回答も寄せない組織があるなど問題も残る。 
 農林水産省への聞き取りによると、電子メールによる問い合わせへの対応について、
より改善をするための作業が進んでいる。実際の回答窓口は、当該の現局が担当する
が、質問者への回答状況などを情報担当窓口が一元的に把握できるほか、自らの部署
名を記入しないと回答できないようなシステムが導入されるなど、担当者の誠意に任
せるのではなく、きちんとした回答を導き出す仕組みが整いつつあることが分かった。
こうした説明通りの内容が同省全体に浸透すれば、回答時間が早まり、自らの部署名
が必ず明記されることが担保されることになる。同省への聞き取りによると、政府(中
央官庁)全体に同様のシステム整備を急いでいるという。そうであれば今回の調査に用
いた採点方法の点数を押し上げる効果が期待できるだろう。 
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第３章 農政課題と情報公開 
 
第１節 ウルグアイ・ラウンド農業交渉と報道 
 
第１項 はじめに 
 現在の世界各国の農業政策は、1995 年 1 月に発効した WTO 農業協定を踏まえた展
開の過程をたどっている 。先進国の一員として日本は農業保護の削減を求められ、そ
の後のわが国の農政は、基本的に WTO の枠組みに沿って手直しを進められてきた。
ウルグアイの保養地プンタ・デル・エステで 1986 年に開始宣言されたウルグアイ・ラ
ウンド(多角的貿易交渉、UR)は、1990年代に入って農業分野の交渉が本格化し、米欧
を中心とする激しい国益のぶつかり合いの結果、原則関税化による輸出入機会の改善、
国内保護の削減、輸出補助金の削減を柱とする WTO 農業協定を生み出した。WTO ド
ーハ・ラウンドの農業交渉は保護削減の基準となるモダリティーの水準をめぐって数
度の断続的な進展が繰り返され、2008年 2月の段階では決着の見通しが立っていない
viii。先進国と途上国、さらにそれぞれのグループの中でも利害が対立し、交渉打開の
方向が不透明だ。 
 わが国の農業経営にとって大きな影響力を与えることになる UR 交渉は、国内のメ
ディアも多くの報道をしたが、あまりにもわが国のコメ市場の開放問題に焦点が当て
られたことによって、国際的な構図を含めてその全体像が正しく国民に伝わらなかっ
た弱点があった。また、日本政府内にも、コメ市場開放に対する強い政治的な圧力の
中で、交渉の進行状況を正しく国民に開示することをためらう傾向が強かった。結局、
交渉の途中経過がほとんど明らかにならないまま、細川政権が 93年末にコメ市場開放
を含む合意案の受け入れを決めた。 
 この間、各メディアがそれぞれの媒体で UR 交渉などを報じたが、掲載されたのが
多様なメディアで、しかも長期間にわたっているため、それらを拾い上げて体系的に
まとめ、論評を加えた研究はない。一方、1956 年に創立された農政ジャーナリストの
会は、2007年、創立 50周年の記念誌を発行し、その中で 10年ごとの農政のトピック
を整理してまとめた 。同会が季刊で発行してきた「日本農業の動き」の中から、その
時代の農業報道を評論したもので、同時に研究会の場に招いた政治家、官僚、学者な
どの発言も収録してある。同誌は 163号まで発刊されている(2008年 5月時点)。 
 そこで、1990年代以降の「日本農業の動き」を中心に UR 交渉、コメ政策の転換、
食品安全など主要な農政に関するメディア報道の動きを取り上げて、農業報道が果た
した役割や情報公開の課題を検証した。同誌の記事をつなぎ合わせるかたちで農業報
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                       
viii日本農業新聞「農政ウォッチ」2008 年 2 月 16 日付 
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道の動きを紹介するため、本章の引用は、できるだけ章末ではなく本文中に収録した。 
 
第２項 ウルグアイ・ラウンド交渉の決着 
 1990年代のわが国の農業政策を貫くキーワードとなったのは、農産物の貿易自由化
に代表される規制緩和だった。経営規模が小さく、コストが高い日本の農業にとって、
貿易の自由化の影響は大きい。しかし、この 10年間、「自由化」の波が、わが国の農
業の分野だけをねらい打ちしたというわけではない。 
 毎日新聞社の「20世紀年表」によると、1990年代のニュースの幕開けは、1月 1日
の「ユーゴで通貨 1万分の 1にデノミ実施。労働者の自主管理を放棄、資本主義経済
へ転換」だった。この年、エリツィンがロシア共和国最高会議議長になり、東西ドイ
ツが統一された。1990 年代はソ連を頂点とする旧東側の体制崩壊が加速し、代わって
国際経済の場で、市場原理、新自由主義を旗頭にした新古典派が勢力を伸ばす。「規
制緩和」「自由化」こそが社会発展のカギを握る。唯一の超大国となった米国発の「グ
ローバル・スタンダード(国際標準)」の影響が国際経済、社会、政治の中に流れ込んだ
10 年だった。 
 農水省の国際部長などを務めた遠藤保雄 FAO 日本事務所長は、次のように 1990 年
代の農業交渉を取り巻く基調を描いた。 
 「農業・食料分野において、ウルグアイ・ラウンド農業合意の実施、米国・EU・日
本の農政改革の実施、さらにはグローバル・ベースでの農産物貿易上の連携の強まり
を通じ、1990年代において国際農産物市場においても、あらゆる部門で『市場経済主
義』が一層浸透する流れが形成され、穀物・油糧種子を中心に米国農業の国際農産物
市場での優位性が顕著になった」 
 わが国にとって、さまざまな農業貿易交渉の中で象徴的な品目となってきた牛肉と
オレンジは、1991 年 4 月に輸入が自由化された。自由化で彩られる 1990 年代の幕開
けを象徴した。一方、1993 年に事実上決着する関税貿易一般協定(GATT)の多角的貿易
交渉(ウルグアイ・ラウンド＝UR)は、米国と日本が呼びかけ、欧州連合(EU)が参加を
表明して 1986年にスタートしていた。東京ラウンドなどを通じて貿易の自由化を進め
てきた GATT は、経済の自由を至上命題とした新古典派の躍進を追い風に、UR で野
心的な合意づくりを行うことをめざしていた。 
 UR 農業交渉全体を貫く最大のテーマは、当時米国と EU の間で深刻さを増していた
農産物輸出補助金をつぎ込んだ輸出競争の是正にあった。 
 世界貿易機関(WTO)のパネル裁定を、「人食いワニ」に例えるなど、軽妙なタッチ
で連載解説「WTO からみる国際社会とのつきあい方」を月刊誌「外交ジャーナル」で
続けた鈴木庸一在米国ボストン総領事(前外務省経済局審議官)は、「WTO 農業交渉の
本質」を 2006年 4月号で次のように表現する。 
 「米国やその他の農産物輸出国は、EC の農産物に国際市場でのシェアを奪われた。
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これに対抗するために、補助金競争をすることも考えられたが、米国にとっても、そ
れ以上に途上国にとっても、そのための財政的支出は耐えがたく、取れる選択肢では
なかった。そこで国際的にルールを決めて EC の動きを規制しようとした。これが農
業交渉の始まりである」 
 先進国の農産物過剰が深刻な 1980 年代から 1990 年代にかけて、中近東や南米など
の輸出市場をめぐる欧州と米国の衝突が続いていた。輸出補助金や輸出信用供与、援
助などが入り乱れた競争は、欧米の間で消耗戦に突入しようとしていた。ウルグアイ
・ラウンド農業交渉の本質は、まさに欧米を軸とした農産物輸出競争の歯止めづくり
に根ざしていた。 
第３項 コメ市場開放に報道の焦点 
 しかし、わが国の一般メディアはもちろん、専門メディアも含めてわが国の報道の
焦点は日本のコメ市場の開放が行われるかどうかに軸足が置かれた。事実上、日本が
農産物輸出競争と無縁であったこと、牛肉などの主要な品目で自由化が進み、農産物
で残っていたコメに注目が集まりやすい構図ができあがっていたからだ。 
 「1粒たりともコメは入れない」 
 という「原則」が例外なき関税化を原則とした UR 農業交渉で崩れるのかどうかが、
最大の焦点とされた。実際には、小規模ながらほぼ毎年、わが国は泡盛原料向けなど
にコメを輸入してきたのだが、「1 粒」を入れるかどうかをめぐって激しい報道合戦
が続いた。農業団体も「絶対反対」を主張した。 
 当時、農水省事務次官として国内で決着までの陣頭指揮をとった京谷昭夫は、UR 農
業交渉が決着後、農政ジャーナリストの会の研究会で、コメ偏重報道に対してはっき
りとした不満を口にした。 
 「日本におけるウルグアイ・ラウンド交渉をめぐる論議は、農業交渉だけではない
が、事と次第によるとコメだけではないか、と思えるような取りあげ方で、私どもは
内心いかがかと思うような局面が多々あった」(「激動する日本のコメ」＝日本農業の
動き 109号) 
 洪水のような「1粒」報道の中、不十分ながら、農政ジャーナリストの会は、UR 農
業交渉全体の本質が、コメの市場開放だけではないことを指摘していた。 
 会長の古野雅美(共同通信)は会の共同取材団を引き連れ 1991年 9月 20日に、ブリュ
ッセルの欧州委員会(EC)本部を訪ね、マクシャリー農業担当委員と会見した。UR 交渉
全体の構図を理解する上で、EC 取材が欠かせないと判断したからだ。ちなみに 3年前
の 1988年には米国に共同取材をしていた。農政ジャーナリストの会は、米国と欧州を
海外共同取材の対象とすることで、UR 農業交渉の本質的な枠組みの分析に踏み込もう
と努力していたことがうかがえる。 
 欧州取材を終えて、古野は同誌の中でさらに指摘した。 
 「ウルグアイ・ラウンド農業交渉の難航はアメリカと EC の対立が根本にあり、EC
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が交渉進展のカギを握っているとも言えるから、EC の農業部門を統括するマクシャリ
ー委員に率直な意見を聞くのは、われわれ取材団の大きな目的の 1つであった」(「EC
農業は何をめざす」＝日本農業の動き 99号) 
 農政ジャーナリストの会は、1990年 6月に世界のジャーナリストを招いて「国際農
業ジャーナリスト・フォーラム」を大阪で開き、同委員を日本に招いて講演する予定
だった。直前になって都合がつかず、ビデオ演説になったため、日本から押しかけて
話を聞くというのが狙いだった。 
 「時間が限られていたので、われわれの質問は、ウルグアイ・ラウンド農業交渉で
大きな焦点になって関税化についての EC の態度、日本政府の主張に対する意見、マ
クシャリー委員が 7月に提案した EC 共通農業政策(CAP)改革案の行方などに絞った。
いずれの問題についてもマクシャリー委員は歯に衣を着せず、ずばりと答えてくれた。
とくに関税化を採用する場合には例外措置が一切認められないこと、ミニマムアクセ
スは最低限必要であることを強調したのが印象的であった。日本の主張がガットの場
で極めて厳しい立場にあること思い知らされた」(同上) 
 欧州共同取材に参加した NHK の中村靖彦も、「なぜ、いま EC 農業か？」と同じ
99 号で問いかけた。 
 「アムステルダムの日本料理店のカウンターで、偶然私の隣に座ったオランダ人が
話かけてきた。彼は科学技術庁の特別研究員を委嘱されて、しばしば日本に行くが、
ヨーロッパ情報の少なさに驚くと言った。『新聞もテレビもアメリカ情報ばかり目立
ちますね。やっぱり日本はアメリカ圏なのかな？』。私たちは日頃気がつかないでい
るが、実際そうなのだろう。難航するガット・農業交渉でアメリと対立する EC の姿
勢は、表面的には伝えられているが、微妙なところは必ずしもよく分からない」(同上) 
 日本の読者や視聴者の関心は「コメ」の市場開放の行方にあったのはたしかだ。輸
出補助金や農業外の知的所有権をめぐる交渉よりも、コメ交渉の方がはるかに分かり
やすいため報道の多くが「コメ 1 粒」に集中したという側面もあった。しかし、こう
した一連の日本農業の動きの記事は、米欧を軸にした輸出補助金の削減のあり方を決
めるという UR 農業交渉の本質に迫らない限り、全体像を理解することはできないと
いう農業の専門ジャーナリストとしてのこだわりがあったことを示している。  
第４項 国内反発で水面下の交渉 
 UR 農業交渉、とくにコメの市場開放の部分の多くは水面下で進められた。コメ市場
開放に対して国内的に強い反発があるため、政府と与党が 1993 年末の合意まで、交渉
を極力水面下で進めようとしたためだ。多少、1980年代に食い込む部分もあるが、UR
農業交渉の概要を振り返ってみよう。 
 1986年 9月のプンタ・デル・エステ宣言で始まった UR は 1990年の合意を目指して
いたが、農業分野で本格的な交渉に入ったのは 1990 年直前になってからだ。 
 1989年 4月の中間合意からの UR 農業交渉の動きを、農業共済新聞の伊藤和幸の報
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告(「揺れ動く農産物交渉」＝日本農業の動き 102号)から簡単に整理しよう。 
 「中間合意後の交渉は、夏休み明けの 9月から本格化した。米国は 10月の会合で『す
べての非関税障壁を関税化し、関税率を 10年間でゼロ、または大幅に引き下げる』と
する関税化を提案。この米国提案には日本だけではなく、EC なども『非現実的』と当
初は強く反発した。(中略)一方、日本はこの時点では、まだ関税化に対して『問題点が
多すぎ、議論の土俵には乗れない』とし、『基礎的な食料については国内の生産水準
を維持する』という食料安全保障の考え方を主張した。だが、このような 89年末まで
の各国の再提案を終えた頃から、UR の議論は、関税化を中心に進められていくことに
なる。日本も、当初の『議論の土俵には乗れない』から『関税化は認められないが議
論には応じる』、さらに、『関税化では基礎的食料やガット規定 11 条 2 項Ｃ(輸入数
量制限禁止の例外規定)を例外とする』に、交渉のポジションを変えた」 
 1990年、農業交渉グループのドゼウ議長が妥協案として、農業保護削減の度合いを
AMS(保護の総合的計量手段)ベースで計算すること、市場障壁の原則関税化、輸出補
助金の大幅な削減を打ち出し、翌 1991年末に、具体的な数値を盛り込んだダンケル議
長による合意案が提示された。 
 農業の分野で包括的な関税化を義務づけ、輸入がほとんど行われていない品目につ
いては、裁定輸入機会の提供(ミニマムアクセス＝MA)の考え方も導入した。この案に
基づけば、ミニマムアクセス導入によって日本のコメ輸入は避けられない。日本や韓
国、スイス、北欧などの国々が反対の立場を表明したものの、UR の農業交渉グループ
の流れは、明らかに関税化へと加速した。 
 農政ジャーナリストの会が 1992 年 6 月 16日に開いた UR 農業交渉の研究会の総括
討議で、日本農業新聞の細谷章はドンケル議長提案を次のように批判した。 
 「ドンケル最終合意案は 1991年 12月 20日に示された。これはすべての農産物の国
境措置は関税化し、関税化は内外価格差を前提とするという考え方である。(中略)それ
がなぜ問題なのか。第 1 点は、ウルグアイ・ラウンドがスタートした時点での最大の
問題は輸出補助金だった。アメリカと EC の輸出補助金の支出によって国際市場での
価格が低落、それに伴ってアメリカでは農業不況が起き、EC では大変な財政負担とな
り、EC 全体の予算を圧迫した。そこで輸出補助金をなんとか解決しようということか
ら始まったのが UR なのに、輸出補助金については撤廃ということを言わずに削減と
言っている。その削減も、数量で 24％、財政で 36％にとどめている。なおかつ、削減
の基準年次は 86年から 90年という非常に長い期間をとっている。それに対して、国
境措置と言われる、日本の米価のような価格支持政策およびあらゆる農業の補助金を
削減する場合の基準年次は 1986 年から 1988 年としている。この基準年次の違いがな
ぜ起きているかというところも問題だと思う。(中略)基準年次を 1990年まで延ばして
いるのは、その間にアメリカと EC が輸出補助金を大幅に増大しているために、延ば
すことによって削減がある程度緩和されるからである。一方の国境措置でとくに問題
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となる輸入国の立場を全く無視した形で、こうした輸出国の利害の調整だけがおこな
われたと言える」(「揺れ動く農産物交渉」＝日本農業の動き 102号) 
 輸出補助金については妥協、市場開放の分野では輸入国の立場を無視。より一層の
自由化を求めるケアンズグループ(オーストラリアなど農産物輸出国で構成)からの不
満はあったものの、UR の主要な 2つの軸、米欧が手を握ることになって、農業交渉は
大きな転機を迎えた。 
 1992 年 11 月になって、ワシントンのホワイトハウス近くにある迎賓館(ブレアハウ
ス)で米国と欧州は、UR 農業交渉の根幹とも言える輸出補助金の削減方法で妥協が成
立。交渉の実質的な仕切り役だった米欧の合意で、一気に UR 農業交渉は決着モード
に入った。日本がコメの関税化反対に固執すれば、「日本が UR を壊した」と各国か
ら批判されかねないという危機感が政府内に漂った。 
 最終的に日本政府はコメの関税化を 6 年間猶予し、ペナルティーによる上乗せ分を
含む MA の提供を飲んだ。1993年 12月 14日、自民党から政権を奪った細川内閣は「UR
の成功」を理由にして合意案の受諾を正式に決めた。 
 その後、1999 年に政府は方針を転換しコメの関税化を受け入れた。自民党や農業団
体も「米のミニマムアクセスを減らすことができる」などとして、政府方針を支持し
た。戦後農政の影の主役となってきた農産物の市場開放は、コメを含めて「関税さえ
払えばだれでも好きなだけ輸入できる」ことになり、貿易自由化のかたちの上では行
き着くところに行き着いた。 
 元会長の岸康彦(日経新聞)は「食と農の戦後史」(日本経済新聞社、1996年)の中で「農
産物貿易はそれ(UR)以前のラウンドでも交渉されたが、その範囲は関税の引き下げに
とどまっていた。今回の交渉がそれまでと決定的に異なるのは、関税以外に輸入数量
制限などすべての障壁をも対象にし、農業補助金をはじめとする各国の農業政策や制
度そのものにまで踏み込むという、きわめて強い姿勢を示したことである」と指摘し
て、UR 農業交渉が、それまでの東京ラウンドなどと比べ、質的に大きく異なる特徴を
持つことを強調した。 
 市場アクセス(開放)の分野では、原則としてすべての市場障壁が関税化された。数量
制限などさまざまなかたちで存在した市場障壁が、関税という万国共通の物差しに置
き換えられた以上、後はどの程度の削減を行うかに交渉の焦点が移る。岸が指摘して
いるように、関税化は数値化の概念を導入したことで比較を容易にし、交渉に伴いが
ちな複雑さを一掃した。また、国内支持政策などについても、国際ルールと照らし合
わせて黄色、青、緑などのカテゴリーに分類。規制緩和の数値削減目標の考え方を導
入した。実際、その後の世界貿易機関(WTO)のドーハ開発ラウンドは、UR で導入され
た関税化を武器にして、より農産物の自由貿易に拍車がかかることになった。  
第５項 マスコミの姿勢 
 「揺れ動く農産物交渉」＝日本農業の動き 102 号に収録された総括討論会の中で、
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会員の 1人は、マスコミの姿勢に疑問を投げかけた。 
「マスコミの責任についてちょっと言わなければいけないと思う。私は新聞協会報
に、農業・食料農産物貿易問題の視点として 4 つ挙げたが、いちばん言っておかなけ
ればいけないと思ったことは、情報の偏りということだ。情報が圧倒的にアメリカに
偏っている。発展途上国の声はどれだけ伝えられるか非常に疑問がある。とくにガッ
ト関連ではほとんど出てこない。これはコメの問題とは直接関係はないが、反省しな
ければいけないと思う。あらゆる情報を提供するというマスコミの立場から言うと、
どうも欠けているのではないか」(同)。 
 農政ジャーナリストの会の多くの会員は、前述のように、早い段階から米欧を中心
とした輸出補助金の取り扱いが UR 交渉の「焦点」であると考えていた。しかし地味
なテーマは主要なメディアでは地味な扱いにしかなりにくい。コメ輸入を関税化する
かどうかが大きく報道される中で、最後まで輸出国の側の輸出補助金改革が日本のメ
ディアの報道の中で主役になることはなかったという反省が総括討論の中で指摘され
た。 
 一方、農政ジャーナリストの会員の中には、別の視点から UR 農業交渉の進め方に
異論を唱える声もあった。 
 元会長の黒川宣之(朝日新聞)は 1994 年に出版した「日本型農業の活路」(日本評論社)
で、UR の農業合意の検証」を試みている。マスコミに対する農業関係者からの批判に
も、1つひとつ検証し、反論する。 
 本書の中で黒川は農水省出身の国際派である並木正吉の「日本はドンケルの関税化
案の内容をもっと研究して、交渉に当たるべきでしたね」という言葉を紹介している。
玉砕的に関税化反対に突き進むのではなく、もっと腰を落とした分析と交渉が必要だ
ったのではないかというのが並木の主張である。この考えは黒川も共有する。 
 並木は「エコノミスト」(毎日新聞社)1992年 4月 14日号で「ドンケル案は日本に不
利か」と題して、同案が広く考えられているほどの打撃を日本農業にはもたらさない
のではないかとの見方を明らかにした。黒川は、並木の指摘のようにドンケル案を丁
寧に分析する動きが出てこなかったことを鋭く批判した。 
 「農業団体をはじめとする無条件・絶対反対の空気のなかで、ドンケル案の中身に
ついて検討し、論議してみようとの動きはほとんど出てこなかった。ましてやさらに
有利な案にするため、条件闘争に入ることなど問題にもされなかった。ドンケル案の
内容を最もよく知る立場にある農水省も、関税化受け入れに傾いているととられるこ
とを恐れ、従量税が選択できることなど関税化の理解を助けるようなことは、できる
だけ隠そうとした」(「日本型農業の活路」)。 
 黒川は、国会で 3 回にわたってコメの自給決議が採択されるなど、交渉担当者の手
足が縛られる中でやむを得ない側面があったものの、秘密交渉が「たんなる妥協であ
って、(EU のような)条件闘争ではない」と切って捨てる。黒川は「我田引水の関税化
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反対論」(1993 年 3 月 5 日付朝日新聞)と題した自らの記事の中で早い段階からの条件
闘争の必要性を唱えていた。 
 黒川の指摘のように政府が米交渉を徹底的に秘密にしたことで、結果として有利な
条件を得られなかったという批判が、大手のメディアの中にくすぶっていたのはたし
かだ。 
しかし、一方でメディアの側で米交渉の内幕を時々刻々と暴くような報道はあったの
だろうか。  
第６項 外国メディアが決着を一報 
 UR でコメの秘密交渉の内幕を最初に報じたのは、残念ながら外国メディアである。
時事通信社のワシントン特派員として UR 農業交渉を追いかけた軽部謙介は、決着後
の補足取材も含めて「日米コメ交渉 市場開放の真相と再交渉への展望」(中公新書、
1997 年)を出版した。 
 同書は、米紙「ジャーナル・オブ・コマース」のジュネーブ特派員が 1993 年 10 月
13 日に、WTO 本部の記者室で関係筋の情報をまとめて記事をデスクに送る風景から
始まる。 
 「『当地の高官によると、米国と日本がコメ市場開放をめぐる歴史的な交渉を終え
ようとしている』。こんな書き出しで始まるこの記事は、日本が、これまでかたくな
に拒んできた米市場の開放を部分的ながら受け入れることで、米国とほぼ合意しに達
したという内容だった」 
 翌 14日の同紙 1面トップに「日米、コメで近日中に合意へ」と掲載された。実は同
じ日、全く異なるルートで情報をつかんだ韓国の「東亜日報」も 1 面トップで日米コ
メ交渉が実質的な妥協が成立したと報じている。10月の段階で日米がコメ交渉で手を
握っていたことは、後になって事実であることが確認された。 
 軽部は、自戒も込めて、日本のメディアが「コメ交渉難航」という政府の発表に縛
られて、真相に迫る努力が足りなかったと振り返る。 
 「合意」のニュースは、米韓のメディアを追うかたちで日本でも報じられたが、日
本政府は 1993年 12月 14日の正式決定まで、かたくなに「合意」の存在を認めなかっ
た。メディアの合意報道と政府の否定。農業団体などは、交渉の促進をねらった意図
的な情報操作だと主張し、メディアに反感を強めた。 
 「日本型農業の活路」で黒川は「吹き荒れたマスコミ批判」という項目を立て、農
業団体などからの批判を「的外れ」と切り返す。「批判されてもしかたのないような
欠陥報道があったし、報道すべきことを十分報道しなかった面もある」としながらも、
コメの市場開放に大手メディアの集中報道が「手を貸した」というような批判には事
例を挙げながら反論している。 
 UR 決着の 10年後に本格化した、世界貿易機関(WTO)農業交渉に臨む日本政府のア
プローチの仕方は、前回の秘密主義への反省に立って、よりオープンで洗練されたか
35 
 
たちに生まれ変わった。WTO 交渉にかかわる多くの農水省幹部は「ごく一握りの交渉
担当者だけがジュネーブの周辺で極秘交渉を繰り広げるようなことはない」と言い切
る。利害が共通する農産物の輸入国同士がＧ10として足並みをそろえ、共同で提案し、
交渉に臨むスタイルは、前回の反省に立ったものと言える。 
 1998年 7月に小渕内閣で農水大臣に初めて就任した中川昭一は、農政ジャーナリス
トの会の研究会に参加して、WTO 農業交渉の進め方について UR 以上に情報公開の必
要性を問われ、次のように語った。 
 「今回は、(コメの)関税化の問題にしても WTO 協定の話にしても、多くの消費者団
体と話を進めてきており、生産者団体と同じくらい農業に対して非常に関心が高く、
前の交渉のときとはまったく雰囲気が違ってきていると感じている」(「WTO 次期農
業交渉に挑む」＝日本農業の動き 129号) 
 市場障壁のすべてを関税化し、市場保護のルールが単純になった WTO の世界では、
極秘に 2国間が水面下の調整をする場面が少ないという事情もある。 
いずれにせよ、交渉過程を、できるだけ国民の前にオープンにしようとしているの
であれば、それは歓迎できる動きだ。メディアの役割は、WTO 交渉の全体構造を分か
りやすく伝えること、そして政府が提供する情報が正確かどうかを検証し、報道して
いくことが一段と大切になるだろう。 
第７項 弱体化する農業報道 
 黒川は前述の「日本型農業の活路」の中で、メディアが農業の取材体制を弱体化さ
せてきたことを嘆いている。農業、コメに対する国民の関心が高いにもかかわらず、
内部で専門記者が少ないことから、突っ込んだ UR 農業報道ができなかったと、メデ
ィア側に弱点があったことを認めている。 
 多くの大手メディアは、経済系の取材グループに農業担当を置いてきた。戦後しば
らくは食料不足状態が続き、食料供給を担う農業は日本社会全体の大きな関心事であ
った。メディアにとっても農業は外せないテーマとして、重点的な取材対象の一つだ
った。しかし、日本経済に占める農業生産の比重低下を反映して、メディアは徐々に
農業報道を減らし、取材体制も削減してきた。 
 農業取材の弱体化というメディアが抱える問題点は、黒川の指摘後も、さらに悪く
なっている。UR 農業交渉は 21 世紀に入り、世界貿易機関(WTO)農業交渉へと引き継
がれたが、報道する側のメディア内部で農業の専門家が少ないという構造的な弱点は
何ら改善されていない。東京に本社を置く日刊新聞社やネットワーク放送局、通信社
など大手メディアはもちろん、地方紙、地方テレビ局などでも農業担当の記者を減ら
している。 
一部のブロック紙などを別にすれば、農業担当記者の多くは経済系取材担当が、短
期間農業を取材するのが普通で、専門的に長期にわたって農業を担当するケースは非
常に少ない。農水省の農政記者クラブは大手メディアを中心とした記者クラブだが、
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大半の記者は 1～2年所属するだけで農業以外の取材担当に所属替えとなる。 
 農家数の減少で購読部数の構造的な減少に直面する農業専門メディアでも、取材体
勢の弱体化が悩みの種だ。 
 わが国のメディアから、農業交渉を専門的にチェックする機能が弱まってしまった
というのが現実だ。農水省や JA などの農業関係機関は、インターネットを通じた情報
の直接発信を増やしているものの、行政機関や農業界の活動をモニターし、報道とい
うかたちで検証することがむずかしくなってしまう恐れがある。 
 農業報道の衰退を食い止めようという試みはメディア業界内部にもある。農政ジャ
ーナリストの会は、1986年から優れた農業報道に対して毎年、「農業ジャーナリスト
賞」を表彰している。農業部門の報道に携わる人たちが励みにできることを目的にし
たもので、毎年数点が選ばれてきた。表彰を受けたメディアには全国紙、地方紙、専
門紙、NHK、全国ネットワークテレビ局、通信社、出版社などが含まれる。各社とも
自らのメディアで表彰を大きく報道する。記事や放送を担当した記者は東京で開く農
政ジャーナリストの会総会で表彰され、優れた農業報道を行うインセンティブになっ
ている。 
 農業に限定した報道への表彰は、国際農業ジャーナリスト連盟（IFAJ)も「スタープ
ライズ」という名前で行っている。1993 年に始まり、優れた農業報道を行ったジャー
ナリスト 1名を選び、世界各地で毎年開く IFAJ 大会への招待を行っている。農業報道
写真分野のコンテストも 2004 年にスタートしている 。農業報道の地盤沈下は日本に
限らず、国際的にも同様の傾向があり、同じように歯止めをかけようという試みが続
いている。 
 農業報道の弱体化は，農業経営にとって優れた情報源が失われることを意味する。
一方、2007年から本格化した国際穀物相場の急騰は、食料品の値上がりを通じ日本だ
けではなく、先進国の多くで農業への関心をかき立て、大手メディアの中でも改めて
農業報道を見直す動きがあるix。しかし、それがメディア内で根本的に農業報道を立て
直すことにつながるのかどうかは不透明だ。 
 
第２節 コメ政策の転換と報道 
 
第１項 食管法から食糧法へ 
 UR 合意に基づいてコメの輸入が始まった 1995 年、農政の柱の 1つであった食糧管
理法が新しい食糧法に衣替えされた。戦時の厳しい直接食糧統制を特徴として生まれ
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                       
ix たとえば、読売新聞は 2008 年、「食」を主要取材テーマの 1 つに据え、タイトルは「食
ショック」と名付け 1 月から連載を始めた。同じ時期、朝日新聞も「食糧暴発」の連載を 5
月に掲載。NHK などのテレビ局は身近な食料品の値上がりなどを特集で多く取り上げ、そ
の中で我が国の食料自給率の低さを指摘した。 
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た食管法は戦後、消費減少、多様化など現実のさまざまな変化を背景にして、現状追
認を目的とした改正を重ねた。だが、コメなどの主要な穀物を政府の管理下に置くと
いう建前は、最後まで残った。新しい食糧法は、政府の役割を備蓄などに限定し、コ
メを市場原理にゆだねることを明らかにしたもので、わが国の戦後農政の大きな転換
点となった。 
 コメの生産政策の大きな変化には 1992年 6月にまとまった「新しい食料・農業・農
村政策の方向」、いわゆる「新政策」がある。経営規模 10ヘクタール以上の個別、組
織経営体によってコメ生産の 8 割を担うという戦略だ。新政策はその後の食料・農業
・農村基本法へとつながる大きな流れのきっかけとなったが、ここでは食糧法の施行
などコメの流通面に焦点を当てて検討する。 
 岸康彦は、日本農業の動き 116号で、次のように食糧法を位置づけた。 
 「1995 年は 2つの点で日本のコメの歴史に一時代を画することになった。1つは UR
で決まったコメ市場の部分開放により MA 米が入ってきたこと、いま 1つは本書のテ
ーマである新食糧法(主要食糧の需給及び価格の安定に関する法律)が施行されたこと
である。新食糧法で政府に代わってコメ流通の中核的役割を担う農協の立場から見れ
ば、住宅金融専門会社(住専)問題の処理と合わせて 2つの大波が同時に押し寄せた年で
もあった。流通業者の登録が施行から半年余り後におこなわれることもあってスター
トは比較的平穏だったが、生産調整の方法、需給と米価の先行きなど、さまざまな懸
案を今後に残している」(「スタートした新食糧法」=日本農業の動き 116号)。 
 やや前後するが、1990年代のコメ流通問題を考える上で、また、報道の視点からも
1993 年のコメ不作とその後の不足騒動は欠かすことができない。食管法から食糧法へ
の切り替えにも影響を与えた。93 年産のコメは、冷害によって作況指数が 74 と著し
い不作となった。1994 年 2月になると、各地で不足が表面化し、「平成米騒動」が持
ち上がった。 
 その騒動の中に「新しさ」を見いだしたのは中村靖彦だ。 
 「コメを取り巻く環境は深刻だが、私は、その中に新しい動きが出てきていると思
う。生産者は、緊急輸入や部分開放決定に際して怒りの声をあげた。そして、生産調
整について自主転作を主張し、他用途利用米の生産を拒否する方針を打ちした。国内
ではコメ以外のものをつくれ、と言っていながら外国から輸入するとは何事だ、とい
うわけである。上からの指導に、ただ黙々と従ってきたこれまでの姿勢ではない。も
ちろん、県によっていくらかの違いはあるが、生産者は自主的に考え始めた。転作の
面積を 100％達成することを至上命題とするのではなく、その前に、自分たちの地域
ではどんな農業が適しているのか、どんなコメづくりをするのがふさわしいのか、考
え始めたのだと思う。造反を奨励するわけではないが、このような芽は大事にしたい。
行政も、ルール違反にはペナルティーだといったこれまでの路線で対応してほしくな
い。一方では、転作はきちんと面積を決めてやるべきだと主張している地域もあるの
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である。農業には地域性がある。当たり前のことと言ってしまえばそれまでだが、コ
メの激動の中から、各地域で、一律平等主義への抵抗が芽生えている事実を大切にし
たい」(日本農業の動き 109号、「激動する日本のコメ」) 
 コメの市場開放と「不足分」の緊急輸入。食管法の想定外の事態に、生産調整に苦
しむ農家などが、従来の「一律平等主義」から離れ、自ら打開策を考え始めたという
見方だ。  
第２項 平成米騒動をめぐる報道 
 食管法に違反するヤミ米は、1990 年代になると、政府がコメのすべてを管理すると
いう建前と現実の違いをあざ笑うかのように広がっていく。富山県のヤミ米業者は、
食糧庁に対して「オラを告発しろ」と挑発した。秋田県などで行ったヤミ米摘発の「検
問」は、思ったほどの効果を見せなかった。メディアは競うようにして、「ザル法」
となりつつあった食管法の空洞化を報じた。 
1994 年の「平成米騒動」は、政府がコメを十分に管理することができないことをは
っきりと浮き彫りにした。そして中村が指摘するように、規制に不満を持つ農家の側
にも自立の芽が生まれていた。「食管法を守れ」というわずかな声は「改正すべきだ」
というかけ声の前にかき消された。 
 元農水省事務次官で米価審議会会長の沢邉守は、農政ジャーナリストの会の研究会
で食管法の問題点を 4 つ指摘し、その最初に、食管の法秩序が緩んでいることを掲げ
た。 
 「自由米が堂々とまかり通っているのは、法律秩序の点からは見過ごせない問題で
あるが、そのへんを意識する人は農業関係者にはあまりいないが、私は大事な問題で
あると思う。それが国民の制度に対する不信感、ひいては農政全般に対する不信感に
つながってきていると思うからだ」(「激動する日本のコメ」=日本農業の動き 109号) 
 食管法はコメ制度の環境が急激に変わる中で空洞化し、短い時間で新食糧法に切り
替わった。 
 岸康彦は「食と農の戦後史」で次のように書く。 
 「農政審はわずか半年の審議で食管法廃止の結論に到達した。半世紀以上の歴史を
持つ食管法にしては、あっけなくとどめを刺されたものである」 
 食糧法が施行されたのは 1995年 1月 1日からだ。法律の改正に伴って大きな焦点と
なったのが、生産調整のあり方だった。 
 コメの生産調整は、農業経営にとって重い負担だった。国民の米消費が減少するな
かで、潜在的な生産量と需要のギャップが拡大。「食管制度を守るため」「輸入米を
入れないため」という大義名分に支えられた生産調整は、その 2 つの支えを失った。
かろうじて地域の縛りと違反に対するペナルティーで、生産調整の枠組みを維持して
きたが、現場では「もう限界だ」という声も目立ってきた。 
 食糧法の議論の中で飛び出してきたのがいわゆる生産調整参加の「手上げ方式」の
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導入だ。実は食管法はコメの生産調整を法律で規定していなかった。行政指導に基づ
いて水田の転作面積を配分してきたが、現実には転作作物への奨励金などを通じて厳
しいペナルティー政策を続けてきた。規制緩和を旗頭にした食糧法は「作る自由」と
「売る自由」を重視したが、法律で米の「生産調整の円滑な推進」を位置づけた。 
 農業分野の規制緩和を歓迎するメディアは、「手上げ方式」による作る自由の徹底
が、農業改革に欠かせないという論調を張った。政府の過剰な規制が農業経営の自主
性をそいできたという論理だった。 
 一方で主に農業団体の側から手上げ方式への懸念の声が挙がった。巨大な需給ギャ
ップが存在する中で、米の作付けを生産者の自主性に完全にゆだねた場合、需給が緩
和し、米価の暴落は避けられないという判断だ。市場原理を重視する食糧法は、早い
段階から「暴落対策が不十分」と指摘されていたことも、農業団体の不安を高めてい
た。 
 そうした懸念は、国会でも議論された。1994年 11月 21日の第 131回参議院本会議
で公明党・国民会議の刈田貞子は、政府に次のような質問をぶつけている。 
 「生産調整についてでありますが、これは新食糧法の成否を握るかぎになります。
この改革案によって、生産調整はこれまでの一律割り当て的な手法から生産者の自主
的判断を尊重する手上げ方式へと変わるわけですが、これが一歩間違えば、自主流通
米価格は暴落し、政府米価格も低下するでしょう」 
 岸康彦は日本農業の動き 116 号、「スタートした新食糧法」で、農水省が、食糧法
でも生産調整の実効性を高めるために、実質的に手上げ方式の骨抜きを進めたと指摘
した。 
 「新食糧法制定の頃、生産調整にあたっては生産者の意向を尊重し、ペナルティー
を廃止することが強調された。前者については『手上げ方式』という言葉が広く使わ
れてきたことも周知のとおりである。新しい対策ではどうなったか。 
 ペナルティーはほぼ約束どおり廃止された。『ほぼ』というのは、大綱骨子に『水
田営農と関連する補助事業については目標達成市町村を優先する』という 1 項がある
からである。ペナルティーそのものではないかもしれないが、無言の圧力であること
に変わりはない。 
 もう一つ、96年度予算案に生産調整への間接的だが強力な援軍がある。計画流通推
進総合対策のうち自主流通米計画販売助成として 60キロ当たり 1140 円が計上された
ことである。これ自体は既存の自主流通助成と同様だが、助成対象を生産調整実施者
に限定したことで、生産調整をしない農業経営は事実上、自主流通米を販売できない
ことになった。仮に自主流通米として販売しても、助成がない分だけ生産調整実施者
より手取りが少ないからである。なんとしても計画流通米を確保して需給安定を図る、
という政府の姿勢を示したものであり、生産調整の成功に賭ける農協にとっては大朗
報だが、新食糧法の趣旨、さらには新政策(新しい食料・農業・農村政策の方向)に照ら
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してみた場合にどうか、という問題は別にある」 
 「手上げ方式」に代表されるように、規制緩和を通じて農業の体質を変えていくと
いう食糧法の精神が、従来型の生産調整のスタイルを踏襲することで変質するのでは
ないかという問いかけだった。メディアの多くは、こうした農水省の「変節」を鋭く
追及した。日本農業の動き 116号は続く。 
 「それ以上にマスコミをにぎわせたのは『手上げ方式から半強制的実施への転換』
だった。上野博史農林水産事務次官が記者会見で『96年度の生産調整は(面積が増える
ので)半強制的にせざるをえない』と述べた、というのである。以前から『手上げ方式
では達成は無理。強制的な手法は残る』との見方も少なからずあっただけに、この報
道は『やっぱり』という印象を与えた。農水省当局は『もともと無水省が手上げ方式
という言葉を使ったことはない』と言い、上野次官は『半強制的と言った覚えはない』
と否定したが、過剰下で面積の増える生産調整がこれまで以上に心理的な強制感を伴
うものになる可能性は大きい」 
第３項 コメ過剰契機に見直し 
 食糧法でより自由な生産調整システムを目指した政府は、わずか 3 年で、再び生産
調整の強化を打ち出すことになった。そのきっかけは、深刻な過剰問題だった。 
 元会長の須田勇治(日本農業新聞)は「『新たな米政策』は何を目指すのか」=日本農
業の動き 124号で、次のように解説する。 
 「食糧法(主要食糧の需給及び価格の安定に関する法律)が発足して 3年目になるが、
すでに多くの矛盾を内包して、ほころびが見え始めている。本来は、この法律の名称
のように『主要食糧の需給及び価格の安定』のための制度でなければならない。しか
し、需給は安定どころか、在庫が 400 万トンに達するなど、過剰時代に突入してしま
った。需給調整システムが、政府が期待したほど機能しなかったのである。このため、
いつか来た道を歩み始めている。このまま進めば、第 2の林野問題に発展しかねない。
『価格』にいたっては、自主流通米価格が暴落し、今後の農政の担い手になるべき経
営規模の大きい専業農家が甚大な打撃を受け、先行き暗いものにしている。このよう
に需給と価格だけで見れば、食糧法は破綻し始めているとも言えよう」 
 新たな米政策は、需給均衡を目指し、価格下落に対して補てんする稲作経営安定対
策、地域とも補償と連動した全国とも補償、水田営農確立助成の 3 つが柱。同時に、
生産調整面積は全水田の 35％に当たる約 100 万ヘクタールとかつてない規模となっ
た。 
 再び政府がコメ制度に手を付けるのは、2000年代に入ってからだ。 
 2002 年 12 月にとりまとめられた米政策改革大綱を踏まえて食糧法は改正された。
「米の生産・流通関係者の主体性を重視しつつ安定的な生産・流通を確保する観点か
ら、生産調整の円滑な推進、適正かつ円滑な流通の確保等に必要な各種の措置を講ず
る」ことになった。 政府はさまざまな支援策を続けるが、コメの生産調整の主体は、
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正式に生産者団体へと移ることが決まった。言葉として「手上げ」を強調する報道は
なくなった。だが、コメを作る作らないの判断は生産者団体が主に担う方向になった。 
第４項 「農業の憲法」の改正 
 この間、農業政策は大きな転換点を迎えた。1961年に施行された農業基本法に代わ
る食料農業農村基本法(1999年 7月 12日成立)の制定である。農政ジャーナリストの会
事務局長の金子弘道(日本経済新聞)は、新基本法が国会に提出された段階で次のように
書く。 
 「新しい農業基本法が 99年 1月に始まる通常国会に提出される。食料・農業・農村
基本問題調査会(首相の諮問機関)が 98年 9月にまとめた最終答申を受け、12月に自民
党が『農政改革大綱』を作成、農水省が法律化した『農業の憲法』である。(中略)現行
基本法が制定されてから 38年が経ち、日本の農業をめぐる環境は大きく変化した。ウ
ルグアイ・ラウンド農業交渉など国際化、市場経済化、国民の食生活の変化、環境問
題への関心の高まりといった波が相次いで農業に押し寄せている」(「食料・農業・農
村基本法の課題」=日本農業の動き 128号) 
 金子は新しい基本法が生まれた背景として「国際化」を最初に挙げて説明する。 
 「国際化への対応は、『農政改革大綱』決定とほぼ同じ時期に決まったコメの関税
化移行で、かなり明確になった。当面は高い関税を設定しコメ輸入を抑えるが、世界
第 2 の経済大国である日本がいつまでも高率の関税を続けることは許されない。いつ
かは関税引き下げに応じざるをえないだろう。それまでにいかに足腰の強い農業をつ
くっておくか。その政策の基になるのが新基本法案と考えれば分かりやすい。ウルグ
アイ・ラウンド合意後、米国や EU(欧州連合)などは相次いで農政の改革に乗り出して
いる。米国では 1996年農業法で価格支持政策が撤廃され、直接固定支払いに移行した。
EU は 1998年 3月にアジェンダ 2000 CAP(共通農業政策)改革を打ち出した。補助金に
よる過度な保護をやめ国際競争力のある農業、高品質な農産物を供給する環境にやさ
しい農業など欧州の農業モデルをつくろうとしている。わが国の今回の新基本法もこ
うした世界の農政改革と無関係ではない。むしろ、世界的な流れが好むと好まぎると
にかかわらず、日本農業に改革を促したと言えるだろう」 
 21世紀初めから新たに始まる世界貿易機関(WTO)を舞台にした農業交渉をにらみ、
各国が農業政策を手直しする国際的な環境の中で、わが国も対応が迫られたと指摘す
る。 
 わが国で農業基本法が制定された 1961年に、当時、若手ジャーナリストとして農政
を担当していた元会長の古野雅美(共同通信)も、農業基本法の大幅な改正が避けられな
くなった背景のトップに、国際化する農業を挙げた。 
 「我が国が世界最大の農産物輸入国となり、国内農業が圧迫されているだけではな
く、今後の日本農業の長期的な展開が一段と不透明になってきたこと(中略)。とくにガ
ットのウルグアイ・ラウンドによって、コメの市場開放が当面の大きな問題になって
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きたことが背景に見え隠れする」(「どう視る農基法農政 30 年」=日本農業の動き 96
号) 
 わが国における農業の国際化とは、平たく言えば農産物の輸入の拡大の歴史である。
農基法制定の 1961年から食料自給率(カロリー換算)は半減し、40％となった。この間、
食生活の変化でコメの消費が減って、畜産物消費が増え、麦や大豆、トウモロコシ輸
入が急増した。数度の国際農業交渉で、数量制限の撤廃、関税引き下げが続き、最後
の UR 農業交渉では、食料自給率を底支えしてきたコメの市場開放が決まった。海外
から国内農業を保護してきた規制が次々と緩和される中で、農業の新しい憲法となる
食料・農業・農村基本法に切り替わった。 
 実際、金子や古野が説明するように、米国は 1996年農業法で、従来の農政に大きな
メスを入れた。UR 合意を背景に、米国は伝統的な生産調整を前提とした不足払い制度
を撤廃し、定額固定方式の直接支払いを導入した。デカップリングを通じて、農業経
営がより自由な判断で栽培を行えるようにしたもので、同時に政府の財政負担も削減
していくという方向が打ち出された。穀物価格の低迷、災害などによって、緊急避難
としての財政負担が急増、その後 2002 年農業法で一部は先祖返りしたものの、1990
年代に農政改革に向けて大きく舵を切ったことは間違いない。 
 欧州委員会は 1997 年、アジェンダ 2000 を発表する。この中で価格支持から農業経
営に対する直接支払い政策への転換、農村振興政策重視を鮮明にする。また、この中
では米国と同様に、農業予算の削減という大きなテーマが組み込まれていた。 
 米国にしろ、欧州にしろ、UR に代表される貿易交渉の結果を、国内の農業政策改革
のテコに使ったが、その構図はわが国でも基本的には同じだった。1990年代後半に相
次いだ農業政策の手直しは、市場開放という国際化の波に押されるかたちで進められ
たという金子の指摘は説得力がある。  
 
第３節 食品の安全性と報道 
 
第１項 メディアを飾る多様なテーマ 
 1990年代の農業報道の分野で欠かせない特徴は、食品の安全性をめぐる話題が急激
に拡大したことだ。「食品の安全性＝農薬残留」という構図に変化が生まれ、ダイオ
キシン、病原性大腸菌 O157、遺伝子組み換え食品、牛肉の成長ホルモンなど多様なテ
ーマが、メディアを飾るようになった。 
 安全性へのネガティブな情報と同時に、テレビを中心に食品の「機能」が国民の関
心を集め、いくつかの情報番組で取り上げられた商品は「スーパーの店頭から消える」
ほどのブームを集めるようになった。1996 年のココアx、1998 年の赤ワインが象徴的
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                       
x日本ココア・チョコレート協会の統計
(http://www.chocolate-cocoa.com/statistics/domestic/chocolate_j.html)によると、2006 年のチョコ
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で、その後も手を変え、品を変えて食品の「機能性」がメディアや口コミを通じて強
調されるようになった。2001 年には、先行するメディア情報に押されるかたちで、栄
養改善法の改正により，機能性食品の概念を包括し，健康強調表示ができる「保健機
能食品」制度を政府が正式に発足させた23。あまりの情報のはんらんぶりを、行政側か
ら食品表示を通じてコントロールしようとしたものだ。 
 なぜ、食品の安全性への関心が高まったのだろうか。世界的な長寿を支えた「日本
型食生活」が若者を中心に急速に崩れ、漠然とした「食」への不安感が、国民の間に
広がってきたことが背景にある。また、1990年代に特有の次のような事情も関連して
いるだろう。 
 1996年に商業栽培が始まった世界の遺伝子組み換え(GM)作物が、食用油、飼料など
の加工品を通じて日本人の食卓に上るようになってきたこと。同じ年の 3 月、英国政
府は従来の見解を 180度変更し、牛海綿状脳症(BSE)が、人間に感染する可能性がある
ことを議会で公式に表明するなど、政府の信頼性に疑問が強まったこと。1994年に決
着したウルグアイ・ラウンド農業交渉で、食品の安全制度分野に「国際基準」の考え
方が持ち込まれ、日本を含めて各国で従来の安全規制の見直しが進んだことなどが挙
げられる。 
  農政ジャーナリストの会元会長の古野雅美は、日本農業の動き 130 号「食に迫る
危険」で、20世紀末の時点を次のように総括する。 
 「最近、食品の安全性をめぐる事件や紛争が続発している。テレビ報道に端を発し
た埼玉県所沢市周辺の野菜ダイオキシン騒動、ベルギーのダイオキシン汚染飼料から
始まった国際的な畜産食品パニック、環境ホルモン(内分泌かく乱化学物質)不安の拡
大、ホルモン使用牛肉や遺伝子組み換え食品をめぐる EU(欧州連合)と米国の対立激化
など、食品の安全性についての不安やあつれきは国際的規模での大きな問題になって
きた。 
 ダイオキシンにせよ環境ホルモンにせよ、食品の安全性や健康を脅かす物質のほと
んどは、石油化学など 20 世紀に入って開発された合成化学物質であり、また 20 世紀
の最終段階で花開いたバイオテクノロジーによる遺伝子操作をめぐっての価値観の対
立も際立ってきた。20 世紀の終末を迎えたこの時点で、科学技術万能主義という 20
世紀文明の負の面が表面化し、反逆し始めているのではないか。しかもそれが、人間
の生存に欠かせない食品の安全性に脅威を与えるという形で具現化してきたことは象
徴的である。現在の食品汚染は、21世紀以降の人類の子孫たちの命運にもかかわる。
20世紀最後の局面でこの問題に立ち向かうわれわれの責任は重大と言わなければなら
ない」 
 メディアは、こうした食品の安全性に関連した問題を取り上げ、警鐘を鳴らし、国
                                                                                                                                               
レート製品消費量は 208674 トンで、当時、過去最高を記録した。 
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民の関心を向けることに成功した。あるいは、古野が指摘したように、不安を持つ国
民の側に押されるかたちで、食の報道が進んだという見方ができるかもしれない。 
 1989年に誕生し、1990 年から活動を始めた食生活ジャーナリストの会(JFJ)が毎年開
いたシンポジウムのテーマを拾い上げると、メディアが食の何に焦点を当てて取材し
てきたのかが透けて見えるようで興味深いxi。 
 「食の用語から見る’90年代の食生活」(1990 年)、「台所エコロジー」(1991 年)、
「子どもの身体は警告する」(1992 年)、「家庭料理は〈だれ〉がつくる？」(1993年)、
「食とマスメディア」(1994 年)、「ヒット商品の今日・明日」(1995 年)、「食材はな
ぜ変わったか？」(1996 年)、「有機農産物っていうけれど」(1997 年)、「どうなる？ 
家庭の食～世紀末から 21世紀へ」(1998 年)、「見つめ直そう 子どもたちの食生活」
(1999 年)」 
 できるだけ軽いタッチで、重いテーマの国民と食とのかかわりを、読み解こうとい
う姿勢が読み取れる。1990年代前半は、バブル経済の余波で「イタめし」などの言葉
がメディアにあふれたが、食生活の変化の根底にある簡便化、外部化への批判的な視
点が浮かぶ。その傾向は後半になると、さらに顕著だ。とくに、次世代を担う子ども
たちの食生活の乱れに対する危機感が伝わってくる。 
 
第４節 メディアの責任 
 
第１項 所沢ダイオキシン事件 
 一方で、食品の安全性の問題ではメディアが「関係者」として、深く関与するよう
になったのも 1990年代の特徴だろう。古野が指摘するように、テレビ朝日系列が 1999
年 2 月 1日に放映した「ニュースステーション」は、独自の調査を元に所沢のホウレ
ンソウを中心とした野菜のダイオキシン濃度が全国調査に比べて高いことを強調し
た。この報道を契機にして所沢周辺はもちろん、埼玉県全域の青果物価格が暴落した。 
 「第 1 に問題としたいのは、テレビという影響力のきわめて大きい報道媒体の調査
報道のあり方である。ニュースステーションでは、民間調査研究所の調査データを基
に『野菜のダイオキシン濃度』と表記されたボードを示して『ホウレンソウを中心と
した葉っぱもの』の数値が厚生省の全国調査と比較しても突出して高いことを強調し
た。ところがその後、その高い数値が野菜ではなく煎茶だったことが判明したのだか
ら、明らかな欠陥報道である。その結果、所沢産、埼玉県産の野菜が暴落、生産農家
に大きな損害を与えた」と鋭くテレビ側を批判。さらに追い打ちをかけるように次の
ように言う。 
 「テレビ朝日は『結果として生産農家の皆さんに大変なご迷惑をおかけしてしまっ
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                       
xi JFJ「これまでのあゆみ」<http://www.jfj-net.com/about/walk/>，2008 年 4 月 9 日参照 
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た。これに関しては心からお詫びしたい』と謝罪したが、それ以上の責任はとってい
ない。風評被害の責任のとり方を安易に論じたくはないが、米国の 4分の 1の州にあ
る野菜名誉毀損法が 1 つの参考になるかもしれない。これは、事実を曲げて故意に農
産物の評判を落とすような言動があれば、農家は損害賠償を請求できるという法律で
ある」 
 地元の農家らがテレビ朝日を相手取って裁判を起こし、一部の農家は最高裁まで争
った。報道の自由と、農家の利害の対立という構図で注目を集めた。1審、2審ではテ
レビ朝日側が勝訴した。しかし、最高裁は 2 審の判決を破棄し、審議を差し戻した。
2004 年 6月 16日に、テレビ朝日が農家側に謝罪して 1000万円を支払うことで和解が
成立した。テレビ朝日は「野菜の安全性に疑いを生じさせ、多大な迷惑をかけたこと
を、心よりおわびする」と頭を下げた。同時に「報道ステーション」で自発的に謝罪
放送をすることを約束。同日夜の番組で経緯を詳しく伝えた。 
 訴えていた農家側は「謝罪内容が納得でき、同じ番組で謝罪放送を行うという約束
ができた。所沢の農家の名誉回復という目的は達成された」と和解を評価した。 
 5 年におよぶ訴訟を含めて埼玉新聞記者としてこの問題を追い続けた中西博之は、
古野と同じ日本農業の動き 130 号の「所沢ダイオキシン問題の真相」の中で、農家が
受けた風評被害の深刻さと同時に、所沢周辺に「産廃銀座」が形作られた背景を掘り
下げた。 
 「放映翌日の 2月 2日、午後になって大手スーパーからの取引中止の連絡がどんど
ん入ってきた。取引中止をした大手スーパーは 10数社あり、その中には生協も 2社含
まれていた。ここに至って生産者は大きなショックを受けた。流通の多くは大手スー
パーが扱っているが、そこが報道の影響による販売中止ということで、半日のうちに
野菜が出荷できなくなってしまった。テレビ報道による影響の大きさを見せつけた。 
 スーパーの取引中止は、所沢のホウレンソウだけではなく、ニンジン、チンゲンサ
イなどほかの野菜についても影響し、さらには埼玉県全体の野菜の価格が低迷した。
埼玉県のホウレンソウのシェアは、東京都中央卸売市場において約 3割を占めており、
そのうち 3分の 1ぐらいが所沢産なので、所沢の野菜はプライスリーダーになってい
ると言える。 
(中略)ホウレンソウ 1束で見た場合 80円ぐらいしたものが、最低時には 25円前後にま
で落ち込んでしまった。これでは手間賃にもならないということで、出荷をあきらめ
たものもずいぶんあったし、4 月上旬にも出荷時期を逸したのかまだホウレンソウが
畑の隅に捨てられている光景が見られた」 
 中西は、テレビ朝日が不正確な表現をしたことが、所沢周辺の農家に大きな打撃と
なってしまったことを、「日本農業の動き」の中で丁寧に解説しているが、同時に産
廃銀座を生み出し、放置した国や地方自治体の責任も厳しく追及している。相次ぐ産
廃業者の進出に対して地元農家などが声を挙げていたにもかかわらず、それぞれが責
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任逃れをしてきたという背景があった。テレビ朝日だけを犠牲にして問題を矮小(わい
しょう)化させようというにおいをかぎ取ったからだ。 
 とくに中川昭一農相に対して、農業政策の分野の最高責任者という当事者でありな
がら、第 3者的に振る舞うことを次のように批判した。 
 「農林水産大臣がテレビ朝日に対して意図的に誤解を招くと 5 回にわたって申し入
れしている。事実関係を問うことはいいと思うが、ちょっと度が過ぎているように思
われる。本来この間題はテレビ朝日対農民の構図だけではないように思われる。農林
水産省、厚生省などは、今まで調査なり対応を怠ってきたことに問題の根っこがある
にもかかわらず、そういう問題はまったく棚上げしている。都市近郊農業そのものを
どう考えるかということが、農林水産省の中で議論されていない」 
 300 年にわたって環境と共生するかたちで行われてきた所沢地区の循環型畑作農業
にとって、林の部分は有機質の供給源として欠かせない部分。それが税制上の仕組み
から、30年に 1度発生する相続税の問題によって、産廃や墓地の業者の手に虫食い状
態でわたっていく。所沢に限らず都市近郊農業が抱えている構造的な問題点に触れて
こないまま、政府が良い格好をすることへの反発だ。 
 古野も中西も、農業を長く担当したジャーナリストとして、手痛い風評被害を受け
た農家の側に軸足を置いて論を張ったのが特徴と言える。食情報に対するメディアの
影響力が拡大し、1 歩間違えると、産地に対して「報道」が鋭い牙をむくことがはっ
きりとした点で「ニュースステーション」の事件は記録されるだろう。 
 ただ、テレビ朝日の裁判をめぐっては、別の視点からの視点もあった。農家の提訴
からわずか 4カ月後の 2000年 1月、ダイオキシン類対策特別措置法が施行され、立ち
遅れていたダイオキシン規制が一気に進んだのは農家の抗議が背景にあったxii。しか
し、調査報道の間違いと報道の自由の関係が社会的な関心を集めた。「ニュースステ
ーション」の番組中の多くの時間が、ダイオキシンをまき散らす産廃銀座の問題点を
指摘することに割かれていたのは事実。その後の産業廃棄物施設に対する規制強化な
どのきっかけになったという指摘もあった。同番組が、「正当な報道の枠をはみ出し
て娯楽的な要素を持ち込んだ」と反感を持つジャーナリストも少なからずいた。風評
被害にとどまらず、農政ジャーナリストの会が、ジャーナリズムの視点も交えながら、
もう少し幅広い議論をしていくような視点が必要だったかもしれない。 
 
第５節 食品表示と報道 
 食品の安全性を考える上で欠かせないのが、食品の表示だ。安全規制が 100％機能
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                       
xii  日本農業新聞「［ニュースサイト］あの放送が適法とは･･･所沢ダイオキシン控訴審」 
2002 年 2 月 21 日付。記事の中で「これだけの法律がこんな短期間に成立、施行した例はな
い。所沢の農家が訴えたことで社会問題となったからだ」。ただし環境省ダイオキシン対
策室の関荘一郎室長は、農家の抗議がその後の規制強化につながったと強調している 
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することができない以上、消費者が自らの選択で商品を選ぶことが大切になる。食品
の安全性に対する消費者の関心の高まりを背景にして、1990 年代には食品表示制度が
大きく変わった。また、この時期に乳製品を混ぜながら「成分無調整牛乳」と表示し
たり、偽の魚沼産コシヒカリが摘発されたりするなど、消費者の不信感をかき立てる
事件が相次いだ。全体として 1990 年代は規制緩和が大きな流れとなったが、それは選
択の「自己責任」が伴う。表示の面で規制が強化されたのは、自己責任システムを補
強するという側面があったからだろう。 
 「いま食品表示に問われるもの」=日本農業の動き 121号で、日本農業新聞の山田優
は制度変更の背景を次のように説明した。 
 「食品の表示をめぐる議論がかつてないほど高まっている。食生活がより複雑にな
るなかで、自分の食べる食品の素性がかつてほど明確ではなくなった。世界各地の生
鮮青果物が食卓にあふれ、電子レンジでチンするだけで食べられる中華飯が手軽に手
に入る。こうした便利さ、快適さと引きかえに、曖昧(あいまい)になってきた食品の素
性の不確かさを、一定のルールに沿って消費者に目安を示す情報をあらわすのが食品
表示だ。自分の畑の野菜や麦だけを食べていれば、当然、表示の必要などはない。食
生活の高度化に伴って少しずつ表示が整備されてきた。ここ数年の食品表示議論の高
まりは基本的にはこの延長線にあるが、いくつかの点で新しい要素があるように思う。
第 1が相次ぐ表示制度の変更があったこと、第 2が偽表示が表面化して消費者の不信
が高まったこと、そして遺伝子組み換え技術に代表される高度な科学技術が実用化さ
れたことである。これらはそれぞれ孤立した事項でもあるが、『国際化』『競争の激
化』『知る権利』などをキーワードにしてお互いに関連しあっている」 
 1990年代、農業分野の輸入品目で拡大した特徴的なものに、野菜や果実がある。と
くに野菜は鮮度が問われるため、従来はほとんどが国産品で占められてきたが、中国
を中心として、青果物の日本向け産地が生まれ、タマネギ、ネギ、ニンニク、ショウ
ガ、シイタケなどの生鮮野菜の輸入が急増した。表示がなければ外観から国産か輸入
を見分けることはむずかしい。「差別化」を図りたい国内産地側と、選択の基準を求
める消費者側からの要望が一致して、相次ぐ表示制度の手直しが生まれた。しかし、
表示制度の変更は、ただでさえ複雑な制度をさらにむずかしくした側面がある。 
 「この 1 年に限定しても、相次いで食品表示の仕組みが変更された。あらましを書
き連ねると、1996 年 5月に食品の栄養表示基準が施行され、9月に青果物 5品目と、
干しシイタケなどの原産地表示がスタートした。さらに 12月になって有機農産物のガ
イドライン(指針)が見直され、1997 年 4 月からは 2年間の猶予期間が終了して食品の
日付表示が義務づけられた。こうした食品表示の一つ一つが法律に基づいて定められ
ているのだが、この関係を正確に指摘できる人は数少ないだろう。農林物資の規格化
及び品質表示の適正化に関する法律(ＪＡＳ法)＝農水省、食品衛生法、栄養改善法＝厚
生省、不当景品類及び不当表示防止法＝公正取引委具合、計量法＝通産省、再生資源
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の利用の促進法＝7省共管 －に加え、都道府県などの消費者保護条例、地域食品認証
制度、地域推奨品表示適正化認証制度、新食品等品質表示ガイドライン、生鮮品の品
質表示ガイドラインなどが、対象とする品目や容器ごとに重層的に入り組む」 
 農業分野の表示制度でもっとも大きな変更となったのは、1996年 5月の青果物 5品
目での原産地表示の義務づけだった。生産、輸入から店頭まで、すべての販売業者を
対象にして生シイタケ、ニンニク、サトイモ、根ショウガ、ブロッコリーの 5 品目の
青果物について、原産地を識別できるような表示を求めた。国産品は都道府県名、輸
入品は原産国名、複数の産地のものを混合した場合は、重量割合の多いものから順に
記載するという厳密さを求めた。すでに大手スーパーでは自主的に産地表示を導入し
てきたが、小さな青果店まで徹底しようというのがねらいだった。 
 それまで消費者が店頭で見るのは、ほとんどが「ニンニク」であり、「ブロッコリ
ー」の表示だったが、1990年代末までに「中国産ニンニク」「埼玉産ブロッコリー」
などにほとんどの店頭で改善された。消費者は外観と値段以外に、新たに産地という
情報を加えて、購入をすることができるようになった。食品の表示と「安全性」とが
直接結びつくとは限らないが、食品購入の際の選択肢を与えたことは間違いない。農
業政策が、たんに生産者だけを対象にしていた時代は 1990年代に過ぎ去り、消費者の
視点が求められるようになった。このトレンドは後戻りできない。農産物の表示制度
は、2000年代以降も大きな変化が続くことになる。 
 
第６節 2000 年代も続く自由化 
21 世紀初頭の農政は、1990 年代の国際化、改革という流れを引き継ぎ、さらに加速さ
せた。ウルグアイラウンド(多角的貿易交渉)を受けた世界貿易機関(WTO)を舞台にした
農業交渉が始まったが、多国間の交渉が行き詰まると、間髪をいれずに FTA(自由貿易
協定)・EPA(経済連携協定)交渉が進展した。国内的には米政策改革が動き出し、品目
横断的経営安定対策など担い手を明確にする農業構造政策が本格的にスタートした。
2001 年 9 月、牛海綿状脳症(BSE)が日本国内で初めて発生、国民の食品の安全性に対
する不信が一気に高まった。食と農の関係を問い直そうという機運が高まり、農政ジ
ャーナリストの会も、「食」を真正面から取り上げるようになってきた。 
WTO 貿易交渉は 2000 年から始める予定だった。しかし、米国・シアトルで 1999 年
11 月 30日から 12月 3日まで開かれた第 3回閣僚会議では決裂したため、本格交渉の
開始は 2年後の 2001年 11 月のカタールのドーハでの第 4回閣僚会議を待たなければ
ならなかった。農政ジャーナリストの会では 2001 年 3月に「WTO 交渉と日本農業の
課題」をテーマに 200人を集めシンポジウムを開いた。 
「日本農業の動き」の 137号「WTO 農業交渉の諸相」はカタール・ドーハでの第 4
回閣僚会議の直前の状況を取り上げている。細谷章(日本農業新聞)は「日本農業の再建
をかけた聖戦」として「ウルグアイランド農業合意による農産物の総自由化は、日本
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農業を崩壊寸まで追い込んでおり、日本農業の再建が多面的機能を柱とした日本提案
の実現にかかっている。次期交渉は日本農業を守る最後の聖戦となる」「急がなけれ
ばならないのは日本農業の国内改革だ。仮に日本提案が相当程度取り入れられたとし
ても、貿易自由化や市場原理の流れが変わることは考えにくい。とすれば、その先手
を打つ国内改革を早期に行い、どのような決着が待ち受けてようとも、国内農業が維
持でき、食料自給率を向上できる方策を打ち出すべきである」と国内対策の充実を主
張している。 
WTOの第 4回閣僚会議で中国の WTO加盟が認められるため農政ジャーナリストの
会は 2001年 3月に中国で WTO加盟の影響について共同取材した。「日本農業の動き」
の 139号「新たな経営対策と日本農業」に収録した。 
カタール・ドーハ宣言で、交渉期限は 2003年 3月末までに交渉の大枠を定めたモダ
リティーを決定、2005年 1月 1日までに合意することになった。加盟各国は次期交渉
に臨む基本的姿勢を提案した。わが国は 2000年 12 月に「WTO 農業交渉日本提案」を
まとめ、WTO に提出したxiii。それによると「多様な農業の共存」を基本哲学として①
農業の多面的機能への配慮②食料安全保障の確保③農産物輸出国と輸入国に適用され
るルールの不均衡の是正④開発途上国の配慮⑤消費者・市民社会の関心への配慮の 5
点を基本的姿勢としている。 
農業交渉は 2002年 3月からモダリティー確立を目指して、「輸出競争」「市場アク
セス」「国内支持」の主要 3分野について交渉が開始された。WTO 農業委員会特別会
合議長は 2003年 2月にモダリティー1次案を加盟国に提示したが、開発途上国、輸出
国側、わが国や EU などの間の溝が埋まらず、3月末までのモダリティーの確立はでき
なかった。同年 9月に開かれたメキシコ・カンクンの第 5回閣僚会議では先進国と途
上国との対立から、具体的な合意のないまま閉会した。これまでのガットの交渉は EU、
米国などの主要先進国により主導されたのに対して、WTO においてはブラジルやイン
ドなどの途上国の発言が強まり、従来の農業交渉とは様相が変わった。 
 2004年 7月に枠組み合意が成立した。その内容は①高い関税ほど大幅に引き下げる
階層方式とする②重要品目は別扱いにする③輸出補助金は期日を設けて撤廃するなど
である。第 6回閣僚会議は 2005 年 12 月に香港で開かれた。輸出補助金や国内補助金
について前進はあったものの、重要品目、上限関税の扱いなどは先送りされ、2006年
4 月末までにモダリティーを確立するというものだ。しかし、4月末までにモダリティ
ーは確立されなかった。交渉の長期化は、「日本農業の動き」の 151 号「基本計画－
変更の論点」で福川伸次・電通顧問が「WTO 交に関しては日本がグローバリゼーショ
ンに貢献し、同時にグローバリゼーションを農業の競争力強化につなげる形で、交渉
に臨んでもらいたい」と注文しているように、国内的にも産業界から農業に対する圧
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                       
xiii農林水産省「WTO 農業交渉日本提案」http://www.maff.go.jp/wto/wto_nihon_teian.htm，2008
年 4 月 9 日参照 
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力が強まることが確実視された。 
WTO 交渉は 140余カ国の協議で、交渉に時間がかかるため、2国間などによる経済
連携協定(EPA)や自由貿易協定(FTA)が進展している。わが国は 2002 年にシンガポール
と初めて EPA を締結した。農産物の実質な関税撤廃・削減を含むものとしては初めて
となる日本・メキシコの EPA の署名を 2004年 9月行い、2005年 4月に発効した。2006
年 7 月にマレーシアと締結した。フィリピンとは 2006 年 9 月に協定に署名。2006 年
12 月現在、タイ、インドネシア、チリとも大筋合意済み、アセアン全体、ブルネイ、
韓国と交渉中である。 
 
第７節 BSE と報道 
 
第１項 高まる食への関心 
2000 年代に入ると、食への関心はさらに高まるようになってきた。BSE のほか、鳥
インフルエンザなどのまん延など、新たな要素が降りかかってきた上、日本人がこれ
まで経験したことのないような急激な食生活の変化が生まれてきたからだ。その「変
化」は必ずしもマイナスだけではない。「食の最新事情－－機能性への期待と安全へ
の不安」=日本農業の動き 155号で小池信子と小林緩枝は次のように説明する。 
「いま日本人は、これまでに経験したことのない食生活の実現条件を獲得している。
かつてはお噺の世界でしか望めなかった”冬の苺”や”真夏の氷”も筒たんに手に入
る。サンダル履きで近所のコンビニエンスストアに行けばよい。特別に高いお金を出
さなくても、有名デパートヘ行かなくてもよい。居ながらにして東西南北世県の隅々
から、自宅でパソコン画面をクリックするだけで欲しいものが欲しいだけ、迅速に買
える。何処にどんな珍しいものかあるか、グルメレストランがあるか、情報の入手も
簡単だ。われわれを取り巻く食生活関連の環境は、店頭での選択も、加工・調理サー
ビスの購入も、出前やデリバリーサービスも、世界中に張り巡らされた宅配サービス
も、目に見えるものも見えないものも人手できる。まさに足らざるはない」 
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インターネットの普及、食品流通産業の発達が、21世紀の日本人の食卓を変えた。
不便な農村部でも便利さの恩恵を受けるようになってきた。しかし、小池と小林は、
豊かでだれでも実現できる食生活環境の出現を手放しで喜べない国民の気持ちがあ
る。国民の食への信頼感を揺るがす代表的な事例として挙げられるのが、牛海綿状脳
症(BSE)だ。英国で 1980 年代から猛威をふるった牛の病気、BSE は、その後人間への
感染が確認されたことで震源地の欧州を中心に世界中で関心が高まった。 
 
表 4 報告されている牛海綿状脳症(BSE)発生頭数 
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日本でも 2001 年 9 月に BSE 感染牛が確認された。その直後の混乱で牛肉消費が落ち
込み、政府の対策の不手際も表面化した。矢継ぎ早に全頭検査や飼料規制、食品安全
委員会の設立などが打ち出され、ようやく消費者の反応が落ち着いた 2003年末、今度
はオーストラリアと並ぶ主要な輸入先の米国で BSE 感染牛が発見された。重要な輸出
市場から閉め出された米国政府は、日本政府をゆさぶり、早期の牛肉貿易再開を求め
続けた。 
第２項 米国の BSE 発生で日米間に緊張 
米国で 2003年 12月に BSE の感染牛が発見された。ワシントン州マブトンの酪農場
周辺はクリスマスを 2 日前に控え、世界中のメディアが詰めかけた。巨大なアンテナ
を装備した衛星中継車が並び、「検疫中」と書かれた看板が掲げられた牧場に向けて
カメラが向けられていた。1 億頭の肉牛を飼育する世界最大の牛肉生産国で発生した
BSE は、米国だけではなく牛肉貿易の世界にも大きな影響を与えた。米国にとって最
大の牛肉輸出先であったわが国は、発生確認とともに米国産牛肉の輸入を直ちに禁止
したが、その後、再開を求める米国政府と日本政府、食品安全委員会との緊迫したや
りとりが続くことになった。 
「日本農業の動き」153号の「BSE－米国産牛肉輸入再開問題」は、真正面からこの
課題を取り上げた。巻頭論文の「米国産牛肉は『安全・安心か』で、日本農業新聞の
山田優は、農政ジャーナリストの会が問題の本質を読み解く上で欠かせないキーマン
を呼んだ経緯を紹介する。全く異なる立場の専門家を呼び、多様な情報を持つことで、
より正確な報道に近づくのが狙いだった。 
「農政ジャーナリストの会は、食品安全問題で焦点となった米国の BSE 問題をテー
マに取り上げ、3人の専門家を招いて研究会を開いた。農水省食肉鶏卵課課長補佐で、
前農畜産業振興機構ワシントン駐在員の渡辺裕一郎氏は『牛 1 億頭を抱える米国のビ
ーフビジネス』をテーマに、米国の牛肉産業の姿を紹介した。より巨大化する生産と
流通、日本市場とのかかわりを、総括的に解説した。 
米国食肉輸出連合(USMEF)ディレクターの原田晋氏は『BSE 問題に対する米国の対
応』を説明した。基本的には米国産牛肉は安全であるという立場だ。米国政府が早い
段階から BSE 対策を実施してきたこと、米国では大豆という豊富な蛋白質源があるた
め、欧州のように肉骨粉の使用が一般的ではなかったなどと指摘。米国産牛肉の安全
性を強調した。さらに日米間で協議が進んでいる肉色による月齢の識別方法について
も解説した。 
国立精神・神経センター神経研究所疾病 7部長の金子清俊氏は「BSE と食へのリス
ク」を説明した。金子氏は食品安全委員会のプリオン専門調査会の座長代理。そもそ
も BSE が人間に与えるリスクを基礎から解説し、医学者の立場からより慎重な対応が
必要だと強調した」 
山田は同号で BSE問題を牛肉の安全性だけで語ることを批判、次のように記述する。 
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「人間が自ら作ってしまった病気を、『わるいところだけちょいちょいと取り除け
ば食べても OK』というのではいただけない。まず、BSE の毒そのものを再び根こそ
ぎなくしてしまうような取り組みが最優先でこなくてはならないはずだ。BSE は人間
が招いたのであれば、人間が消し去ることができる病気だ。『牛肉が安全かどうか』
だけで語ろうとすると、BSE 問題の本質を見誤ることになる」 
多くの国内メディアが米国産牛肉は「安全か」「安全ではないか」をほぼ唯一の物
差しにして報道する中で、経済性の視点から導入した肉骨粉を通じて BSE が世界各地
に広がったことを抜きにして、この問題を議論することの危うさを指摘した。 
第３項 「ふぐの毒と一緒」の誤り 
「皆さん、ふぐはおいしいけれど毒があるでしょう。けれども専門家がきちんと毒
のある部分を取り除けば安心してふぐ刺しを楽しめるでしょう。BSE も同じです。病
原性のある異常なプリオンが蓄積するのは特定危険部位(SRM)と呼ばれるところなの
で、そこをきちんと処理すればおいしく牛肉は食べられるのです」 
外食企業や米国の牛肉輸出団体などの支援を受けた一般消費者報道関係者などを対
象にした 2005 年 6 月に都内で開かれたシンポジウムで、登場した学者の 1 人は BSE
の問題は、ふぐの毒と同じようなレベルで対処すればいいと言い切った。SRMを取り
除いた米国産牛肉を輸入しても安全性のリスクは小さいから、早く解禁するべきだと
いう論理は、米国産解禁の大きな理論的な支柱になっている。 
「BSE＝ふぐの毒」論は、何やらわかりやすい論理ではあるし、ちょっと聞くとう
なずいてしまいそうになる。同じおいしい食品であり、安全性に問題がある部位が特
定されているという共通点がある。しかし、BSE とふぐの毒を同列に並べたような理
屈で米国産牛肉の輸入を再開することに対しては、同意できない。両者の間にはまっ
たく相いれない基本的な違いがあるからだ。 
両者の最大の違いは「毒」の本質にある。片方の BSE の原因は、人間の浅知恵が生
み出した「肉骨粉」なる蛋白質のリサイクルを通じて、病原性を持つプリオン蛋白質
の蓄積と増殖に結びついた人工の産物である。片やふぐの毒は、青酸カリの 300 倍以
上もの毒性を示すと言われる猛毒化学物質テトロドトキシンだが、こちらはふぐの体
内に食物連鎖によって自然に蓄積されると言われている24。いわば天然物の毒だ。BSE
の病原体である異常プリオンは増殖して感染する。わずか 0・01グラムの BSE 感染脳
を食べた子牛が BSE にかかってしまう(山内 2003)25。豚にも感染すると言われている。
BSE は牛から人間に飛び火し、変異型クロイツフェルト・ヤコブ病(vCJD)として感染
すると、長期間にわたって人間同士が輸血を通じて感染を広げてしまう危険性もある。
ふぐの毒は恐ろしいが、10年前にふぐをたくさん食べた人の輸血が禁じられるような
ことはない。ふぐの毒には伝染性がないからだ。 
第４項 米政府の情報隠し 
食肉の安全性を確保することはとても重要な対策だが、それだけでは BSE はなくな
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らない。繰り返しになるが、BSE 対策は根絶のためのスキームが最初にあって、その
上で安全性を含めた一つひとつの対策が組み立てられなくてはならない。 
その姿勢が米国政府には決定的に欠けている。 
2004 年秋に、2度目の BSE 取材のために訪米し、米国の BSE 対策の問題点を日本農
業新聞に連載したxiv。その中から 2つのトピックスを拾い出してみる。 
■トピック 1 
近隣にニューヨークやフィラデルフィアなどの大都市を持つペンシルベニア州は、
全米で 3 つの指に入る古くからの酪農地帯。中堅都市のスクラントンから車で北西に
150 キロ走って 380頭の搾乳牛を持つ酪農家の A さんを 10月中旬に訪ねた。絵に描い
たような美しい牧草地と、きれいに整頓された牛舎だった。 
 牛舎の裏側に回ると、地面の一部が耕されたばかりのように盛り上がっていた。乾
いた表土が続く中で黒っぽい部分だけが目を引く。 
 「あれは農場で死んだ牛を埋めたところ」。A さんはこともなげに言う。牛海綿状
脳症（BSE）の検査をしないのかと聞くと、「何のメリットもないことをなぜするの
か」と逆に不思議そうに聞き返された。 
 日本政府は、農場でも 24カ月齢以上のすべての死亡牛や中枢神経症状を現す牛を調
べることを義務付けている。「と場段階で異常のある牛を調べる検査よりも、死亡し
た牛をチェックする方がはるかに高い確率で BSE の感染牛が発見される」というのが
日本の農水省の説明だ。 
 一方、米国では A さんが答えたように、農場の死亡牛検査を受ける義務がない。農
務省は最高で 1年半の間に 26万頭以上調べることを表明しているが、現時点の具体的
な内訳は米国メディアなどからの問い合わせに対しても明らかにしていない。米国内
にどの程度 BSE が浸透しているのかを調べるのが目的だが、本当に機能するのだろう
か。 
 本気で BSE 感染牛を見つけようと思えば、発見の確率が高い死亡牛の検査にもっと
力を注げばいい。 
 「結局、米国はこれ以上の感染牛を発見したくないから検査が甘くなっている」と
指摘したのは、ペンシルベニア州在住のレスター・フリードランダー獣医。元米国農
務省の食肉検査官として BSE 牛の発見などに同省内で指導的な役割を果たした人だ。 
 BSE 感染を疑う牛を見つけるためには、牛の厳密なチェックが欠かせない。顔面麻
痺（まひ）や異常な耳の形などを見分ける必要があるからだ。ところが、集団で牛が
駆け抜けると「後ろの牛の異常なんて観察できない。ゆっくり移動させろといっても
利益が減ることを恐れて業者はいやがる」と証言する。かつては若手獣医にと場検査
の手法を講義する立場にあったフリードランダーさんですら、今の状態ではきちんと
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                       
xiv日本農業新聞「米国産牛肉は安全か BSE 対策の抜け穴」2004 年 11 月 11 日付から連載 
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したチェックは難しいと話す。 
 ずさんな一例は 04年 4月 27 日に起こったテキサス州の「事件」だ。同州の食肉会
社の処理場でふらついた後に倒れてしまった牛を獣医師が発見した。ふらつくのは
BSE の感染牛の特徴の一つで、本来ならば BSE 検査の対象だが、脳などから標本を採
取しないまま処分してしまった。「私の情報では獣医師の上司が『調べなくてもいい』
と圧力をかけたため」とフリードランダー氏は指摘した。 
 
■トピック 2 
ニューヨーク州に本部のある全米消費者連盟の食品安全専門家、マイケル・ハンセ
ン博士は、山田のインタビューに対して「そもそも大きな抜け穴だらけだ」と述べ、
現在の米国の飼料安全規制に大きな問題があると指摘した。 
 米国では 1997 年に牛の肉骨粉を牛に与えることを法律に基づいて禁じているが、豚
や鶏などに牛の肉骨粉を与えることは合法だ。飼料工場や運搬、農業経営の段階で飼
料が混じる可能性があるほか、現在は認められている鶏の食べ残しの牛への給与を通
じて「肉骨粉の規制が尻抜けになる」というのが博士の警告だ。 
 こうした交差汚染を防ぐため、日本では 2001 年 10 月に牛の肉骨粉の飼料利用を全
面的に禁止。さらに飼料工場の製造ラインを牛の分だけ完全分離することを義務付け
るなど、厳密な防止策を導入してきた。「消費者からすれば、米国政府が日本の高い
規制水準に合わせるのが当然」と同博士は指摘した。 
 米国大統領選挙直前の 2004 年 10 月に、飼料規制強化案の行方が、まだ定まらない
まま日米間で米国産牛肉の解禁に向けた枠組みが合意された。 
 
こうした外部からの「情報隠し」批判だけではなく、米国の BSE 政策の欠陥は内部
からも指摘された。2006 年 2 月の米農務省内部のお目付機関である監察室(OIG)の報
告書xvは、農務省の中枢が BSE 情報隠しとみられる行動をとっていたことを詳しく明
らかにしたことだxvi。OIGは米国農務省の内部にあるお目付け機関。1978年に誕生し、
省内、省の政策に関連した不正事件の捜査、制度などの事前監査、補助金支払いなど
の監査――を任務としている。独立性が高く、刑事捜査を担当する部門は逮捕権、武
器の所持が認められる。年に 2回の定期報告書のほか、独自の報告書をまとめるxvii。 
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                       
xv OIG Audit Report「Animal and Plant Health Inspection Service Bovine Spongiform 
Encephalopathy (BSE) Surveillance Program – Phase II and Food Safety and Inspection Service 
Controls Over BSE Sampling, Specified Risk Materials, and Advanced Meat Recovery Products - 
Phase III」<http://www.usda.gov/oig/webdocs/50601-10-KC.pdf>，2008 年 5 月 6 日参照 
xvi日本農業新聞「米国の BSE 再検査の声退ける／監査報告で明らかに」2006 年 2 月 8 日付 
山田優は「月刊リベラルタイム」(株式会社リベラルタイム出版社)2006 年 10 月号でも「い
まだ改善されないアメリカ政府の杜撰な牛肉管理」として監査報告の内容を紹介した 
xvii日本農業新聞「[ミニ辞典]米国農務省監査局(OIG)」2008 年 2 月 16 日付
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農務省は 2004年 6月、テキサス州の牛から取り出したサンプルで実施した簡易な迅
速テストの結果、「BSE の疑いのある牛を発見した」と発表した。その 1週間後、手
順を変えてより厳密な検査では「シロだった」と発表した。迅速テストで怪しくても
その後の厳密なテストで否定されることはありうる。「米国で 2頭目の BSE 発見か」
と業界に波紋を広げたものの、「否定報道」で沈静化された。 
ところが、1年半後の OIGの報告書では、2回目の検査結果は「灰色」で、「シロ」
とは言えなかったことが分かった。農務省の研究者らは、他の施設を含めてより正確
で客観的な検査を求めたものの、農務省の上部機関は「検査の信頼性にかかわる」と
いう理由で、そうした要望を握りつぶした。米国内の主要なメディアも農務省の BSE
隠しを一斉に批判的に報じたxviii。 
結局、OIGの指摘に押されるかたちで再検査をしたところ、「クロ」が確認された。
OIG に依頼されて再検査をした英国獣医研究所(VLA)の科学者ダニー・マシューズ博
士は 2006 年 2月 10日、ロンドン郊外で山田優のインタビューに応じ、「提供された
サンプルは、すぐに陽性と分かった」と語ったxix。同博士は「米国の研究機関は経験
不足だから陽性と分からなかった可能性がある」と解説したが、陽性が強く疑われた
サンプルを本気で調べなかったことは、OIGの報告書で明確に指摘されている。 
米国政府に求められているのは、国内に BSE のリスクが存在することを認めた上で、
米国内の BSE 検査体制を引き上げること、BSE 根絶をゴールにした飼料規制を強化し
て、交差汚染の可能性を追放することだ。 
 
第８節 農業の多面的機能と報道 
 
 農業分野の国際交渉における日本の立場は厳しい。農業経営規模が小さく、コスト
高であり、多くの農産物で価格競争力が低い。飼料用のトウモロコシや油糧作物は国
際競争をあきらめて、海外市場に依存する道を選んだが、残る主要な作物である、コ
メや牛肉、酪農製品などは、UR 交渉で従来の数量制限措置など限られた品目を高関税
に置き換えることで残された国内農業を保護してきた。日本政府は交渉の場で、そう
した品目を重要品目として、他の品目に比べて保護水準の削減幅を配慮するよう主張
してきたが、輸出国側は一層の市場開放を求めて交渉が続いている。 
シンプソン(2004)らは、UR にしろ WTO にしろ、農業分野の基本的スタンスは自由
貿易を促進するというものではあるが、食料の安全保障や環境保護という非貿易的関
心事項への配慮を明記していることを国際社会が認めるべきだと主張する26。日本政府
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                       
xviii 例えば Washington Post「Agency Fought Retesting of Infected Cow」2006 年 2 月 3 日付，
<http://www.washingtonpost.com/wp-dyn/content/article/2006/02/02/AR2006020202240.html>，
2008 年 5 月 5 日参照 
xix日本農業新聞「英国獣医研究所の専門家に聞く／米国に再検査助言」2006 年 2 月 12 日付 
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は農業の多面的な機能、あるいは非貿易的関心事項を交渉の中で考慮するよう主張し
てきたが、マスメディア側からの受け止め方は芳しくない。 
2001 年 4月に小泉純一郎氏は自民党総裁選で勝利し、「構造改革」に反対する人たち
を抵抗勢力と呼ぶことで国民に支持を広げ、規制緩和や自由化に異論を唱える人にと
って肩身の狭い風潮を作り上げることに成功した。マスメディアも例外ではなかった。
WTO や FTA の場で「自由貿易」を唱えることが改革路線であり、農業交渉で非貿易
的関心事項を持ち出すのは、農業保護の維持をもくろむ JA や農林水産省などの抵抗勢
力だと言わんばかりの報道が目立ったxx。 
しかし、2001 年にスタートした WTO 農業交渉自体が、「農業交渉における合意で
は非貿易的関心事項が農業協定で規定されているとおり考慮されるべきであることを
確認する」という閣僚宣言に基づいているxxi。非貿易的関心事項の内容については、
WTO 加盟国の間で一致しているとは言い切れないものの、「非貿易的関心事項」が決
して保護主義者のマントラではないことを示している。世界人権宣言をもとに 1966年
に国連で採択された「経済的、社会的、文化的権利に関する国際規約」の多くの条文
は、人権の立場から、各国に食料の確保を含めた固有の権利を認めている。国際連合
憲章は規約で人権の保障を定めており、貿易と経済のルールを定めるという「WTO の
協定よりも人権の方が重い」という論理は決しておかしくはない。「規制緩和と自由
化こそが唯一の物差し」というスタンスの報道の方が、偏っていると言えるだろう。 
 
第９節 小括 
2002 年の 1月、ベルリン市内にあるメッセ・ベルリンで、欧州連合(EU)のフランツ
・フィシュラー前農業委員にインタビューをした。その 4 カ月前に日本国内で初めて
確認された BSE 感染牛についてがテーマだった。「どんな国も BSE が発見されるまで
は､『BSE は他の国の話』として情報を隠す。しかし、都合の悪い話でも情報を公開し
ておかないと、国民の信頼は得られないし、結局ダメージも大きく、国益に反する」
と強調した。ドイツやフランスなど多くの欧州の国が BSE 感染を強く否定しておきな
がら、その後の発見で大きな混乱を引き起こした事例を挙げながら、同氏は日本政府
の情報公開の姿勢にも誤りがあったとの認識を示した。 
米国は 1966年に情報自由法（Freedom of Information Act of 1966）を制定した。 当
時の司法長官ラムジー・クラーク（Ramsey Clark）は、1967年 7月 4日の同法の施行
にあたり「政府が真に人民の、人民による、人民のためのものであるならば、人民は、
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                       
xx例えば 2003 年 10 月 21 日付け「FTA、対韓国が試金石 日本、締結競争巻き返し狙う」
と題した日本経済新聞記事は、「日本は農業改革と市場開放を伴う FTA 戦略を進めなけれ
ば、アジアで進む FTA 競争から取り残され、経済的に孤立しかねない」と危機をあおって
いる。 
xxi農林水産省平成 13 年度農業白書<http://www.maff.go.jp/hakusyo/nou/h13/html/SB1.2.5.htm>、
2008 年 5 月 25 日参照 
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政府の活動を詳しく知らなければならない。秘密ほど民主主義を減殺するものはない。
自治、すなわち、国事への市民の最大限の参加は、情報を与えられた公衆についての
み意味があるに過ぎない。われわれがどのように統治するかを知らなければ、われわ
れみずからをどのようにして統治できようか。政府の行為を知る人民の権利を確保す
ることは、政府がきわめて多くの方法で各個人に影響を与えるこの大衆社会という時
代におけるほど重要なことはなかった」と述べたのは有名な話であり、その後世界各
国に影響を与えた(堀部 2003)27。 
農産物貿易交渉は、結果によって、国民や産業に長期間にわたって影響を及ぼす可
能性がある。このため、国益と国益がぶつかり、交渉の過程ですべて手の内を明かす
ような情報公開が進みにくい構造があることは理解できる。しかし、1990 年代前半の
UR 農業交渉で行われたわが国のコメ市場開放にかかわる部分は、徹底したブラックボ
ックスの中に閉じ込められ、国民に対して必要な情報公開がなされないまま、1993年
12 月に結果だけを国民は受け入れることになった。 
政府の不十分な情報公開の姿勢を国民の立場から批判し修正させる手段として報道
があるが、UR 農業交渉については、全体像を描ききれないまま「対立」だけに焦点を
当て、結果として UR 農業交渉決着について海外報道の後追いとなった。農政に関す
る情報を共有する上で十分な役割を果たせなかった。 
米国産牛肉の BSE 問題については、牛肉輸出国である米国が正確な情報を発信しな
いまま日本などの輸入国に圧力をかけて市場の開放を求めた。こうした問題点は消費
者の強い不信感を背景にして日本の多くのメディアが批判的に報道し、日米両国政府
による内々の合意による早期解禁の道を縛る効果があった。 
シンプソンと山田(2004)は「グローバリゼーションと思想の単一化(市場原理主義)の
中では、民間にこそ病んだ世界を解決する処方箋がある」として、安全性をないがし
ろにしようとする勢力に対して、消費者と消費者団体が重要な役割を果たすと強調し
ている28。たんに政府や企業、団体の発表を情報として提供するのではなく、報道を通
じて国民に批判的な情報を届けるメディアの役割は大きい。 
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第４章 情報共有で飛躍図る海外のリンゴ産業 
 
第１節 米国ワシントン州のリンゴ産産業 
 世界のリンゴ産業は、大きな転換期を迎えている。第 2 次大戦後、多くの先進国を
中心に需要が拡大し、生産が伸びてきた。しかし、果実消費のスタイルが多様化、手
軽な果汁消費に重心が移るなど、需要の構造は大きく変わりつつある。一方、供給面
で最大の特徴は 1990年代に急速にリンゴ生産を伸ばした中国の台頭である。中国は世
界貿易機関(WTO)加盟を契機により付加価値の高い青果物の輸出に力を入れている29。
こうした競合が激しさを増す中で世界第 2 位のリンゴ生産を誇る米国のほか、中国以
外の主要なリンゴ生産国がどのような生き残り策を考えているのかを、主産地ワシン
トン州のリンゴ業界への聞き取り調査などを踏まえて研究した。多くの産地で、既存
の品種とは異なるブランド化を柱とした販売戦略を採用する傾向が強まった。情報を
共有し、消費者にダイレクトにブランドを売り込むことで激しい競争に打ち勝とうと
いう狙いだ。 
第１項 歴史 
 米国西北部のワシントン州は、レニア、アダムス、セントヘレンズなどの火山性の
山を中部に持ち、その東側は乾燥地帯が続く。ワシントンのリンゴ栽培は主にこの地
域で行われている。カナダに発するコロンビア川があり、ダムによるかんがい施設が
整い、果樹農業を支えている30。1826 年までには、すでに豊かな土地と日光がリンゴ
栽培に適していること、また、冷涼な気候は病害虫が少ないことが知られている。1889
年までには、かんがい施設を備えた商業的なリンゴ園が主要な川沿いに立地している
31。 
 品種主力である「レッドデリシャス」が初めて植えられたのは 1920 年代。香り、歯
ごたえ、保存性の高さが注目を集め、主力の座についた32。ワシントン州のリンゴ生産
は 1978年から 82年にかけて積極的な新植によって増加した。その結果、1987 年、1989
年に価格が下落したが、1990 年、1991年に世界的に生産が減り価格が上昇、新品種を
中心にして栽培意欲が高まった33。2002 年の米国全体のリンゴ生産量は 85 億 5560 万
ポンドで、そのうちワシントン州が 51 億 5000 万ポンドを占める34。1989 年以降、ワ
シントン州の生鮮向けリンゴ出荷は 7000 万箱から 1000 万箱を維持し、同州産リンゴ
生産量全体の 4分の 3を占める。 
 米国全体では 36州で 7500 のリンゴ生産者に達し、おおむね 100 種類のリンゴを栽
培している。ワシントン州が筆頭で、ニューヨーク、ミシガン、ペンシルバニア、カ
リフォルニア、バージニア州が上位 6 州。米国は中国に次ぐ世界第二位のリンゴ生産
国だ。米国で生産する 4個に 1個のリンゴは輸出されている。輸出が大幅に伸びたの
は過去 10年間で、米国政府による検疫条件緩和に向けた働き掛け、業界団体の市場開
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拓努力が理由だxxii。主要市場はメキシコ、台湾、カナダ、香港などで、太平洋に面し
たワシントン州は、米国産リンゴ輸出の中心地である。 
 
第２節 市場環境の変化 
 
第１項 米国リンゴの需要供給の変化 
 米国の 1人当たりリンゴ消費量は 20世紀に入って緩やかに減少傾向をたどってきた
が、70年代に入ると、果汁消費量の伸びに押されて増加傾向に転じた。その後、1990
年代に入ると、再び停滞傾向を続けるようになった35。米国内の生鮮果実消費量は過去
30 年間に増加している。しかし、米国でも生鮮リンゴの消費量はほとんど伸びていな
い。これはブドウ、桃、プラムなど別の果実が、1980 年代半ば以降、従来の端境期で
ある 11月から 3月にかけてチリなどから大量に輸入されるようになったことが影響し
ているためである36。米国における生鮮青果物の輸入量は、消費者のし好の変化と北米
自由貿易協定(NAFTA)の影響で増加傾向にあり、生鮮リンゴ消費の伸び悩みは大きく
改善される見込みはない37。 
 米国ワシントン州のリンゴ業界は 1999年から 3年に渡りリンゴの消費拡大に取り組
んできた。ワシントンリンゴコミッションは、従来の 1箱当たり 25セントの分担金に
加えて、3年間に限定して 15セントを上乗せし、ワシントン産に焦点を当てたものだ
が、リンゴ消費拡大に向けて集中的な宣伝を行った38。米国内のリンゴ消費の停滞を、
広告宣伝を中心としたマーケティング活動の強化で乗り切ろうとしたものだった。し
かし、その後明確な効果は現れず、同コミッションは逆に負担が増えた生産者からの
不満にさらされた。 
第２項 海外市場の開拓 
 米国は、1970 年代以降、リンゴの輸出量を増やしてきた。生産量の 4分の 1が輸出
に回り、リンゴ生産の増加にもかかわらず国内の需給安定に貢献してきた。東・東南
アジアにおいては、リンゴの品質が低いことから、見栄えのする米国産リンゴが、こ
の地域の経済成長で生まれてきた中流層向けに浸透した。1970 年代までは東・東南ア
ジア向けの最大輸出国は中国だったが、1990年には見栄えが良く糖度の高い米国産リ
ンゴが同市場の 65％を占めるようになった39。ところが、1990 年代に入ると、米国産
リンゴの輸出数量は伸び悩んだ。1997年の通貨下落を契機に始まったアジア経済危機
は、とくに、台湾、フィリピンなどアジア圏の購買力を大幅に低下させた。生鮮だけ
ではなく、リンゴ果汁の場合、こうしたアジア向けの輸出が明らかに減少し、米国が
逆に海外果汁の輸入急増に直面することになった。 
 1999年 5月の調査時にワシントン州立大学のトム・ウォール教授は「改革開放の中
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                       
xxii米国リンゴ協会ホームページ「産業紹介」http://www.usapple.org/media/industry/index.shtml 
2003 年 7 月 29 日参照 
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で『ふじ』をはじめとした優良な品種への切り替えや、栽培・保存技術の向上が目覚
ましい。既に国際ジュース市場では競合しているが、生果の分野でも数年のうちに台
湾をはじめとするアジア市場で米国産の地位を脅かすのは確実だ」と指摘した40。圧倒
的な生産量と、距離の近さを武器に、アジア市場は中国産が席巻するという危機感は、
1999 年の段階でワシントン州のリンゴ業界共通の認識であった。実際、最大の輸出先
であった台湾向けの輸出量は 1997／98年の 113000 トンから、2001／02年の 74000ト
ンまで激減するなどアジア向けの輸出の減少傾向は著しい。 
 また日本市場には日本政府の検疫条件緩和を受けて 1995年 1月から米国産リンゴの
輸出が始まった。しかし、リンゴの品質が日本の消費者に受け入れられず、しかも、
検疫に必要なコストが 1箱(約 20キロ)当たり約 3ドルも必要となり、ワシントン州リ
ンゴ生産者の意欲は盛り上がらないまま41、2003 年夏の段階でほとんど輸入がされて
いない。 
第３項 中国産リンゴ果汁の流入 
 中国のリンゴ生産は、1990 年から 10年で 5倍に増えて現在 2000万トンを超え、世
界のリンゴ生産量の 4割を占めるに至っている。増加基調にある中国のリンゴ輸出は、
主にロシア、アジア市場に向けられており、2001／02年には 360052 トンとなったxxiii。
輸出量は中国のリンゴ生産量全体の 2％足らずであり、潜在的な輸出能力は高い。ウ
ォール教授によれば、栽培面積の増加だけではなく、農業経営の栽培意欲・技術の向
上、選果・加工・保存施設の改善、インフラの整備が中国のリンゴ生産の国際競争力
を飛躍的に強化したと指摘しているxxiv。中国のリンゴ価格は、国際価格に比べて 40％
安いとみられておりxxv、今後も中国産リンゴの輸出増が続く見通しである。国連食糧
農業機関(FAO)の統計によれば、1991 年の中国のリンゴ果汁輸出量はわずか 18トンだ
った。しかし 2000 年には 142000 トンに拡大し、01 年には 229000 トンとなった。現
段階で中国産リンゴ果汁に対する評価は、品質の上で先進国に比べて酸や糖度が低い
など、明らかに見劣りする42が、低価格を武器に市場を拡大している。 
第４項 米国のリンゴ果汁需給 
 米国のリンゴ果汁生産は、低価格の輸入果汁に押され減少している。1999／00年に
約 15万トンだった生産量は 2001／02年に 12 万トンまで減少し、さらに 2002／03年
は 1 万トン減る見込みである。果汁を中心としたリンゴの加工品向けの比率は、過去
10 年間、全リンゴ生産量の 20％程度を占めてきた。 
 もともと果汁向けリンゴ価格は生果向けよりも価格が安いが、近年は果汁向けのリ
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                       
xxiii 「Apple Situation in Selected Northern Hemisphere Countries」， FAS/USDA World 
Horticultural Trade & US Export Opportunities， November 2002 
xxiv 1999 年 5 月のワシントン州立大学 Wahl 教授とのインタビュー 
xxv 「Apple Situation in Selected Northern Hemisphere Countries」， FAS/USDA World 
Horticultural Trade & US Export Opportunities， November 2002 
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ンゴ価格は劇的な価格の下落に直面している。同大学名誉教授のオローク氏は、
1979-81 年に比べて 1999-01 年の果汁向け平均価格は 50％下がったと指摘している43。
こうした価格の下落は、果汁消費が伸び悩む中、低価格の輸入品が増えたことが最大
の原因である。米国の最大のリンゴ果汁輸入先はアルゼンチンであるが、今後、中国
に対するダンピング課税が撤廃され品質が向上すれば中国産の輸入が拡大する見込み
であるxxvi。 
 
第３節 活用のマーケティング戦略 
 
第１項 ワシントンリンゴコミッションの破たん 
 ワシントン州で 66 年にわたってリンゴ産業を代表していたアップルコミッション
は，2003 年 3 月末、連邦地方裁判所(ワシントン州東部)で存在意義そのものを否定さ
れかねない判決を受けた。連邦判事が「リンゴ農業経営が強制的に州全体のリンゴＰ
Ｒのために資金を徴集されるのは憲法違反だ」と断じた。同コミッションは、直ちに
活動を停止したが、そのご裁判所の和解で目的を国内の調査、教育、海外マーケティ
ングなどごく狭い分野に限定して、70 人以上いたスタッフ数も 10 分の 1 に減らして
活動を再開したxxvii。 
 従来、リンゴの消費拡大、業界へのＰＲ活動のほか、食品産業や学校給食、量販店
向けの専門マーケティングスタッフを抱え、ワシントン産リンゴのマーケティング活
動の主役であったコミッションの事実上の解体は、中小規模のリンゴ生産者にとって、
販売部門の強化など新たな負担を強いるものになる。販売先のスーパーはどんどん巨
大化している。中小規模の生産者の中には合併や提携を通じてマーケティング活動を
強化する動きもあるが、こうした対応ができない農業経営にとって生き残りは厳しく
なっているxxviii。 
 
第２項 生き残りのための品種転換を急ぐ 
 過去 20年間に米国のリンゴの小売り、生産者価格とも実質ベースで 20％低下した44。
しかし、この間の生鮮リンゴ消費量は伸びていない。1999年の調査においてワシント
ン州立大学のオローク教授(当時)は、こうした価格低下の中ので生産者が生き残りのた
めに採用した戦略の 1 つが品種の切り替えだと説明した45。ワシントン州を代表する
「レッドデリシャス」は他品種よりも高値で販売されてきたが、1985年を境に平均価
格を下回るようになった。1990年代に入るとさらに価格差は拡大し、歴史的な安値と
なった 1998年には生産者出荷価格で、「ふじ」「カメオ」などの優良な品種の半分ま
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                       
xxvi 2003 年 6 月のワシントン州の Leister 農業販売部長とのインタビュー 
xxvii AP and Reuters 報道 
xxviii 2003 年 7 月のワシントン州立大学 Wahl 教授とのインタビュー 
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で落ち込んだ。同州の調査によると、1986 年に「レッドデリシャス」は 75％の園地面
積を持っていたが、2003 年の段階で 48％まで減少したxxix。多くのリンゴ生産者は、競
うように新品種への転換を続けており、「レッドデリシャス」の比率は、今後も低下
する見込みだ。これに代わって「ふじ」「ガラ」「カメオ」「ブレバーン」のほか、
品種ではなくブランドである「ピンクレディー」などの比率が上昇する見込みである。 
 一方、ワシントン州最大手の選果業者、生産者であるステミルト社は、同コミッシ
ョンが活動停止して以来、元職員である 3 人のマーケティングスタッフを雇い入れた
ほか、他の選果業者を買収するなど、積極的な規模拡大を進めている。全米最大規模
の有機リンゴ、チェリー専用選果施設を設置した。業界全体の情報発信機能が低下す
る中で、自ら独自の情報発信を行うことで有利販売を可能にするという判断だ。これ
によって、より収益性の高い有機リンゴシェアを拡大し、質的な面でも経営の安定を
めざしているxxx。中国産をはじめとする安価なリンゴが国際市場にあふれる中、ワシ
ントン州の生産者は新品種への切り替え、特徴のあるリンゴ生産への転換などの対応
を急いでいる。 
 
第４節 新しいブランド戦略と情報共有 
 
第１項 「ピンクレディー」の挑戦 
 O’Rourke(2001)は主要な生産国のリンゴ品種別生産量の現状と 2010年の予測をまと
めている46。そのデータを元にしてグラフにまとめたのが図 1である。「レッドデリシ
ャス」「ゴールデンデリシャス」「グレニー・スミス」の 3 大品種に代表される伝統
的なリンゴは、2000 年に 46％を占めているが、2010 年には 41％まで地盤低下すると
見られている。一方で、「ピンクレディー」と「その他の品種」の合計は 2000 年に
606 万トン。それが 2010年には 726万トンに増産され、シェアもわずかながら上昇す
る見込みとしている。 
米国内と同じように、主要な生産国(中国を除く)でも、リンゴ品種の多様化が進んで
いる。世界のリンゴ販売は、1990 年代の中国の劇的な増産をきっかけにして、国際果
汁価格が下落するなど大きく変貌を遂げている47。このため中国を除く地域ではより高
値で販売できる生食用の比率を高めているが、生産者にとって一方で世界中で進む巨
大なチェーン小売店との対抗上、より付加価値の高いリンゴの販売が至上命題になっ
ているxxxi。こうした傾向は欧米ではもちろん、アフリカなどの振興産地でも進んでい
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                       
xxix 2003 年 6 月のワシントン州の Leister 農業販売部長とのインタビュー 
xxx 2003 年 8 月のワシントン州 Stemilt Growers 社販売担当の Tribble 氏とのインタビュー 
xxxi 2003 年 2 月の豪州リンゴ・梨販売会社(APAL)の常務 Durham とのインタビューで 
 豪 Outlook 会合で Durham 氏が「ピンクレディー」リンゴの講演を行った後、時間をとっ
て世界のリンゴ販売情勢を聞き取りした。「ウォールマートやテスコなどの流通寡占化が
進み、通常のリンゴを販売している限り、高値を得ることはむずかしい。「ピンクレディ
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る48。 
付加価値を高めようとする一つの流れは「ピンクレディー」「サンダウナー」「ジ
ャズ」など新しいリンゴのブランドが海外で急増している点だ。「ピンクレディー」
と「サンダウナー」は、それぞれ品種としてではなく、豪州のリンゴ生産者団体(APAL)
がブランドとして商標登録したリンゴである。それぞれの品種名は「クリプス・ピン
ク」「クリプス・レッド」である。その品種を栽培し、一定の品質基準を満たしたも
のだけを「ピンクレディー」「サンダウナー」として販売する仕組みであるxxxii。「ジ
ャズ」も同様にニュージーランドのリンゴ生産者団体 ENZA が生み出した品種であり、
商標登録したブランドであるxxxiii。詳しい技術内容やチェック条件などの情報は外部に
提供されない。あらかじめ契約した生産者のみが情報を共有することが許される。情
                                                                                                                                               
ー」のように知的所有権と情報を武器にして特別なリンゴの販売をおこなうことがこれか
らの課題だ」と述べた。 
xxxii International Pink Lady Alliance「Background」，
<http://www.pinkladyapples.com/about/about.html>，2008 年 4 月 28 日参照 
xxxiii ENZA「JAZZ」<http://www.enza.co.nz/templates/Enza/Page____756.aspx>，2008 年 5 月 2
日参照 
図 1リンゴ主要生産国(中国を除く)の品種生産数量（千ｔ） 
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報を囲い込むことによって、ブランドの価値を保つ戦略だ。 
図 1 にあるリンゴの上位品種「レッドデリシャス」「ゴールデンデリシャス」「グ
レニー・スミス」「ふじ」などは、いずれも品種として登録はあるが、古い品種であ
り制度的な保護はないxxxiv。「ピンクレディー」はこうした国際的なリンゴビジネス界
に、幅広い国で保護されている知的所有権の商標登録したブランドによる販売という
まったく新しい概念を持ち込んだものであるxxxv。 
「ピンクレディー」の概要を紹介する。なお、筆者と「ピンクレディー」の出会い
は 1997 年 1 月にベルリンで開かれた欧州の青果物専門展示会フルーツロジスティカ
で、派手な「ピンクレディー」の宣伝ブースを訪問した時にさかのぼる。最初は品種
ではなくてブランドという概念が理解できず、その後、連続して 3 年間フルーツロジ
スティカを訪れる中で、「ピンクレディー」のマーケティング戦略としての手法を理
解することができた。その後、「ピンクレディー」を栽培する豪州(2003)、南アフリカ
(2004)、米国(2004)の農業経営や関連団体を訪問し、調査した。 
表 5リンゴブランド「ピンクレディー」の経過 
1973  hybridization between Lady Williams and Golden Delicious by John Cripps apple 
breeder with WA department of agriculture 
1978 – 1983  selection of promising seedlings for further trial and evaluation 
1984  Cripps Pink selected for limited commercial trials in SW of WA 
1986 – 1990  research on Cripps Pink apple variety continues 
1994  Pink Lady trademarks applied for in 16 international countries including USA, 
Europe and several Asian countries 
1995  Formation of Australian Pink Lady Steering Committee 1996 Australian Pink Lady 
Steering Committee international study tour 
1996  International partners meet in Freemantle to discuss formation of International 
Alliance 
1998  Pink Lady trademarks transferred to APAL, exception of USA 
1999  International Pink Lady Alliance formalized with International membership 
2001  International Pink Lady Alliance Ltd established as a company limited by guarantee 
1998 – 2003  APAL establishes international trademark user network  
Jon Durham(2003)から渡された資料「Pink lady-More than just an apple」(ppt ファイル)から引用 
表 5にあるように、「ピンクレディー」は 1973 年に西オーストラリア州政府の農業
試験場でジョン・クリップスが「レディー・ウイリアムス」と「ゴールデンデリシャ
ス」を交配して作成した「クリップスピンク」が下敷きだ。1994年に「ピンクレディ
ー」として欧米、アジアの 16カ国で商標登録。翌 1995 年から豪州ピンクレディー執
行委員会を結成し、ブランド販売を本格的に始めた。ロンドンを中心とした欧州で人
気が出て、ドイツやフランス、イタリアなどで販売が拡大した。 
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                       
xxxiv農林水産省(2007)「農林水産業・食品産業における知的財産の創造・保護・活用につい
て」(農林水産省知的財産戦略本部事務局)，p 23 
xxxv The Independent 2007 年 10 月 19 日付「Food and Drink」, 
<http://www.independent.co.uk/life-style/food-and-drink/features/pip-pip-hooray-a-celebration-of-th
e-british-apple-397305.html>，2008 年 5 月 3 日参照 
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「ピンクレディー」栽培に対する権利は Apple and Pear Australia Limited (APAL)が所
有し、各国の生産者は協会をつくり、APAL に対し「クリプス・ピンク」苗木生産と
商標使用に対し一定の使用料を支払うシステムになっているxxxvi。「クリプス・ピンク」
を生産した農業経営は、APAL が定める一定の品質基準に基づいて合格したリンゴの
みに「ピンクレディー」の商標ブランドをつけて販売することが可能である。マーク
の表示方法などは厳しく「Pink Lady Brand Manual」によって規制される。販売国によ
って微妙に異なるマークの使用ルール、他のブランドとの共有の禁止などが細かく定
められ、違反に対しては除名や罰金などの処分が科せられる仕組みだxxxvii。 
アジアや北米を含む国際的な活動が本格化したのは国際ピンクレディー連盟
(International Pink Lady Alliance、IPLA)が結成された 1999年以降である。わが国では
2006 年 3月 1日 企業組合(法人）日本ピンクレディー協会設立が設立されたxxxviii。 
協会に加盟する生産者が「ピンクレディー」ブランドを使用する条件として第 1 に
求められるのは最低品質基準。IPLA の定めに従ってローカルの組織(日本の場合には
日本ピンクレディー協会)の指導を受け入れ、出荷の際には 5％の抽出検査を行うこと。
第 2 にはブランド使用の具体的な方法も IPLA の定めに従ってローカル組織の指導を
条件とする。そして第 3 に出荷する「ピンクレディー」13 キロ当たり 65 米セントの
プロモーション費用を支払うことが条件だ。 
集めたプロモーション費用は、徹底的に「ピンクレディー」に特化した宣伝に投資
された。従来のリンゴのイメージを打ち破るため、数多くの欧州の高級女性誌に広告
を掲載したり、ピンク色に塗った車をロンドン市内で走らせたりするなどの大胆な情
報発信で、メディアを通じて「ピンクレディー」の名前を浸透させることに成功した
xxxix。筆者が初めて「ピンクレディー」の存在を知ったベルリンのフルーツ・ロジステ
ィカの会場にはピンクの派手なドレスを着た女性が笑顔を振りまいていた。元々の品
種である「クリップスピンク」は優れた食味と保存性、それにその名の通り果皮のピ
ンク色に輝く美しさが特徴だが、リンゴはリンゴである。それを、「たんなるリンゴ
じゃない(More than just an apple)」というコピーに載せて消費者の意識にすり込むため、
既存の果実業界とは異なる PR を繰り広げたのが特徴である。 
「ピンクレディー」の成功を受けて、まったく同じスキームの「サンダウナー」が
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                       
xxxvi日本ピンクレディー協会「ピンクレディーとは」 
<http://pinklady-japan.com/pnklady1.html>，2008 年 5 月 2 日参照 
xxxvii International Pink Lady Alliance「Background」，
<http://www.pinkladyapples.com/about/about.html>，2008 年 4 月 28 日参照 
xxxviii日本ピンクレディー協会<http://pinklady-japan.com/pnklady1.html>，2008 年 5 月 3 日参照 
xxxix Durham 常務とのインタビュー(前述)で 
英国内の「ピンクレディー」の小売価格は、1 キロ当たり 3.29-1.99 ポンドで、「クリップ
スピンク」の同 1.79-1.19 ポンドを大きく上回り、ブランド効果が明らかに出ていると説明
した。 
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APAL で始まったほか、ニュージーランドの果樹団体 ENZA も「ジャズ」リンゴの商
標登録ブランドとしてプレミアムに限定した販売を始めている。「ピンクレディー」
が各国に組織を作って国際協調で情報管理と発信をコントロールする方式をとってい
るのに比べると、「ジャズ」の場合、あくまでもニュージーランドの ENZA が主導権
をとって欧州や北米での生産までコントロールしている違いはあるが、いずれも商標
登録ブランドを確立し、その情報を消費者まで浸透させて有利販売を狙っていること
は共通する。 
 
第５節 小括 
わが国の生鮮リンゴ 1人当たり購入数量は 1980年から 1992年までの 12年間に平均
5 キロ前後で横ばい傾向であったが、1993年をピークに減少し、1997年から 4キロ台
で横ばい傾向であるxl。わが国のリンゴ栽培は、第 2次大戦後「紅玉」「国光」を中心
に 1960 年代にリンゴ 100 万㌧時代を迎え、その後デリシャス系の増加を経て、80 年
代後半から「ふじ」全盛の時代を迎えている。大衆品種「レッドデリシャス」の人気
が低下し、多様な品種構成に転換せざるを得なかった米国のリンゴ産業の経験は、き
わめて示唆に富む。植物防疫上の制約もあって海外からの生果輸入がほとんどなく、
国内市場の大半を伝統的に国内産地が分け合ってきたわが国のリンゴ業界は、中国や
南半球の産地の増産というダイナミックな市場の変化に取り残された側面がある。リ
ンゴ果汁の輸入が 1990 年から始まり、1993 年のニュージーランド、1994 年の米国リ
ンゴの輸入解禁、さらに WTO における米国による一層の検疫規制の緩和要求などを
考えると、わが国においても新しいマーケティングの方向を打ち出すことが求められ
ている。さらに、青森県を中心に台湾向けなどのリンゴ輸出が本格化する中で、国際
市場の変化を正確に読み取ることが欠かせない。 
 主要なリンゴ生産国が従来の品種販売だけではなく、知的財産を活用し、情報の発
信を通じて有利なマーケティングを進めていることは参考になるだろう。「ふじ」な
どの主力品種で品質向上やコスト削減が必要だとしても、高級な商品を求める消費者
のニーズに訴えられる商品の開発が必要だ。カギを握るのは、品種や商標登録などの
知的財産権を抑えた上で、商品の優れたブランド性を消費者に情報発信することであ
る。 
政府は 2002年、わが国の産業全体の競争力を高めるため、知的財産の保護と活用を打
ち出した(表 6)。これを受けて農林水産業・食品産業分野でもブランド化とそれを利用
したマーケティングの重要性が理解されつつある。 
農業の分野でブランド化推進については、多くの都道府県が積極的であるものの、
実施支援体制をみると現実には、知識や経験が不足し、現場の要求に応えられないケ
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                       
xl 「家計調査年報からみたりんご消費の動向」，青森県企画振興部統計課，2001 年 10 月 
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ースが大半 である。こうしたジレンマを打ち破るために、海外も含めた豊富な情報を
収集し、消費者に向けた発信することのできる人材の育成が必要となる。 
表 6政府としての「知的財産」推進の取り組み 
2002年 2月 小泉首相の施政方針演説において、「研究活動や創造活動の成果を、知
的財産として、戦略的に保護・活用し、我が国産業の国際競争力を強化することを国家
の目標とする」と表明。 
2002年 3月 総理を本部長として民間有識者を加えた「知的財産戦略会議」を設置。
同年 7月に「知的財産戦略大綱」をとりまとめ。これを受け、同年 12月に「知的財産
基本法」を制定。 
改革の第 1期（2003 年～2005年） 商標法、種苗法の改正など基本的な制度改革と、
産学官の協力体制の整備を中心に実施。2006 年からの第 2期は、「世界最先端の知財
立国を目指す」との目標の下、改革の実効を上げ、国際競争力強化につなげる施策を行
うこととしている。 
「農林水産業・食品産業における知的財産の創造・保護・活用について」(2007 年 7 月)、農林水産省知的
財産戦略本部事務局作成から編集して引用 
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第５章 メディアを活用した農産物マーケティングの一考察 
 
第１節 研究のねらい 
 
 わが国の 2007年の日刊新聞発行部数は 52028671部で、1世帯当たり 1.01部になるxli。
アナログテレビでは 2005年度末時点では、全国の約 9割の世帯で 4チャンネル以上の
視聴が可能となっているxlii。農村部へのインターネットの普及も進んでいるものの、
新聞、雑誌、テレビ、ラジオなどのマスメディアの影響力を利用した農産物マーケテ
ィングの効果は大きい。 
農産物でブランドを「育成」する際の広報手段として森嶋(2006)は、4つの手法があ
るとした上で、ブランド化されている「夕張メロン」のマーケティングの中で、広報
PR(Public Relations)が中心的な役割を果たしてきたことを明らかにしている49。商品、
または企業のブランド化によるメリットには、「他社の製品等と同価格であっても、
より多くの製品等の販売・提供ができる」というものがあるxliii。ブランド力を高める
ために、一般大手の食品メーカーは毎年、テレビコマーシャルや新聞広告など大量の
マスメディア広告を活用するが、地方に分散し大手企業に比べて規模が零細な農産物
の出荷者が多額の資金を投入することは事実上むずかしい。 
前述の森嶋は夕張市農協が行ってきた初セリ前にテレビ、新聞への情報提供など、
広報に力を入れてきたことを紹介している。マスメディアに対して働きかけを行うこ
とによって「報道」のかたちで農産物のブランド情報を発信することは有効な手段だ
が、メディア側がすべての産地のすべての取材の要望を受け入れることは困難である。
ほとんどのメディアは、突発的な事故や事件を除き、日常的に多数の情報源の中から、
ニュースにふさわしいと考えられる情報を選択し、取材し、整理して報道する作業を
繰り返す。 
筆者が勤務する日本農業新聞を一例にニュースとなる情報選択のプロセスを確認す
る。同新聞は日本農業新聞社(東京)が日刊で発行し、部数が 37万部。部数で言えば、
県紙上位の神戸新聞 56万部、新潟日報 50万部（いずれも日本 ABC 協会資料）などに
次ぐ規模の新聞メディアである。農村部を中心に全国で宅配されている。本社の編集
局には取材部門として農政経済部(農政、経済、JA、国際、流通、消費、市況など)と
生活文化部(営農、技術、生活、文化、女性、子どもなど)、ニュースセンター部(統括、
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                       
xli日本新聞協会(2008)「新聞の発行部数と世帯数の推移」<http://www.pressnet.or.jp/>，2008
年 4 月 13 日参照 
xlii総務省(2007)「平成 19 年版情報通信白書」，
<http://www.johotsusintokei.soumu.go.jp/whitepaper/ja/h19/index.html>，2008 年 4 月 14 日参照 
xliii  経済産業省 2002「ブランド価値評価研究会報告書」
<http://www.meti.go.jp/report/downloadfiles/g20624b01j.pdf>，2008 年 4 月 14 日参照 
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地方)、写真部があり、7支所、2支局、2駐在の記者と協力して取材する仕組みだxliv。
規模の大小はあっても、一般の全国紙、地方紙と組織構成は共通する。 
基本的にはいずれの部も毎週、同じ作業を行う。毎週月曜日の午前中に、前週まで
に集めた当該週の行事、テーマ，分担などの情報を各担当グループ内のミーティング
で検討し、取り上げるテーマを決める。その後、月曜日夜には各部に複数いるデスク(出
稿責任者)・キャップ(取材現場責任者)会議で、部全体の取材方針を決める。火曜日の
午前中には部を横断するニュースセンター・デスク会議を開き各部の報告に基づき、
日本農業新聞全体の取材内容を確認するという段取りだ。多少の違いはあるが、多く
のメディアのニュース取材の仕組みは共通する。したがって、ブランド化のために情
報発信をし、メディア報道を実現するには、この一連の編集作業の最初のステップで
ある選択作業のいずれかに、情報を売り込むことが必要となる。 
 
第２節 寒河江の農業 
山形県寒河江を 1998年に調査したのは、農村開発企画委員会が行った農村整備・活
性化方策検討調査の一環で「農村地域における活性化のための情報提供等に関する調
査報告書」をとりまとめるためである。山田は「農業と情報発信」というセクション
を担当し、その中で、当時、農業団体としてメディアで多く露出している JA さがえ西
村山の活動に焦点を当てた50。例えば 1997 年のサクランボのシーズンには 6月 10日の
NHK など 6つの放送局、11日付の 5紙(朝日、読売、山形、産経、日本農業)、12日の
日本テレビ系「ズームイン」、その後も河北新報、サンケイスポーツ、テレビ朝日、
TBS など主要なメディアで寒河江のサクランボが取り上げられた。同年 7月に入ると
今度はブルーベリー園の話題が、毎日や朝日、読売，日本経済などの新聞に掲載され
る。 
こうした情報発信の「仕掛け人」であり、観光と農業を結びつけたユニークな商品
づくりを展開し、寒河江に定着型観光を導入する際に主導的な役割を果たした工藤順
一(当時 JA さがえ西村山生活部長)にインタビューを行い、その中から、どのような手
法によってマスメディアを中心とした情報発信を可能にしたのかを調べた。工藤はそ
の後、2004 年 11 月に首相官邸が開いた観光立国推進戦略会議で、「観光カリスマ百
選」に挙げられている。 
 調査の目的は、農業と情報化のあり方を検討する上で、ハードウェアだけではなく
て実際の農業経営や地域振興に情報発信を役立てている事例を取り上げて分析するこ
とにあった。山形県寒河江市と JA さがえ西村山は、農業に関連し、地方都市としてメ
ディア露出度が非常に高い。地域の農業を前面に出して観光客を誘致し、農産物販売
と農業経営収入の増大を目指してきた。その経過と教訓を調べた。寒河江市役所商工
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                       
xliv日本農業新聞(2007)「Media Data」 
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観光課、農林課と JA さがえ西村山が主な対象だ（調査日時：1999 年 1月 6、7日）。 
 山形県寒河江市は、県中央部の村山盆地の西部に位置し、県都山形市からの距離は
20 キロメートルであるxlv。市の南東部を日本 3大急流の 1つである最上川、中央部を
寒河江川(最上川の支流)が西から東へ流れている。気象は、盆地性気候であるため、年
較差・日較差が大きく、果樹等の栽培に適した気象条件といえる。また、冬には積雪
が平担部で 50センチメーター程度、北部の山間部は、3メートル程度に達する。 
1995 年 10 月当時の市の総人口は 42805 人である。1991 年に東北横断自動車道酒田
線の宮城県村田～寒河江問が開通し、1992年に開通した山形新幹線が山形-東京間を 2
時間 30分で結んでいる。また、山形空港が、市の中心地から直線で 8㎞程度に位置(東
根市)している。このように、同市は近年、高速交通体系が飛躍的に整備され、都市と
の交流や農産物等の物流等、観光農業を進める上での条件が整ってきている。 
 寒河江市の総面積は 13910ヘクタールであり、その内農用地が 3210 ヘクタール、山
林 7050ヘクタールで、農用の内訳は水田が 2030ヘクタール、普通畑 210ヘクタール、
樹園地 950ヘクタール、牧草地 20ヘクタールである(1995 年)。総農家数は 2850戸で、
1990 年から 197戸(65％)の減少であった。なお、農家率は 26．3％である。寒河江市の
農業は稲作と果樹を基幹としながら、野菓、花き、畜産を加えた複合経営が主体であ
る。米価の低迷や転作の強化により、山形県の農業粗生産額が近年減少する中にあっ
て、本市は、転作等により米の粗生産額の減少を果樹、野菜、花きの振興によって吸
収、カバーしている。そして、県内有数の高品質生産地帯であり、とくに、サクラン
ボは、日本一の産地として自称し、バラは、販売額東北一である。その他にも、リン
ゴ、食用菊、ネギなど、産地化が図られ園芸が盛んである。さらに、「観光さくらん
ぼ園」等の観光農業に対する取り組みも行われている。 
 水田とサクランボ、リンゴなどの果樹生産が中心の寒河江市は、昭和 40年代から水
田転作、地域のサクランボ缶詰加工会社の倒産などから新しい農業振興の柱を探して
きた。そこで加工用サクランボ生産中心からより付加価値の高い生食用サクランボ産
地への転換が打ち出された。農協が中心となって市場出荷を推進し、東京市場などで
高い評価を得たが、農業経営の高齢化、人手不足が深刻となった。そこで新しい方向
として自ら販売価格を決められ、収穫作業も軽減できる観光農業に注目。1979年に寒
河江市、農協、観光協会による寒河江市観光果実産地直販者協議会が生まれた。 
 昭和 40 年代から個人のサクランボ直売所が市内の国道沿いに点在していた。しか
し、サクランボの収穫時期が約 20日と短く、農業経営の所得向上、地域振興という点
では不十分だった。また、この地帯は蔵王、上山、天童などの有名な観光温泉地を周
辺に抱え、観光資源に欠けているという見方が地元では一般的だった。さらに、道路
の整備が遅れ、「関東や山形からくると、地勢的にどんづまりになってしまう」(寒河
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                       
xlv第 47 回全国農業コンクール＝1998 年 7 月＝発表要旨などから引用 
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江市)ほか、宿泊施設の整備が遅れていたため、旅行代理店などが観光客の送り込みに
消極的だったという事情もある。 
 1981年に国道 112号月山新道と国道 286号笹谷トンネル開通、1984年東北新幹線、
1986 年国道 112号寒河江バイパス伸張、平成元年山形自動車道(山形-寒河江間)開通な
どが相次ぎ、寒河江市の観光新興の条件が整い始めた。そこで行政、JA、生産者、JR
などが集まって 1984年、周年観光農業推進協議会を組織した。サクランボだけではな
く、年間を通して観光客を誘致し、農業振興に役立てようというねらいだった。同協
議会の事務局は寒河江市農協(当時)が担当した。寒河江市役所によると、市が事務局に
なると、市職員の定例人事異動にともなって協議会の態勢が弱くなってしまうことや、
行政という性格から機動的な活動がむずかしくなるという判断があって民間機関であ
る農協に事務局を置いたという。 
 当時、農協内には「観光客相手の直販を行うと、せっかく築いた市場向けの共販体
制が崩れてしまう」という消極的な声もあったが、サクランボの増反を進めることに
よって、市場向けと観光向けの両立を目指すことで一致した。水田転作作物としてサ
クランボを推進し、施設化も進めた。1987年からは 1992 年までにサクランボを 80ヘ
クタール新植した。 
 同協議会のシステムは、観光農業窓口を一本化し、定期的な検査制度によるサービ
スの品質管理などに力を入れていることが特徴だ。その拠点となるのが総敷地面積 22
ヘクタールのチェリーランドだ。道の駅としての認定も受け、年間 170 万人が立ち寄
る。土産物販売コーナーや飲食スペースの他、イベント会場などもあり、特産のアイ
スクリーム売り場では有名な「ゴマアイス」「バラアイス」など 80 種類以上で年間
40 万個以上、1億円もの売り上げとなっている。 
 
第３節 農業振興とメディア戦略 
 
第１項 情報発信の経過 
 寒河江市、JA さがえ西村山の周年農業観光の取り組みのなかで一番注目すべきは売
り込みの努力だ。昭和 40 年代から 50年代にかけて「首都圏などで寒河江という名前
の知名度はほとんどなかった。寒河江出身者も、寒河江ではなく『山形出身』と言わ
ざるをえなかった」と寒河江市商工観光課の工藤恒雄観光物産係長は指摘する。その
寒河江の農業観光を首都圏や仙台で果敢に販売し始めたのが寒河江市農協(当時)の工
藤順一である。その具体的な経過は「観光農業は感動のドラマ-JA さがえ西村山観光
農業課長工藤順一奮闘記」51に詳しいが、工藤を中心とした周年観光農業推進協議会の
メンバーが、文字通り徒手空拳で首都圏の旅行代理店やメディアを訪ね、「寒河江」
を売り込んだ経緯を振り返っている。 
 工藤順一は、筆者とのインタビューの中で、1984年の周年観光農業推進協議会発足
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後、最初に都内の大手旅行代理店 K社を訪問した際のエピソードを「観光と農業を結
びつけて都会の消費者を呼び込むことの可能性をどんなに説明してもまったく相手に
してもらえなかった。ほとんど、門前払いに近かった」と語っていた。 
 旅行代理店の協力がむずかしいため、周年で観光農業のプログラムを作成し、その
情報をメディアを通じて発信し続け、消費者を呼び込むことにした。 
第２項 メディア露出度の向上 
表 7および図 2は 1997度
の寒河江市周年観光農業
推進協議会の総会(1998年
3月 24日)で配られた資料
の一部である。表 7 の平
成 9 年度(1997 年度)のメ
ディア露出一覧表による
と、1997 年 4 月 1日。フ
ジテレビで早朝番組から
リレーで寒河江のサクラ
ンボハウスが取り上げら
れている。雑誌の 5 月号
では「旅の友」「JR 東日
本」「最上」「農林中金総合研究所」などに寒河江が取り上げられている。観光サク
ランボ園がオープンした 6月 11日には朝日、読売、産経、山形、日本農業が報道史、
翌日の日本テレビ「ズームイン朝」は生中継で寒河江のチェリーランドから伝えた。
サクランボの時期に限らず、リンゴや雪中イチゴ狩りなど、年間を通じて紹介されて
いる。テレビ、雑誌、新聞などのメディアへの露出度では群を抜いていると言えるだ
ろう。 
 観光農業の入園者数・売上高は年々増加し、図 2のように売上高は 9億円を超える
ようになった。また、宿泊客も増え、地域の観光業界にも大きな恩恵をもたらしてい
る。メディアでの露出度の高さがこうした観光客の増加の背景にあると見られる。 
第３項 小括 
 多くのメディアへの露出について、インタビューの中で寒河江市役所の工藤恒雄、
JA さがえ西村山の工藤順一とも、メディアとの特段のつきあい方の決め手はないと話
している。 
「メディアに宣伝してもらうだけの経費はない」だけに、「いかにして寒河江と仕事
をすれば安心か」という気持ちを植え付けられるかどうかが大切だと両氏は強調した。 
具体的にはメディア側が出す要望には市ぐるみで誠心誠意応えることが大切だとい
う。 
図 2 周年観光農業の入園者数・売上高の推移 
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工藤順一は次のようなエピソードを紹介した。 
「テレビの映像のため、取材している間、農園の横の農道の通行をストップして欲
しいと言われれば、関係機関や土地改良区、地元住民組織に直ちに連絡して対応する。
そこで『むずかしい』と言えば、それでおしまいになる。とにかく誠意を持って走り
回る。もし、結果的に実現しなくても、相手側は熱意を理解してくれる。ニュースに
なりそうな素材があるときには、つきあいのあるすべてのメディアに公平に情報を提
供する。東京の大きなテレビ局だけではなくて、地元のメディアも大切だ。当たり前
のことばかりだが、メディアでの露出度が増え、地元住民の間にも『寒河江をもっと
よく知ってもらいたい』という気持ちが高まり、協力を得やすくなってきた」 
たんに行政や JA など一部の機関だけが力んでもだめで「住民全体で情報をメディア
に売り込むような姿勢が必要だ」と同市役所の工藤恒雄氏は説明している。 
 JA さがえ西村山は組合員が 15000 を超える大型農協である。農産物の年間販売高は
約 150億円。周年農業観光とは直接関係はないが、地域住民に対して 1994 年度からア
グリヘルパー(補助労働)の募集のちらしを全戸配布している。サクランボとリンゴの作
業が重なる時期の人手確保が目的だ。2 万枚以上を新聞折り込みで配布しているが、
この人材募集もテレビやラジオ、新聞がニュースとして取り上げるため、ちらしその
ものよりも、こうしたニュースを見て応募してくる人たちが多いという。毎年 200 人
以上が同 JA に問い合わせをしてくるようになったという。メディア露出の多さによる
副産物と理解できる。 
寒河江市、JA さがえ西村山がどのようにしてメディア露出を増やしたのか、その戦
略を説明する文書はなかった。観光カリスマに選ばれた工藤順一のパーソナリティー
に依存した部分が多いように思えた。今後、こうした「成功事例」に対して、インタ
ビュー、事例調査、コンタクトを受けた側のメディアに対する調査を行うことで、農
産物マーケティングとしての広報戦略の分析を行うことが必要となるだろう。 
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表 7 平成 9 年度 (1997 年 )のマスコミ露出一覧表  
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第６章 海外メディアへの情報発信と国産農産物輸出 
 
第１節 日本農業の情報発信 
1958年の初来日以来、日本農業について研究を続けた農業経済学者でフロリダ大学、
龍谷大学名誉教授のジェームス・シンプソンは、日本の農業分野が抱える緊急課題の
1 つとして、海外に対するイメージの改善の必要性を指摘した。2002 年に発行した書
籍「これでいいのか日本の食料」で「世界中で考えられているほど豊かではない自分
たちの日常生活、農業の現実、そして日本人の権利など、語るべき点は多いはずだ。
さもないと，今度の WTO 交渉によってたいへんな災難が日本人に降りかかることに
なる」と指摘した52。日本経済は世界第 2位の規模を誇りながら、国際社会の中で、稲
作を柱にした日本の農業や食料の姿が正確に海外に伝えられていないという点を、日
本をよく知る米国人の立場から問題提起したものだ。その上で同氏は「私は少人数の
ジャーナリストグループを日本に招くことが最初に行われるべきだと考えている」と
同書の中で提案している。日本の農村をジャーナリストグループが実際に訪れ、報道
するメディアを通じて日本の農業と食の現状を伝えることが、日本農業の情報を国際
社会に発信する上で効果的だというのが理由だ。 
国際農業交渉の場では、各国が自国に有利なように議論を進めようとする。WTO 農
業交渉で日本政府は、欧州連合、スイス、ノルウェー、韓国と連携して、多面的機能
フレンズを組織し、非貿易的関心事項を武器にして、農産物輸出国側の野心の高い市
場開放、農業支持の削減に対抗しようとしてきた。実際、WTO 農業交渉で日本政府が
提出した日本提案で、第 1の柱には「農業の多面的機能」が盛り込まれている。だが、
国際的な議論を行う上で、各国で受け止めている多面的機能の内容が異なるため、議
論がかみあわないことがある(作山 2006)53。とりわけ、欧米の畑作を中心とした農業と
日本を含むアジアの水田中心の農業とはスタイルが異なるが、欧米の人たちが稲作に
関する知識や情報が少ないのは明らかだ。 
例 え ば World Wildlife Fund が 発 行 し た 書 籍 「 World Agriculture and the 
Environment(2004)」は、570ページにわたって主に世界の作物別の生産および流通に関
連した解説をしているxlvi。このうち、作物（Wood Pulp を含む）は 69ページから 459
ページまでの間に 18品目を数えるが、コメはわずか 20ページに過ぎず、残りは小麦、
トウモロコシ、ソルガム、大豆、茶、コーヒー、バナナ、オイルパーム、オレンジ、
タバコなど畑作物である。同書によると、コメは 1品目としては最大の生産価値(生産
者段階)の 1059 億 7000 万ドルを持っているものの、9割以上の生産と消費がアジアに
集中している。このため、日本などアジア以外では、一般国民が水田を見る機会はき
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                       
xlvi World Wildlife Fund(2004)「World Agriculture and the Environment」(Island Press) 
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わめて少ないという特徴がある。 
稲作の多面的機能を国際交渉などの場で議論をする際の基盤となる情報、知識が、
広く海外の国民全体に共有されていることが望ましいのは言うまでもない。前掲のよ
うに、シンプソンが「たいへんな災難」と表現したのは、情報が不足することで議論
が十分に行われず、日本の主張が説得力を持たず、国際交渉の場で大幅な市場開放が
合意される可能性のことだ。主要な欧米を含めた世界各国で水田を中心とした日本農
業の情報を共有させる努力が求められている。日本の国土の特徴のもとで長年にわた
って自然と調和を図ってきた農業の多面的機能を、海外に情報発信させることの大切
さは、多くの科学者が共通して認識している。 
科学者を代表する日本学術会議が 2002 年 9 月にまとめた「日本の計画 Japan 
Perspective」では、日本の国土の特徴として山岳国で、広く火山灰土に覆われており、
地盤が弱い。一方で河川は急流が多く、大雨を伴う台風の襲来もしばしばであるため、
いつ崩壊するかもしれない危険な場所が多いことを指摘。その上で「このような国は
世界的にも珍しい」と特殊性を強調しているxlvii。さらに、「今後は自然条件、農業形
態、地域形成の差異、多面的機能と発現機構およびその価値評価の地域性、歴史性等
について、他の国や地域とより深い共通認識へと至ることが期待される」として海外
との情報共有の必要性を強調している。日本農業や食の情報を海外に発信することの
必要性が強調されるのは、これまでの試みが十分ではなかった面があるからだ。 
日本に滞在する外国人ジャーナリストを対象に情報提供をしている公益法人のフォ
ーリン・プレスセンターは、政治、経済、社会，文化にわたる背景説明会(ブリーフィ
ング)を不定期で実施している。同センターのウェブサイトによると、2001 年 6 月 29
日から 2006年 6月 21日の間に 96回開かれたが、それぞれの説明文に「農」の文字は
含まれない。つまり、農業をメーンテーマにした情報発信はこの間に行われていない
ことを意味するxlviii。 
西欧とは異なる水田農業の特徴を、海外の専門家を日本に招くことを通じて国際社
会に発信するという試みは、農林水産省の外郭団体の中では国際農林業協働協会
(JAICAF)が担当している。同協会が実施する国際相互理解・食料農業情報等調査事業
の目的と概要は「わが国における食料・農畜産業の実情等について，海外諸国の理解
を深めるために要人を招聘するとともに、食料農業事情の動向について情報を収集・
提供して、国内における理解を促進することを目的とした諸事業を実施しています」
と説明されているxlix。招く対象は「ジャーナリスト」に限定していないほか、予算の
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                       
xlvii日本学術会議(2002)「日本の計画 Japan Perspective」
<http://www.scj.go.jp/ja/info/kohyo/18pdf/1852.pdf>，2008 年 4 月 19 日参照 
xlviii フォーリン・プレスセンター「ブリーフィング情報」
<http://fpcj.jp/old/j/mass/briefing/index.php>，2008 年 4 月 19 日参照 
xlix国際農林業協働協会「事業概要」<http://www.jaicaf.or.jp/activities/index_2.htm>，2008 年 4
月 19 日参照 
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制約から 2007年度には 1人も招へいしていない。 
また同協会は、1983年以降、海外のジャーナリスト向けに月刊の英字ニュースレタ
ー「Japan Agrinfo Newsletter」を発行してきたが、2008年 4月 19日現在でウェブサイ
トをチェックすると、2007 年度は 12 月号以降が発刊されていない。最終号の
Vol25-number3-4 で は 主 要 な記 事 の一 つ とし て 「 Asia-Pacific Water Summit: 
Multi-functionality to be Appealed to Avoid Reduction of Agricultural Water」と題した記事
を紹介しているが、これは 12月 5日付で日本農業新聞に掲載された山田優が執筆した
解説記事「アジア・太平洋水サミット/農業用水の削減警戒 多面的機能訴え必要」の
英訳版であるl。日本農業にかかわる情報を英訳して海外メディアに提供するというコ
ンセプトは評価できるものの、日々の情報を素早く伝えることを業務にしているジャ
ーナリストにとって、3 カ月以上前の情報が提供されたとしても役立つとは考えにく
い。「Japan Agrinfo Newsletter」が日本農業の情報発信に有効に機能しているとは言え
ないだろう。 
第 3章で紹介した農政ジャーナリストの会は 1990 年に大阪で「21 世紀の地球は？ 
 食料は？」のテーマで国際農業ジャーナリスト・フォーラムを開いたli。約 20人の海
外ジャーナリストたちが、関西地区を中心とした農業地帯を訪問し、来日したジャー
ナリストが意見交換会を開いたが、参加者がどのようなかたちで自国内で報道を行っ
たかを示す資料は残っていない。 
 
第２節 IFAJ と日本大会開催 
海外メディアを通じて日本農業の情報を発信するという意味では、かつて例を見な
い試みが 2008年 9月に行われた。農政ジャーナリストの会は、2004年 5月の総会で、
国際農業ジャーナリスト連盟(IFAJ)の第51回世界大会を2007年に日本で開催すること
を正式に決めた。その後、実行委員会(委員長＝木村尚三郎東大名誉教授、後に今村奈
良臣東大名誉教授に交替)を立ち上げ、宮城県、東京農業大学の協力を得て 2007 年 9
月に海外から 184 人の参加者を集めて大会を実施した。大会開催の趣旨および実施報
告書は下記の通りであるlii。まさに畑作中心の欧米の農業とは異なる日本の農業の特徴
を専門ジャーナリストに取材してもらい、海外に情報発信することを目的としていた。 
IFAJ は世界 29 カ国の農業ジャーナリスト組織が加盟し、3000 人以上の農業を担当
するジャーナリスト、コミュニケーターで構成されるliii。欧州で約 50年前に発足し、
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                       
l 「Japan Agrinfo Newsletter」<http://www.jaicaf.or.jp/publications/index_3.htm>，2008 年 4 月
19 日参照 
li農政ジャーナリストの会編(1991)「21 世紀の地球は？ 食料は？」，農山漁村文化協会 
lii農政ジャーナリストの会「IFAJ 日本大会の概要」
<http://www.jaja.cside.ne.jp/congress/outline.pdf> 2008 年 4 月 13 日参照 
liii The International Federation of Agricultural Journalists’ <http://www.ifaj.org>，2008 年 4 月
24 日参照 
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その後北米、オセアニア、アフリカなどに広がった。日本は農政ジャーナリストの会
が 1971年に準会員として IFAJ に加盟し、1988年に正式会員となった。毎年、加盟国
内で世界大会を持ち回りで開いている。大会は各加盟組織の独自予算で実施され、大
会参加者の登録費と協賛金などでまかなわれる。2007 年の日本大会の際の IFAJ 会長
はアイルランドのデービッド・マーキー氏。日本からは山田優が 2003 年から IFAJ ア
ジア担当副会長を務め、IFAJ 日本大会の事務局長となった。 
IFAJ に加盟する各国の農業ジャーナリストの団体は、農業、食の専門知識を持つジ
ャーナリストグループが集まって組織されている。主要メンバーの一つである米国の
場合、米国農業編集者協会は米国内の産業別など業界を区切って組織されているジャ
ーナリスト団体としては、最も歴史が古く、農業改良普及組織などとも結びつき、農
業や農民に対して非常に大きな影響力があるliv。日本を含めて各国で農業ジャーナリス
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                       
liv James Evans(2008)「米国の農業ジャーナリズムの特徴について山田優への電子メール回
答」(2008 年 4 月 25 日) 
    * Roots of degree programs and professional organizations in agricultural journalism trace, in 
part, to the primacy of food/agriculture in societies.  Few, if any, enterprises of societies are more 
vital to them. As expressions of this priority, agricultural journalist organizations such as 
Agricultural Publishers Association and AAEA were among the first professional organizations of 
journalists in this country.  Journalism education in this country began in the form of technical 
journalism, with emphasis on agricultural and home economics journalism. 
     * In this country, agricultural journals and other mediated channels have been the largest and 
most important of all providers of continuing education for farmers and farm families. They have 
been strong partners with agricultural extension and advisory services in countries throughout the 
world. 
     * The complexity of agricultural subject matter, and the social-economic-political 
environment for it, have called for journalists with special expertise in reporting about food and 
agriculture.  These journalists can strengthen their expertise through associations that permit them 
to share ideas and skills.  From my perspective, IFAJ is a pioneering effort to help journalists and 
other communicators improve communications about an increasingly global, complex food and 
agriculture enterprise. 
     * A viable job market exists for agricultural journalists, and has existed consistently across all 
of the dynamic changes in agriculture. It has been powered, in part, by increased specialization in 
agriculture and increasing need for effective communications throughout the food enterprise, from 
agricultural researchers and producers to food processors, consumers and policy makers. 
 Agriculture is not alone in needing journalists and other communicators who have expertise in 
specialized fields they cover and who have formed organizations to help them grow, professionally.  
Specialized journalist organizations have not formed around all fields of interest.  However, I am 
often surprised at the number and variety of such groups. 
 For instance: 
     * Journalist organizations have formed around the automobile industry.  Examples include 
the Automotive Journalists Association of Canada, Northwest Automotive Press Association (US), 
Western Automotive Journalists (US) and Guild of Motoring Writers (UK).  
     * Journalists who cover science have formed in associations such as the World Federation of 
Science Journalists, European Union of Science Journalists' Associations, National Association of 
Science writers (US), Association of British Science Writers, Canadian Science Writers' Association 
and African Federation of Science Journalists. 
     * Specialized journalist associations also have formed within areas such as health care, jazz, 
ethnic interests, religious interests, business, environment, snowsports, military, crime, HIV/AIDS 
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トの団体が影響力を持つ組織として存在するのは、通常の産業とは異なる農業が持っ
ている特殊性に根ざしているとみられる。 
世界の農業に占めるブラジル、中国、インドなどの開発途上国の地位が高まるにつ
れて、IFAJ は欧米中心の世界大会運営の脱皮が大きな課題となった。そこで IFAJ は、
1990 年代末から、重ねて日本の農政ジャーナリストの会に世界大会の開催を求めた。
欧米とは異なる農業地帯で世界大会を開くことが、IFAJ の組織拡大にとってますます
重要な意味を持っていた54。 
                                                                                                                                               
and gender. 
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参考資料：IFAJ 日本大会実施報告書 
2008 年 5 月 9 日 
農政ジャーナリストの会 
「水田を中心としたアジアモンスーン地帯の農業は、畑作中心の欧米農業とは大きく異な
ります。豊富な水を生かした日本の農業は、私たちの文化、価値観、経済と深く結びつき、
独特の社会を形作る上で大きな役割を担ってきました。豊かな日本の食生活を支え、自然と
の調和、循環型社会の柱として日本農業のあり方を世界の農業ジャーナリストと一緒に考
え、世界に向け発信します」 
(IFAJ 日本大会の趣旨)  
 
名称：第 51 回国際農業ジャーナリスト連盟世界大会(IFAJ 日本大会) 
主催：農政ジャーナリストの会 
参加者：26 の国と地域の国際農業ジャーナリスト連盟(IFAJ)の会員 184 名、国内約 150 名 
期間：2007 年 9 月 17日（月）～9 月 23 日（日） 
日程： 
◇ 9/17（月） 
  受付開始・IFAJ 執行委員会  ウェルカムパーティー 
 
◇ 9/18（火） 
  都内取材 1（東京食肉市場） 
  都内取材 2（全農青果センター） 
都内取材 3（白石農園） 
  都内取材 4（三渓園） 
  東京農業大学 
IFAJ 総会、オリエンテーション、交流夕食会 
◇ 9/19（水） 
  日本農業の概要（ごはんミュージアム） 
  東北ツアー（東北新幹線で移動） 
  東北取材（古川農業試験場、精米工場・パールライス宮城） 
  仙台宿泊 
◇ 9/20（木） 
  東北取材 A（丸森・米沢コース） 
  東北取材 B（鳴子・寒河江コース） 
  東北取材 C（登米・前沢コース） 
  東北取材 D（丸森・遠刈田コース） 
  現地宿泊 
◇ 9/21（金） 
  東北取材 
◇ 9/22（土） 
  仙台市内観光、国際シンポジウム 
  フェアウェルパーティー 
◇ 9/23（日） 
  ホテル（仙台市内）解散 
大会実行委員会： 
委員長 今村奈良臣 東京大学名誉教授 
    大澤 貫寿 東京農業大学学長 
    小島 正興 農林中央金庫監事 
    髙木 勇樹 農林漁業金融公庫総裁 
    浜  美枝 農政ジャーナリスト・女優 
    原  剛 早稲田大学教授 
国名 人数 
ドイツ 18 
アメリカ 17 
フィンランド 16 
オーストリア 15 
イギリス 14 
オランダ 14 
デンマーク 13 
ノルウェー 11 
スウェーデン 10 
アイルランド 9 
スイス 8 
オーストラリア 6 
カナダ 5 
セルビア 5 
ウクライナ 4 
ベルギー 3 
ポーランド 3 
スロベニア 3 
フィリピン 2 
台湾 2 
バングラディシュ 1 
中国 1 
チェコ 1 
イタリア 1 
ロシア 1 
スペイン 1 
合計 184 
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第３節 IFAJ 大会の目的と評価 
 IFAJ 日本大会の第 1の狙いは、欧米と異なる水田農業を海外メディアを通じて情報
発信することにあった（参考資料）。IFAJ 大会そのものは毎年加盟国持ち回りで行わ
れているが、アジアで開催されたことはない。水田農業の正しい情報を世界に伝えるチ
ャンスと受け止め、プログラムの多くをこの課題に焦点を当てた。 
第 2には、メディアを通じた海外への日本の食の情報発信も狙った。日本政府は 2007
年 5月 23日に開催された農林水産省国産農林水産物・食品輸出促進本部の議を経て、
「我が国農林水産物・食品の総合的な輸出戦略」をまとめたlv。世界の日本食ブームや、
新興国での富裕層人口の増大を追い風にして農林水産物の輸出額を 2013 年までに 1兆
円に拡大する目標を掲げた。4つの戦略の中で「日本食・日本食材等の海外への情報発
信」は柱の一つである。海外のジャーナリストの間でも日本食に対する関心は高く、農
政ジャーナリストの会は食生活ジャーナリストの会の協力も受けながら情報提供した。 
農政ジャーナリストの会は 2008年 6月に開いた年次総会で、IFAJ 日本大会を「成功」
と評価した。その最大のよりどころとなったのが、大会後に寄せられた各国の報道数が
非常に多く、しかも大会開催の目的に即した内容だったからだ。IFAJ 日本大会の海外
参加者を対象に行った農林中央金庫、全国農協中央会など JA 全国連が実施したアンケ
ートでも「畑作と畜産を基盤とする欧米の農業からすると、やはり日本の農業は小規模、
膨大な農業者数担い手の高齢化、米依存の高さが共通の印象としてある一方で、今回多
くの参加者が水田を基盤とする日本農業の多面的性格に理解、共感を深めてくれたこと
がうかがえる」と肯定的に分析している(室屋 2007)55 。 
さらに、IFAJ 日本大会後に開いた最初の IFAJ 執行委員会(Berlin で 2008 年 1月開催)
でも「日本大会が成功した」と執行部側から報告された56。 
 IFAJ 日本大会に関する内外の評価は「成功」という点で一致したが、実際の報道、
評論の中からどのように大会事務局側の狙いが浸透したのかを調べた。 
 農政ジャーナリストの会の事務局が把握している分で、海外メディアによる日本の農
業や食に関連した報道は 40を超えた。2008年 9月までにすべて翻訳し、冊子化する計
画だが、5月の段階ではまだ翻訳が行われていない。 
 
第４節 3 人の海外参加者の分析 
そこで、その中から 3人のジャーナリストの報告を取り上げて、彼らがどのように日
本農業を受け止めたのかを分析したlvi。この 3つは農政ジャーナリストの会が発行する
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                       
lv農林水産省(2007)「我が国農林水産物・食品の総合的な輸出戦略」
<http://www.maff.go.jp/sogo_shokuryo/yusyutu/sogo_senryaku/0525index.html>，2008 年 4 月 13
日参照 
lvi ジェームス・キャンベル，エドィナ・ファーリー，鄭秀満(2008)「真相！日本農業，外国
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機関誌「日本農業の動き」の編集担当が人選し、改めて原稿を依頼し、翻訳し掲載した
ものだ。同時に、3人が国内で報道した分を入手し、内容を要約して収録、特徴を分析
した。 
■ジェームス・キャンベル(James Campbell) 
(Irish Farmers Journal)、アイルランド、男性 50歳代、白人、初来日 
「似て非なる国、ニッポンの農業」＝ 地球儀の反対側の国の農業を取材して書こうと
考えていたのは、農業と食のあらゆる相違点だった。「期待」は裏切られ、日本大会を
終えて最も驚いたのは、遠く離れた二つの国が農業に関し以下に多くの共通の悩みを抱
えているかだった。土地を手放したがらない小規模農業経営と遅れる農地改革、農村の
高齢化、後継者問題と WTO 農業交渉による外圧。これらはアイルランドに限らず欧州
の多くの国が抱えている最大の難関で、日本もまた問題を抱えていることが分かった。 
「Japan scarcity of young farmers」と題した記事を 1月 12日付でほぼ新聞 1面分を使っ
て掲載している57。3 分の 2 が水田農業、残りが畜産や国際シンポジウムでの議論を取
り上げた。トップ写真は山形県高畠町の中山間地にある山間の水田の脇に立つ農業経
営。若い農業経営が少ないことを、高齢農家を登場させることで表現した。記事のリー
ド文では農政ジャーナリストの会に寄稿したのと全く同じ論調で日本とアイルランド
農業の予想外の「共通性」を強調した。来日前とは大きく日本農業に対する見方が変わ
った。農村が高齢化し、大半の働き手が 60 歳を超えている現実を紹介。農村部で農地
価格が高く、若い人の農業参入を妨げ、流動化が進まないこと、その中でも賃貸などに
よる農業経営の規模拡大が行われていることを指摘している。日本の水田農業がむずか
しい局面にあることを強調しながら、同時に農村の直売所が伸びて地域の活性化に役立
っていることを指摘している。アイルランドでも同様の直売所があるものの、日本での
規模ははるかに大きいと分析している。消費者にとっても魅力があり、生産者と消費者
の距離を埋める効果があると指摘した。また、訪問したスーパーで、商品のバーコード
をスキャンすると、生産者の写真が出てくるシステムを紹介した。 
 
                                                                                                                                               
人記者の本音」(日本農業の動き 163 号=農政ジャーナリストの会編)，農林統計協会 
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図 3 キャンベル記者の報道記事 
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■エドィナ・ファーリー(Edwina Farley) 
（ABCRural、オーストラリアの公共放送農村ラジオ部門)、女性 20歳代、白人、初来日 
「私たちの使命」＝大会に参加する前、800％の関税に守られる日本のコメはおかしい
と考えていた。しかし、日本は自給率が低く、中山間地が多い。豪州産のコメを日本訳
す輸出するべきなのかもう一度考えてみなくてはいけない。日本人にとってコメは魂そ
のものだ。農業を政治のせいにするのは容易だが、現実はその重要性を温室の中で話し
ているわけにはいかない。どんな国にも食料は必要で、すなわち農業も必要なのに政治
の世界ではわずかな影響力しか持っていないように思える。 
 「日本からの観察」と題したファーリー氏の記事は、ABCRural のサイトに収録され
た58。同氏の本職はラジオ番組の記者で、記事はブログに近い。1150語中、農業に関連
しているのは 460語程度。残りは日本の都会の風景や食生活などに触れている。キャン
ベル氏と同様に、来日前とは大きく見方が変わったとことを強調しているのが特徴だ。
水田農家の平均年齢が 65 歳で、若者が都市に流出している現実を紹介。米の消費も過
去 50年間で半分に減少した。国土の 7割は農耕に適さず、豪州がもし同じような条件
であったら、農家は関税の引き下げをどのように感じるのだろうかと指摘している。ま
た、日本農業の規模は小さいが、抱えている問題の多くが豪州と共通するとも分析して
いる。ファーリー氏は、大会を通じてもっとも印象に残った日本の農業の矛盾を挙げて
いる。多くの農家や関係者がコメの大切さや伝統を語る一方で、農村から若い人が消え
て都市に流出してしまう現実があることだ。 
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図 4 ファーリー記者のブログlvii 
 
 
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                       
lvii http://www.abc.net.au/rural/content/2007/s2046082.htm 
87 
 
 
■鄭秀満 
(中国農民日報)、女性 50歳代、東洋人、2度目の来日 
「グローバル化の日本と農業」＝1994 年の初訪日と比べると、日本のコメ文化は一層
豊富となり、農業技術はもっと高いレベルに発展した。日本ではコメは文化である。品
種の多様性、品質の高さ、おいしさは世界を魅了。東京のごはん博物館、東北の産地や
日本酒造会社を訪問し、各国の記者はコメの重要さを理解した。初めて水田を中心とし
たアジアで IFAJ 大会が開かれた。参加した記者の多くが中国に関心を持っていた。 
鄭記者は帰国後に執筆した「IFAJ の東京開催意義」と題した中国農民日報の記事の中
で「過去 50年、IFAJ は欧米を中心に畑を中心とした国で開催してきたlviii。今回は、初
めて水田を中心としたアジアの東京で大会を開いた」と、水田農業の情報を発信すると
いう日本大会の狙いを正確に報道した。「各国記者は日本国、日本文化と日本の農業に
対する理解を深めた。経済発達国の欧米の記者らは、懇談の中で日本料理、日本人の礼
儀、日本が取り組んでいる緑化や環境保護、日本農業のきめ細かさと標準化に関して高
い評価を惜しまなかった。一方、東京大会の円満な開催は、数多い国際ジャーナリスト
に対し、アジアや中国、中国文化に興味を持たせることができた。IFAJ のデービッド
・マーキー会長は『中国で大会を開くことを希望する』と、私に話してくれた。日本で
の大会の成功はアジアのジャーナリストとして、非常にうれしいことである」と論評。
欧米の記者たちがアジアへの関心を高めたことを紹介している。 
 
図 5鄭記者の報道記事(翻訳版) 
グローバル化の中の日本と日本農業 
――14年ぶりの訪問感想(07年 10月 8日「中国農民日報」掲載，抜粋) 
中国農民日報論説委員 
鄭 秀満 (翻訳：金崎哲也・日本農業新聞記者) 
私は 2007年 9月、第 51回国際農業ジャーナリスト連盟（IFAJ）日本大会の招待で、
14 年ぶりに日本に足を運び、10 日間の農業や農家の取材をした。そこで、日本に初上
陸した 1994 年に比べ、日本の米文化は一層豊富になり、農業技術はもっと高いレベル
に発展したことを肌で感じた。 
農産品の国際化 
9月 17日～23日、東京で IFAJ が開いた。同大会は初めて、水田を中心としたアジア
の国で開催した。「日本の食品と農業」をテーマにいろんなシンポジウムや現地視察を
行った。その中で印象深かったのは、国際傾向や消費者嗜好の変化を重視した農産品の
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                       
lviii金崎哲也日本農業新聞記者が中国農民日報を翻訳(2008 年 1 月) 
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加工だった。特に、米とお茶の加工事情が際立った。 
米 
おにぎりは、形から中身まで多様化している。日本では、米は食べるものだけではな
く、1つの文化となっている。米品種の豊富さや、品質の高さ、おいしさは世界を魅了
している。東京の日本米博物館、宮城県の丸森町の農業観光地、山形県の 200数年も続
けてきている歴史のある男山酒造株式会社などを通じて、日本食の中で米がいかに重要
なポジションにあるかを十分理解することができた。 
グローバル化に伴い、日本の食料自給率（カロリーベース）は 2006 年、39％に下がっ
た。米の消費量が減り、小麦粉食品などの消費量が大幅に増えている。政府と民間は、
このような状況の中で、飲食の伝統と文化を守るために、米農家の生計を支持するため
に、米の栽培から、加工、販売などにおいてさまざまな取り組みに乗り出した。たとえ
ば、食育学校や米博物館を開設したり、食育セミナーや講座を開いたり、おにぎりのコ
ンクールや米の食品展を開いたりしている。日本滞在中に、私が聞いた、見た、食べた
おにぎりやお寿司は、味がおいしいだけではなく、栄養が豊富で、形も多様だった。彩
りも鮮やかで、品種も非常に多かった。おにぎりの場合は、丸いのがあれば、四角いの
もあり、三角形、円盤状など十数種もあった。お寿司の品種も多く目をくらむように見
切れなく、一目見学するだけで一種の美を享受したようになった。これは、十数年前に
はみられなかった「米の盛況」である。 
お茶 
日本では、米加工の国際化だけではなく、飲料にも国際化が進んでいる。昔の熱いお
茶が、冷たいボトル入り茶飲料に代わった。十数年前、私が日本に来たときにはいたる
ところで、例外なく熱いお茶（緑茶）で接待してくれた。しかし今回は違った。私に持
ってくれたのはほとんどが冷たいボトル入り茶飲料だった。逆に熱いお茶を飲むことが
難しくなっているように感じた。 
茶道とお茶文化は、日本の 1つの重要な伝統的な文化で、日本人の誇りである。熱いお
茶を飲む伝統が日に増して減っていくことに、私は残念で無念だ。紹介によると、日本
の茶葉そのものの消費量は減り続けているが、ボトル入り茶飲料は毎年 6％増えている
という。私が飲んだボトル入り茶飲料には、緑茶やウーロン茶などいくつかの品種があ
る。 
日本では、「食」と「飲（料）」のほかに、「衣（類）」にも大きな変化が起きてい
た。長い間、日本街の独特の風景の 1つがスーツに革靴のサラリーマンが列を作って足
並み速く往来することだった。しかし、現在、日本街やレストランで、ますますラフな
姿の日本人が多くなっているように見えた。ただ、服装がどれだけ変わっても変わらな
いのは、日本人の清潔できちんとした姿と礼儀正しいことである。 
農村の高齢化、女性対策 
日本の高齢化は急激に進んでいる。専門家によると、一定規模のある農家の平均年齢
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は 47歳で、一般の養殖農家の平均年齢は 60～70歳という。宮城県のある農家は、豊作
を迎えた水稲を見つめながら後継者がいないことを明かしてくれた。農家は現在、85
歳。息子二人と娘 1人がいる。息子と娘は、それぞれ東京やタイで仕事をしており、い
ずれも帰って来て農業をやろうとはしないようだ。この農家は、「都市に移住したくな
い。今の農家生活がすきだ」という。 
このような現状を踏まえ、日本の農業技術科学研究機関は、省力で安全な、高齢者や
女性が操作しやすい技術開発に力を入れている。栃木県那須塩原市の千本松牧場では、
イチゴの栽培管理において、従来は跪いて作業したが、現在は立って作業している。農
文協の日中農業交流部の斉藤春夫部長と張安明副部長は、高齢者や女性が作業しやすい
よう、イチゴを棚で栽培する「省力農業技術を開発している」と説明した。 
地産地消 
農産物の直売場は、今回の注目点だった。農産物の地産地消は、環境によく、食品安
全やコスト削減、農家の収入増加などさまざまなメリットがある。日本の専門家による
と、「いまこそ長距離の運送を再確認する時期である」。長距離運送は、包装で浪費し、
燃料でも浪費している。さらに、温暖化ガスを増加し、環境汚染とともに、食品に対し
いろんな汚染を加える可能性がある。私が直売場で食べたチーズ、アイスクリームは本
当においしかった。 
IFAJ の東京開催意義 
過去 50年、IFAJ は欧米を中心に畑を中心とした国で開催してきた。今回は、初めて
水田を中心としたアジアの東京で 51回目の大会を開いた。世界の 20数カ国から 200人
近い記者が東京に集い、日本の食品と農業をテーマに東京から仙台まで 1 週間の大会
や、分科会、現地視察を行った。それを通じて、各国記者は日本国、日本文化と日本の
農業に対する理解を深めた。経済発達国の欧米の記者らは、懇談の中で日本料理、日本
人の礼儀、日本が取り組んでいる緑化や環境保護、日本農業のきめ細かさと標準化に関
して高い評価を惜しまなかった。一方、東京大会の円満な開催は、数多い国際ジャーナ
リストに対し、アジアや中国、中国文化に興味を持たせることができた。IFAJ の主席
は「中国で大会を開くことを希望する」と、私に話してくれた。現在、日本は IFAJ の
唯一の会員国であり、日本農業新聞の山田優編集委員が IFAJ の副主席である。このこ
とが、今回の日本大会の開催につながったと思っている。今回の日本開催が成功裏に終
わったことに、アジアのジャーナリストとして、非常にうれしいことである。 
両国の共助 
 アジアにおいて、特に東アジアにおいて、日本、韓国の農業は、中国に類似している
部分がある。日韓の農業や農協は、中国が勉強すべきである。私は中国が改革開放方針
を打ち出してから、常に日本や日本農業の報道に力を入れてきた。 
私が初めて日本を訪れたのは 14年前の 1994年 10月。日本農業新聞の招待で、10日
間日本を訪問した。14年間、日中両国にはさまざまな変化が起きた。日本は 1994 年に
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WTO に加盟し、中国は 2002年に WTO に加盟した。グローバル化に伴い、これから日
本、韓国、中国の農業はさまざまな共通する挑戦やチャンスに直面するだろう。その中
で、両国農業、農村、農民の繁栄のために、知恵を合わせる必要があるのではないかと
思っている。 
 
キャンベル、ファーリー両氏は IFAJ 日本大会が初来日の上、畑作農業が中心のアイ
ルランド、豪州出身。週刊農業誌の編集者(キャンベル氏)と豪州最大の公共放送農業部
門記者(ファーリー氏)と、メディアの内容は異なるものの、どちらも農業を専門に担当
している。キャンベル氏は、大会期間中に、オーストリアから参加していた欧州連合(EU)
の前農業担当委員、フランツ・フィシュラー氏に独自インタビューしたほか、ファーリ
ー氏は豪州で茶畑を経営し、原料として調達している大手緑茶メーカーの伊藤園役員
(IFAJ 日本大会の協賛企業で、初日のウェルカムパーティーを主催した)に、今後の豪州
内でどのように緑茶ビジネスを展開するかインタビューした。鄭氏は中国農民日報で
20 年以上勤務し、今回の IFAJ 日本大会に合わせて、中国内で文化・出版活動をしてい
る農山漁村文化協会の独自取材を行っている。3 氏とも、たんに IFAJ 日本大会に出席
するのを目的としていたのではなく、大会の参加と同時に自分の専門フィールドと日本
農業の取材を独自に行ったのが特徴である。 
IFAJ 日本大会終了後、3氏に電話などで聞き取りをしたところ、いずれも会社の出張
として来日し、取材内容を自分の属するメディアで報じることを目的としており、その
後、日本農業と食に関した報道を行ったlix。 
キャンベル、ファーリー氏の原稿からは、自国から遠く離れた「アジアの異質な農業」
を予想して来日したものの、予想外に「自国の農業と共通する課題」を抱えていること
に驚いた印象が伝わる。多くの海外参加者が、自国と日本の文化や社会、農業の違いに
率直に驚いたのは事実(石井 2008)59だが、同時に両氏のように世界の農業が抱える問題
と日本の農業が抱える問題点に共通点があると指摘した記事は多い。 
日本と欧州では農業の主要な作物が異なる上、農業経営の生産規模も異なる。座学だ
けでは見えなかった日本農業の特色が、IFAJ 日本大会のハイライトとも言うべき 4 日
間に及ぶ東北現地取材の中できちんと伝わったと言えるだろう。また、大会の最終日に
仙台市内で開催した国際シンポジウムの中で、フィシュラー氏らも交えて日本と世界の
農業を重層的に討議したことが参加した海外の理解を助けたものとみられる。 
 鄭氏は、海外、とりわけ欧米のジャーナリストが「アジアへの関心の高まり」を持っ
ていることに注目した。世界の農業に占めるアジアの存在感が生産と消費の両面から強
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                       
lix Campbell氏には 2008 年 1 月 16-20 日にベルリン市内で開いた IFAJ 執行委員会で面会し、
日本大会の評価を聞き取り。Farley 氏には 2008 年 5 月の ABC ラジオのインタビュ 「ー日豪
FTA」の出演打ち合わせの際に電話で聞き取り。鄭氏には、日本農業新聞の金記者を通じて
2008 年 4 月に聞き取りをした。 
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まる中で、日本の主催者が狙った情報発信を、欧米のジャーナリストたちがどん欲に吸
収したと評価できるだろう。室屋(2007)は前掲の JA 全国連のアンケート調査の中で、
表 8で紹介した 14の記述意見を紹介している。 
 
表 8  IFAJ 日本大会へ参加した海外ジャーナリスト 14人の意見 
小規模でも機能的な農業は生き残る、健康的な食料、有機農業を促進すべき(フィンラ
ンド) 
欧米では安い食料の時代はまもなく終わる。農業の将来は明るい(フィンランド) 
どの国も自国民のために食料を生産する責任がある。農業は自動車や裁縫針の生産と
は違う（ノルウェー) 
多国籍企業に対抗をしていくには、地元の人が欲しがるものを適正な価格で供給して
いくべき（フィンランド) 
品質と顧客の信頼が最も大切なこと（オーストリア) 
高齢化と若者の農業への関心の無さが農業の課題。消費者にとっては GMO が大きな
問題（オーストラリア) 
市場の自由化・開放とともにマーケティングの役割が一層重要になる（スイス) 
国際的な農民の連携が弱まっている、反対に農業関連企業の力は増大している(英国) 
『身土不二』、トレーサビリテイ、農業の多面的機能が重要（台湾) 
地域が独自の文化や伝統、安定を求めるために、『地産地消』はいい方法だ（カナダ) 
カナダでは小規模家族農業では生活できない。若い人が就農しないと、農業は産業で
なくなる（カナダ) 
世界に食料を供給するためには、GMO、農薬、テクノロジーの科学的利用を目指すべ
きだ(米国) 
それぞれの社会にとりかけがえのない伝統を守りつつ、共に貿易を伸ばす方法をみつ
けなければならない(米国) 
重要なことは寛容さをもって、それぞれの文化と制約条件を理解することである。人
々が飢えることのないように、様々な生産様式があるべき(米国) 
農中総研「外国人ジャーナリストが見た日本の食と農― IFAJ 日本大会参加者へのアンケート調査の概要―」（2007）
から引用 
これらの意見から一つの結論を導き出すことはむずかしいが、少なくとも参加した海
外のジャーナリストの多くからは合理性という物差しだけで日本農業を描くような発
言は見当たらない。農業の多様性を尊重する発言が目立つ。IFAJ 日本大会が欧米の畑
作農業とは異なる水田農業の姿を紹介することを主目的としていたことを考えると、こ
の面からも参加者に趣旨が浸透したと考えられる。 
 
第５節 国産農産物輸出販売と情報発信 
世界的な日本食のブーム、中国などの新興国での富裕層の拡大などを追い風にして、
多くの日本国内産地で国産農産物の輸出の気運が高まってきた。政府は 2013 年までに
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1 兆円規模まで農林水産物の輸出額を拡大することをめざしているlx。政府が掲げる「戦
略的な輸出促進策」の 4つの項目は①重点個別品目と重点国の設定②品目別の工程表の
策定③品目別の広報戦略の策定と広報媒体の整備④知的財産戦略・ブランド戦略の推
進、供給基盤の強化で構成される。つまり、「日本食のブランド、知的財産を利用して
広報を行いながら、品目別に工程表を作成した上で、重点個別品目を重点国に売り込む」
という作戦。特徴のないコモディティー(一般商品)ではなく、付加価値のつけられる品
目を PR して販売する戦略だ。ブランドの価値をどのようにして海外の消費者に届ける
のか、情報の共有と発信が大切な役割を果たす。 
IFAJ 日本大会は、日本農業と並んで日本の食情報を世界に向けて発信する場と位置
づけられた。協賛団体に JA グループ、日本フードサービス協会、伊藤園、日本ブラン
ド農業事業協同組合、宮城県農業法人会議，日本酒造組合中央会など農産物輸出に関心
を持つ団体や企業が参加し、大会期間中、旬の農産物、加工食品の提供を受けたり、取
材先で地方自治体、企業、JA、農業単体などの差し入れで地域特産物の食事を堪能した
りした。こうした活動を通じて参加したジャーナリストを通じて、海外に情報発信する
ことが狙いだった。以下に提供された食材の一部を紹介する。 
9月 17日 
ウェルカムパーティーで伊藤園の緑茶。日本ブランド農業事業協同組合提供の下記の
食品を提供し、会場の虎ノ門パストラルが調理した。同パーティーのコンセプトは「日
本茶」を中心としたもので、イベント、食事内容は日本茶をテーマにしたものだった。
また、大日本水産会と中央魚類、寿司喜代の協力で 200キロを超す本マグロの解体ショ
ーも実演した。 
①(株）竹原田ファーム 山形県 齊藤勝洋代表 
精米 商品名「自然米 ひとめぼれ」 10kg 
*麦茶 商品名「金色麦茶」   450g×8袋 
*餅 商品名「農家の手作り餅」 12個入り×20パック 240個 山形県産でわのも
ち 
②(有）ファームトピア 北海道蘭越町 走出誠一代表 
そば（乾麺）商品名「花のまち」  240人前 品種 北早生（キタワセ） 
北海道蘭越町産  
③(有）降矢農園  福島県郡山市 降矢敏朗代表 
水耕スプラウト 商品名「豆苗」 500g×4袋 
水耕スプラウト 商品名「クレススプラウト」500g×4袋 
*水耕栽培    商品名「サンチュ」480枚 
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                       
lx農林水産省(2007)「我が国農林水産物・食品の総合的な輸出戦略」
<http://www.maff.go.jp/sogo_shokuryo/yusyutu/sogo_senryaku/0525index.html>，2008 年 5 月 3
日参照 
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④(有）あずま産直ネット 群馬県伊勢崎市 松村昭寿代表 
商品名 トマト    4kg×3箱 
商品名 きゅうり  5㎏×3箱 
⑤農業生産法人 大松農場 千葉県旭市 大松秀雄代表 
商品名 「さくらタマゴ」 150個入り×3箱 
⑥(有）田中農園 長崎県島原市 田中 孝代表 
商品名「素肌美人ほうれん草」200g×20袋入り×2箱 
*商品名「素肌美人水菜」200g×20袋入り×2箱 
⑦片山リンゴ(株） 青森県弘前市 山野豊代表 
商品名「りんごミックスジュース」1リットル×12本×2箱 
⑧(有)安達農園 
ジュースと生食ブドウ 
 
9月 18日 
東京農大で交流パーティー。ホクレンがチーズをはじめとする乳製品を試食会を開い
たほか、以下の 12の全国の酒蔵が自慢の日本酒の見本を試飲提供した。 
(株)南部美人、明石種類醸造(株)、丸本酒造(株)、末廣酒造(株)、(株)一ノ蔵、出羽桜酒
造(株)、盛田(株)、旭酒造(株)、樽平酒造(株)、(株)あさ開、辰馬本家酒造(株)、永井酒
造(株) 
 
9月 20-21 日 
すべての参加者がグループに分かれて東北の 3 つの特徴ある日本酒造り酒屋を訪問
し、日本酒の製造過程を学び、試飲を体験した。いずれの会社も輸出に力を入れており、
海外のジャーナリストグループへの情報発信の場として活用した。 
一ノ蔵酒造(宮城県松山町) 
出羽桜酒造(山形県天童市) 
樽平酒造(山形県川西町) 
 
第６節 海外での報道 
IFAJ 大会が狙った日本食情報の発信の試みは、どのように海外に伝わったのだろう
か。まず、前節で紹介した JA 全国連によるアンケート調査は、日本の食品の「輸出可
能性」を尋ねている。海外で直接報道された内容ではないが、農や食を担当する海外の
専門ジャーナリストの目から見て、日本の食輸出の可能性を探ったものだ。 
日本の食品の輸出可能性については、「ある」との回答が 86人で 65％を占め、逆に
「出来ない」が 19人で、「わからない」が 27人だった。有望な食品としては、「日本
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酒」「米」「まぐろ・海産物」｢和牛｣の評価が高かった。これに続いて、「味噌」「醤
油」「りんご・さくらんぼ・果樹」「日本茶」「野菜」が挙げられた。輸出が「出来な
い」とする理由は「値段が高すぎる」「食文化・味覚の違い」などの指摘があった(室
屋 2007)60。 
多くの海外ジャーナリストが日本産の食品の輸出を肯定的に評価したと言える。実際
の記事の中で日本の食品はどのように描かれたのか。約 40 もの報道記事が寄せられた
が、大会終了後最初に報道されたフィンランドの記事を例にとって点検する。 
フィンランドの食ジャーナリスト、リタ・ムストネン氏は、 MAASEUDUN 
TULEVAISUUD紙lxiに 2008年 9月 28日付に日本大会を素材にした記事を書いた(図 6)。
新聞 1面大の記事で、半分近くを畜産と水田農業の現地ルポにあてている。 
高級な日本の牛肉に関する記述が紙面の面積で約 15％を占めている。大会のプログ
ラムの一環で新宿伊勢丹百貨店を訪問して取材したインタビューを元にして、品質に優
れた神戸牛のサーロインが 100 グラムで 34 ユーロもしていると紹介したlxii。見出しや
写真は、読者の注目を得るために、「高い」という驚きを中心に表現しているが、専門
記者だけに、記事を読み進むと背景がきっちりと書き込まれている。東京都中央卸売市
場食肉市場、東北の肉牛農業経営の取材も踏まえて、欧州の標準に比べて肥育管理に手
間暇をかけ、個体ごとに食肉市場で評価するシステムを解説し、「高値の構造」を明快
に分析しているのが特徴だ。フィンランドで 3番目に部数が多い新聞で、代表的な日本
の高級食材の生産の情報を伝えることができた。 
映像面ではセルビアの農業専門テレビ局 Agropress 社のゴラン・ジャコビッチ(Goran 
Djakovic)氏らが 12月に 10分間の日本の食品に関するテレビ番組を作成し放映したlxiii。
宮城県内の稲作や肉牛農業経営の作業風景を時折混ぜながら、日本の食の断面を紹介し
た。登場するのは東京の「ごはんミュージアム」「仙台市の日本食レストランの店頭」
「宮城県の一ノ蔵酒造の日本酒製造工程」「宮城県登米市のみそ工場」「東京・秋葉原
の麺食堂」「仙台市内の高級果実専門店の店頭」などで、ジャコビッチ氏と一緒に IFAJ
日本大会に参加したアナウンサーがマイクを握って説明するかたちで番組は進んだ。秋
葉原を除くと、すべて IFAJ 日本大会のプログラムで訪問したところである。ジャコビ
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                       
lxi MAASEUDUN TULEVAISUUS は、フィンランドの農業新聞。週に 3 回 31 万部を発行し、
同国内で 3 番目の部数を誇る。1916 年創刊 
lxii農政ジャーナリストの会資料から引用。2008 年秋に出版予定。フィンランド語の専門通
訳が記事を和訳した。次のような記述だ。「日本の特別な肉，和牛は柔らかく旨みがある，
しかし非常に脂肪が多く高価だ。肉のおいしさは，均等に混ざった霜降り状態になってい
る日本の黒毛和牛に典型的な肉の内部にある脂肪に由来している。東京の高級デパートの
ひとつである伊勢丹は，松坂牛を色々な形にして食料品部門で販売している。最も高価な
のは 100 グラムあたり 20 ユーロから 50 ユーロの価格帯のステーキ肉で，1 キロあたりにす
ると 200 ユーロから 500 ユーロになる。高級肉部門では，ほとんど 100 ユーロ近い値段の
4 枚組みのパックも売られている」 
lxiii Djakovic 氏から 2008 年 3 月に DVD が送られた 
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ッチ氏によると、セルビア国内では日本食レストランは珍しく、日本の食生活に関して
ほとんど国民が知識を持っていないという。日本の食に関する情報の空白地帯に、報道
というかたちで情報を送り届けることができた。 
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図 6 ムストネン記者の報道記事 
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第７節 小括 
メディアの一角で 30年間働き、かつてのような報道機関が一方的に情報の受け手に
新聞紙や雑誌、テレビ、ラジオなどのメディアを通じて送りつけるというスタイルが
通用しにくくなってきたことは肌で感じる。1977年、日本農業新聞に入社した時、全
国の卸売市場で発生する青果物市況情報は電話やテレビを除けば、翌日朝に配達され
る日本農業新聞などがいちばん早くて手軽に読める総合的なメディアだった。しかし、
その後にファクシミリやビデオテックス、インターネットと情報技術が発展するに従
って、市況情報分野で新聞の持つ相対的な位置づけは低下した。2008年の現在では主
要な卸売会社の相場は、ネット上で即時に近いかたちで参照することができるlxiv。 
情報提供の場面でマスメディアによる独占状態は崩れ、マスメディアとパーソナル
メディアが錯綜する「総メディア社会」(矢野 2007)61の到来は避けられない。辻(1997)
はインターネット利用者調査からの考察を通じて、インターネットが既存メディアと
単純に置き換わるかどうかは疑問と指摘してきた62が、情報のほとんどを新聞、放送、
雑誌などが独占していた状態は崩れた。とりわけ、既存メディア独自の調査報道や、
自主制作番組など情報の生産分野では強みを発揮しているものの、官公庁の情報や企
業の決算情報などの分野では、情報発生地のウェブサイトの方が、早く正確に伝わる。 
情報供給の独占的な地位が崩れる中で、既存メディアは独自情報の強化に動いてお
り、官公庁や企業などのメーンストリームだけに依存しない情報の掘り起こしを進め
ている。農業経営者がこうしたメディアの変化をとらえて、より情報の受発信能力を
磨くことが必要だ。 
マスメディアには多くの人を対象に、同時に情報を送り届ける機能があり、「編集」
という作業を通じて高い信頼性を保つ努力をしている。編集機能は、メディアのいか
んに関わりなく、経験と能力と時間を限りなく必要とする。信頼は、編集にかけたコ
ストに比例するといっても過言でない(成田 2002)し、現状でそうしたコストをかけて
いるのはマスメディアである63。本章ではマスメディアの報道を通じて地域のイベン
ト、農産物の情報発信を試み、成功している山形県寒河江市と、日本農業と国産の農
産物に関する情報を海外に発信することを目的にした IFAJ 日本大会の取り組みを分
析した。 
農業の分野で発信したい情報を最新の IT、もしくはマスメディアの「編集」のプロ
セスに乗せていくためのコミュニケーション手法と、その効果に関する研究が今後さ
らに必要となるだろう。 
  
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                       
lxiv 例えば東京青果(株)の場合、同社で扱っている主な野菜・果実の相場を PDF で毎日午前
10 時 30 分以降 に更新している。<http://www.tokyo-seika.co.jp/price06/index.html>，2008 年 5
月 25 日参照 
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第７章 考察 
 
第１節 本研究で明らかにされたこと 
 農業経営や農業全体に影響を与える情報がどのように発信されているのか。第２節
で後述するように、本研究は外部情報の中で社会科学的な分野の情報に焦点を当てて
研究したものである。行政機関や企業、団体は IT 化を背景に自らの情報を直接発信し
始めている。その情報発信の姿勢をインタラクティブな手法で検証すると共ともに、
1990 年以降の農業報道の課題を分析した。また、日本農業の情報発信などを目的に
2007 年 9月に開かれた国際農業ジャーナリスト連盟の日本大会の意義を分析した。 
 IT 化によって農業経営が入手できる農業情報が量的に拡大してきたことは疑いがな
いが、問題はその情報の中身が真実であるか。どの程度の価値があるかをみきわめる
能力が一段と求められるようになっている。きれいに整理されたウェブサイトの向こ
う側に真実があるかどうかは、必ずしも定かではない。 
情報公開という制度的な仕組みによって、原則としてすべて検証できるようにする
ことは国民の権利である。また、IT 化の進展によってニュース情報の速報という面で
独占的な地位を失っては来たものの、一つひとつの情報を紡ぎ合わせて価値判断を行
う報道は、国民が真実を知る上で、参考となる判断基準の提供という意味でこれから
も大切な役割を果たす必要がある。 
1999 年、2000 年、2005 年に匿名の電子メールによる質問を農業とかかわりの深い
省庁や道府県に送り、その返事を回答までに要した時間、内容を比較した。1999 年 5
月 7日に成立し、14日に公布された行政機関の保有する情報の公開に関する法律(情報
公開法)が農業の分野でどのように担保されるのかは、農業経営にとっても大きな意味
を持つ。また、情報機器の浸透が急速に進みつつあったが、実際に行政情報を入手す
る上でどのように役立つのかは、担当する人および情報公開に対する組織としての対
応にかかってくる。 
第 2章で得られた結論は、電子メールによる問い合わせに対する行政機関の対応が、
不十分ながら向上しているというものだ。質問への回答率は初年が 50％だったが、
2000、2005 年には 66.66％まで上昇した。 
たんに回答の有無、速度だけではなく回答内容まで含めてより深く調査・検討した
2000、2005 年に限ると、回答時間や内容などのほとんどの項目で改善の傾向が読み取
れた。中央官庁、道府県ともに改善されていることから、この間にわが国の行政機関
全体に、一般国民から電子メールによる質問に対する回答を行う体制が実際に整った
と判断できる。 
背景には情報公開法の成立に代表されるように国民の情報公開に対する権利意識が
高まっていることと、そうした社会的、制度的な流れを受けて省庁の側にも電子メー
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ルという手段に対して、積極的に対応する必要性を認識し始めたことが挙げられる。 
これは農水省への聞き取り調査を通じても確認された。同省に寄せられる電子メール
への対応を一元的に情報管理部門が管理できる手法が導入され、一定期間に回答され
ないものに対しては「督促」を行うことができるようになり、窓口となった個人の資
質や熱意に頼らず、組織として情報のフローをチェックできるシステムである。 
また、いわゆる「お役所用語」の追放に向けて、平易な表現で伝えるための手引き
書を 1 万部作成して配布するなど、わかりやすさにまで踏み込んで情報公開を進めよ
うとする努力が行われていることを示している。 
第 3章は農業の行政情報にかかわる報道のあり方を、主に 1990年代の農政を代表す
るウルグアイ・ラウンド農業交渉、食糧政策のテーマに絞って調べた。UR 農業交渉で
はわが国にとってコメ市場開放が大きな争点となったことは間違いないが、一方でメ
ディアの報道が「コメ」に集中し、全体像を国民に伝えるという点で弱点があった。
メディアの一部では米国と欧州との輸出補助金にかかわる利害対立という大きな構図
を踏まえた報道を模索する動きもあったものの、全体のコメ集中報道の中では機能を
果たすことができなかった。 
メディア報道が農業経営に直接大きな打撃を与える可能性があることも、一連の所
沢ダイオキシン報道の中で明らかになった。メディアの側に報道のインパクトを十分
に踏まえた対応が求めらられていることが分かった。一方、農業報道の分野で弱体化
が進んでいることも分かった。2006 年以降、世界の食料需給に大きな変化が生じ、国
民生活に大きな影響を及ぼすことがはっきりした中で、農業報道の弱体化は問題が大
きい。 
第 4章は国際的なリンゴ産業のマーケティングの中で、情報の果たす役割が増大し、
ブランドを主軸にした販売戦略が台頭していることを明らかにした。とくに 1990 年代
末から組織された「ピンクレディー」は、初めてブランド概念をリンゴのマーケティ
ングに持ち込み、生産者が情報を共有、消費者に向けて積極的に情報発信することで
高値で販売するビジネスモデルを生み出し、他のリンゴでも拡大する勢いを見せてい
る。情報を活用することで競争の激化する農産物市場で強い立場に立とうという「ピ
ンクレディー」の試みは、成功しているように思える。わが国でもブランドという知
的財産=情報を活用し、農産物輸出に結びつける動きが広がっている。 
第 5 章ではメディアと農産物マーケティングの事例を検討した。最初に取り上げた
山形県寒河江市のメディアを通じた情報発信では、後に観光カリスマとして日本政府
から指名された工藤順一氏らが行ったさまざまな働きかけで多くのメディアが同地区
のイベントを報道し、それを周年観光、農産物販売など地域振興に役立てたことを明
らかにした。 
日本農業そのものを海外に情報発信する試みとして実施された国際農業ジャーナリ
スト連盟の日本大会が、企画通りに水田農業の特徴を海外 26の国と地域から参加した
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ジャーナリストグループを通じて、海外に情報発信したことを明らかにした。 
 
第２節 今後の課題 
国際競争が強まる中で、日本農業は高齢化や拡大する耕作放棄地などの課題に立ち
向かいながら、国民にとって魅力のある存在となることが求められている。コスト競
争では大規模で効率的な農業を行う豪州など新大陸、圧倒的に安い人件費の中国との
間で不利に立つ日本農業は、国民が商品を選択して購入するか、あるいは合意を得た
上で直接支払いなどを通じた支援を受けることが必要だ。これらは日本農業を構成す
る農業経営者、JA などの農業関係者が従来の既得権益として要求するのではなく、国
民の納得の上で便益を享受することが大切である。いずれも農業の側から情報を積極
的に発信していくことが前提である。 
個別の農業経営者が魅力的な商品を供給し、農業生産を通じて魅力的な環境を作り
出すことで国民の支持を得ることが基本である。土田ら(2007)は、「農業におけるコミ
ュニケーション・マーケティング」という概念から先進的な事例を分析し、個々の経
営と地域レベルで新商品開発と販売促進に必要なコミュニケーションのスキルを身に
つけていくことが不可欠だと指摘した64。例えば商品情報をインターネットの Web を
通じて双方向でやりとりすることで従来のマーケティングでは得られないきめ細かい
販売戦略が可能になった事例などを紹介している。 
 米に代表されるように規制緩和に伴って販売チャンネルの多様化が進み、農産物の
マーケティング戦略の必要性は高まっているが、IT 化の進展は戦略構築のための新た
なツールになる可能性がある。 
マーケティング戦略は、構成要素として 4P(Product、Place、Promotion、Price)ごとの
戦略があり、対象市場に適した製品を開発し、適正な価格をつけ、情報を提供すると
ともに、適切な経路を選択して対象市場に届けることである65。農業経営の中で情報が
果たす役割は高まっている。行政政策を含めた市場の変化を読み取り、製品を開発し
たり、他の経営者に先駆けて情報を囲い込んだり(ブランド化)、メディアを通じて広く
周知したり(発信)するためのコミュニケーション能力が求められる。 
また、日本農業全体としても、国際社会に対して、自らの農業の存在意義を強く訴
えることでエンドレスで続く国際交渉の中で有利な立場に立つ努力が求められるだろ
う。この点で日本政府は WTO 農業交渉に際して多面的機能フレンズ国を主体的に組
織するなど、情報発信に力をいれている。多面的機能あるいは非貿易的関心事項をど
のように WTO のドーハ開発ラウンドの中で位置づけるかは議論があるが、農業がた
んに農業生産だけではなく、自然環境や伝統、文化と結びついていること、生存のた
めの権利は国連人権憲章などで認められていることを考えると、国際社会の中で一定
の理解を得られる素地はあると考えられる。 
さらに水田農業を共有するアジアの多くの国々で畑作との違いを国際社会に理解さ
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せていくような継続的な試みが必要となるだろう。 
表 9 農業経営にかかわる主な情報  
  社会科学的 自然科学的 
外部情報 
政治・経済 
社会・流行 
行政・規制 
環境 
市場動向 
試験研究 
天候 
病害虫 
試験研究 
内部情報 
収益 
資産・負債 
労働力 
農地 
顧客 
気象 
生育状況 
農作業 
本研究は、主に行政を中心とした情報やマーケティングに関わる流通(リンゴ)、農産
物の安全性をめぐる報道(BSE、所沢ダイオキシン報道)、メディアを通じた情報発信な
ど農業に関連した社会科学的な外部情報に焦点を当てて検討をした(表 9)。 
しかし、農業経営にかかわる情報の中では、これらは一部に過ぎない。農業経営に
とって、外部とのコミュニケーションが必要になっているという本研究の結論に変わ
りはないが、4 つのフィールド全般にわたる情報処理能力を高めていくための方策が
検討されるべきだろう。 
経営の内部で発生する自然科学的な情報、例えば「農薬散布の内容と時期」「かん
水の方法」などは従来、ほとんどが個人、あるいは経営内部にとどまることが多かっ
た。しかし、IT 機器の浸透や、トレーサビリティー(追跡可能な仕組み)の導入、急速
に普及しつつある GAP(適正農業規範)の中で、農業経営者あるいはグループの情報が
オンライン、もしくは文書として蓄積されるようになり、個別経営の事例を社会科学、
自然科学の両面から分析して経営改善につなげられる可能性が出てきた。また、自然
環境にどのようなインパクトを与えているのかを、客観的に調べる素地が整ってきた。 
大政(2007)は、「農業情報イノベーション」という表現を使いながら、農業経営が幅
広い情報を処理・発信することで地球環境に貢献する必要性を訴えている66。農業経営
の生産現場から、流通、販売、消費、行政、報道などのすべての場面について、自然
科学と社会科学を横断した情報処理の体系的な理論づくりが必要となるだろう。また、
農業経営者のコミュニケーション能力を高めるような努力がますます重要になるだろ
う。
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